
社会保障審議会介護給付費分科会 (第 70回 )議事次第

日時 :平成 22年 12月 24日 (金 )
10時 00分から12時 00分まで
於 :厚生労働省 ′講堂 (低層棟 2階 )

議  題

1.ユニット型及びユニット型以外の施設の併設に係る基準省令等の
改正について (諮問)

2.介護職員処遇状況等調査の結果について

3.介護事業経営概況調査の結果について

4.介護事業経営実態調査について

5.その他



ユニット型及びユニット型以外の施設の

併設に係る基準省令等の改正につしヽて



ユニット型とユニット型以外の施設の併設に係る省令改正について

○経緯
平成22年9月 21日 に介護給付費分科会においてとりまとめられた「一部ユニット型施設の基準等に関する
審議のとりまとめ」を受け、ユニット型施設とユニシト型施設以外の施設の併設施設について、一部ユニット
型施設に係る規定を廃止し、それに伴い、人員及び設備に関する基準の改正を行う。 (パブリックコメントを
12月 17日 まで実施。 )

○改正内容
一部ユニット型施設に係る規定を省令から肖」除する。
これにより、現在T部ユニット型施設という類型で 1つの施設として運営されている施設が、ユニット型
の部分とュニット型以タトの部分で別の施設に分かれることとなる。
別々の施設にあつては、職員はそれぞれの施設の職務に従事することが基本であり、他の施設において同
時に勤務することは通常考えに<いが、旧一部ユニット型施設に勤務する職員については、入所者の処遇に
支障がない範囲において、分離した施設の双方において職務に従事する勤務体制を可能とする。

(参考)特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準 第6条 (職員の専従)    ・

特別養護老人ホームの職員は、専ら当該特別養護老人ホームの職務に従事する者でなければならな
い。ただし、入所者の処遇に支障がない場合は、この限りでない。

また、設備基準については、従来―部ユニット型施設であつた施設において、入所者の処遇に支障がない
範囲において、ユニット型施設とそれ以外の施設の双方で設備の共用を可能とする。

○対象施設
特別養護老人ホニム (介護老人福祉施設、地i或密着型介護老人福祉施設)
介護老人保健施設

介護療養型医療施設

短期入所生活介護

短期入所療養介護



ユニシト型とユニット型以外の施設の併設に係る省令改正について

○特別養護者人ホーム
○ 一部ユニット型施設に1系る規定を省令から削除する。
○ ユニット型特別養護者人ホームと、ユニット型以外の特別養護老人ホァムを併設する場合、人員配置基準
及び設備基準については以下のとおりとする。

人員に関する基準
0施 設長、管理者、医師、琶護職員 (介護職員と同様にユニットケアを行う蓄護職員を除く)、 生活相談
員、介護支援専門員、栄養士、機能訓練指導員、調理員及び事務員その他の従業者については、入所者の
処遇に支障のない場合、併設する特別養護老人ホームの入所者に対してサービスの提供を行う勤務体制も
可能とする。

※ 介護職員及び介護職員と同様にユニットケアを行う看護職員 (特別養護者人ホームの設備及び運営
に関する基準 (省令)第40条第2項第 1号に配置規定のある看護職員)は、上の例タト規定の対象では
な <、 従つて原則通り併設施設の入所者に対してサ=ビス提供を行う勤務体制は認められない。
(参考)特別養護老人ホ=ムの設備及び運営に関する基準 (省令)第40条第2項第 1号
昼間については、ユニツトごとに常時一人以上の介護職員又は琶護職員を配置すること。

設備に関する基準
・ 居室、共同生活室、洗面設備、便所を除き、ユニット型施設の入居者及びユニット型以外の施設の入所
者へのサービス提供に支障がない場合、一の設備をもって、ユニット型施設及びユニット型以外の施設の
共通の設備とすることができる。

○ 施行期日及び経過措置
・ 介護給付費分科会の答申をいただいた後、所定の手続に従い公布・同日施行
0/AN布日に現に存在する一部ユニット型施設 (増改築中も含む)については、平成23年4月 1日以降の認
可・指定の更新の際に、ユニット型部分とユニット型以外の部分について、それぞれ別施設として認可・

指定を行うこととする。
・ 平成15年4月 2日以降に新設され、一部ユニット型施設として認可 0指定を受けたものについては、ユ
ニット型部分とユニット型以タトの部分について、それぞれ別施設として遅滞なく認可 0指定を行うことと
する。
・ また、特別養護者人ホームについて、ユニット型施設及び従来型施設それぞれの施設整備状況の検証結
果を踏まえ、必要があればその後の対応を検討することとする。



ユニット型とユニット型以外の施設の併設に係る省令改正について

○ 一部ユニット型施設に係る規定を省令から削除する。

○ ユニット型介護者人保健施設と、ユニット型以外の介護者人保健施設を併設する場合、人員配置基準及び
設備基準については以下のとおりとする。

人員に関する基準
・ 管理者、医師、琶護職員、薬剤師、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、栄養士、介護
支援専門員、調理員、事務員その他の従業者については、入所者の処遇に支障のない場合、併設する介護
者人保健施設の入所者に対してサービスの提供を行う勤務体制も可能とする。
※ 介護職員は上の例外規定の対象ではな <、 従つて原則通り併設施設の入所者に対してサービス提供
を行う勤務体制は認められない。

設備に関する基準
・ 療養室 (病室)、 共同生活室、洗面設備、便所を除きtユニツト型施設の入居者及びユニット型以外の
施設の入所者へのサービス提供に支障がない場合、―の設備をもって、ユニット型施設及びユニット型以
外の施設の共通の設備とすることができる。

○施行期日及び経過措置
・ 介護給付費分科会の笞申をいただいた後、所定の手続に従い公布 。同日施行
・ 公布日に現に存在する一部ユニット型施設 (増改築中も含む)については、平成23年4月 1日以降の許
可の更新の際に、ユニット型部分とユニット型以外の部分について、それぞれ別施設として許可を行うこ
ととする。
・ 平成17年 10月 2日以降に新設され、一部ユニット型施設として許可を受けたものについては、ユニッ
ト型部分とユニット型以外の部分について、それぞれ別施設として遅滞な<許可を行うこととする。

○介護療養型医療施設、短期入所生活介護、短期入所療養介護についても所要の改正を行う。



一部ユニット型に係る介護報酬に関する都道府県・保険者・事業者との相談状況

(特養9施設、老健26施設)

○個室ユニットケア実施の確認済 :7県、報酬‖返還について相談済 :4県   (平成22年 12月 17日現在)

茨城県 個軍ユニットケーアの実施1木澤については■年内及び■月中に確認を行う予定6
報酬‖返還の相談については11実施状況を確認した後に行う予定811   ‐|

群馬県 ユニットケアの実施状況については、保険者と現地確認を行つた結果、適正であった。
報酬‖返還の相談については、今後実施する予定。

埼玉県 個室ユ
ー
ニ,トケアの実施状況については、|‐■月中旬に確認を行う予定。

報酬‖返還の相談については(2月上旬までに行う予定よ■■|■ |‐■

東京都 個室ユニットケアの実施状況については、現地確認を行い、現在相談中
報酬‖返還の相談につしヽては、相談中であり、最終的には実施状況の結論を踏まえ決定する予定。

新潟県 ユーニツ|トーケアの1実施1犬況につし―)て |ま、1保険者と現地確認―を行‐うた結果t適正であつた。
報酬‖返還の相談を行いtl返還は不要で|あるとの畜吉論に至ちた111

静岡県 ユニットケアの実施状況については、保険者と現地確認を行つた結果、適正であった。
報酬‖返還の相談については、今後実施する予定。

島1根県 ユニツトケアの実施1犬潟につ―いて辱■保陳煮と現地確認を行う|た結果111適正であ|うた:
報酬‖返還の相談を1行い(|‐返還は不要で|あるとの結論に至う|た1■ ■|■ ■■■ ■■■

広島県 ユニットケアの実施状況については、保険者と現地確認を行つた結果、適正であった。
報酬‖返還の相談については、今後実施する予定。

香川県 ユニッ.トケアの実施状況については1‐ 保険者と現地確認を行うた結果tl適正であうた:
報酬‖返還の相談を行いtl返還は不要であ―るとの結論に至‐うたよ |

佐賀県 個室ユニットケアの実施状況については、年内に確認を行う予定。
報酬‖返還の相談については、相談中であり、実施状況を確認したうえで決定する予定。

人分1県 Illニシ|トケアの実施状況についてはt‐保険者と現地確認を行った結果t適正で|あう.た :
報酬‖返還の相談を行いtl返還は不要であるとの結論に至つた:   .‐   ‐ ‐‐_



参考 二部ユニット型施設の基準等に関する審議のとりまとめ (抜粋)
3.一部ユニット型に係る規定の整理について
以上の点を踏まえ、ユニット型施設とユニット型施設以外の施設 (以下、「従来型施設」という。)の併設施設の取扱いは、以下の通りと
する。
(1)指定介護老人福祉施設及び指定地域密着型介護老人福祉施設について                       ・

① 施設類型上の取扱い
指定介護者人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 (平成11年厚生省令第39号)に規定される一部ユニット型介護者人福祉
施設、特別養護者人ホームの設備及び運営に関する基準 (平成11年厚生省令第46号)に規定される一部ユニット型特別養護老人ホー
ム及び二部ユニット型地上或密着型特別養護老人ホーム並びに指定地域密着型サ=ビスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 (平成 1
8年厚生労働省令第34号)に規定される一部ユニット型指定地域密着型介護老人福祉施設を廃止し、省令及びその解釈通知から削除す
る。
② ユニット型施設と従来型施設の併設施設についてのケアの分離の原則
当面、地方公共団体が地i或の実情に応じてやむを得ずユニット型施設と従来型施設を併設した施設については、ユニット型施設部分と
従来型施設部分のそれぞれで適切なケアが行わねるよう、別施設として指定を行うこととし、入所者のケアはそれぞれの施設の介護職員
により別々に行われることとなる。         |
③ 人員に関する基準
り 介護職員及び蕎護職員について
ユニット型施設と従来型施設を併設した施設のうち、ユニット型施設の介護職員については、併設された従来型施設の介護職員との
兼務を認めない。
ユニット型施設と従来型施設を併設した施設のうちてユニット型施設において介護職員と同様にケアを行う看護職員については、兼
務を認めない。
価)施設長、管理者、医師、生活相談員、介護支援専門員、栄養士、機能訓練指導員、調理員及び事務員その他の従業者について
上記 Gi)の各従業者については、ユニツト型施設の入居者及び併設された従来型施設の入所者の処遇に支障がない場合、兼務を認め
ることとする。
④ 設備に関する基準
施設の設備については、居室、共同生活室、洗面設備、便所を除き、ユニット型施設部分の入居者及びそれ以タトの部分の入所者への
サービス提供に支障がない場合、ユニット型施設・従来型施設の併用を認めることとする。
⑤ 附則 (施行期白及び経過措置等)
新設される施設については、平成22年 11月から12月に予定される省令改正の公布・施行の日より、新基準が適用されることとな
る。
国の解釈通知に沿って指定が行われ、報酬が支払われていた―部ユニット型施設については、平成23年 4月 (予定)以降の指定更新
の際に、ユニット型施設部分と従来型施設部分をそれぞれ別施設として、順次指定の変更を行うこととする。
国の解釈通知に反して平成15年 4月 2日以降に―部ユニット型施設として新設。指定され、ユニット部分にユニット型介護福祉施設
サービス費が支払われていた施設については、平成23年 3月末 (予定)までに、新たな基準に基づき、ユニット型施設部分と従来型施
設部分をそれぞれ別施設として指定することとする。
また、ユニット型施設及び従来型施設それぞれの施設整備状況の検証結果を踏まえ、必要があればその後の対応を検討することとする。
⑥ 以上について、省令に明記する。



参考 一部ユニット型施設の基準等に関する審議のとりまとめ (抜粋)
(2)介護老人保健施設等
① 施設類型上の取扱い
介護者人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 (平成11年厚生省令第40号)等に規定される一部ユニット型介護
老人保健施設等を廃止し、省令及びその解釈通知から削除する。
② ユニット型施設と従来型施設の併設施設についてのケアの翁離の原則
指定介護老人福祉施設と同様の取扱いとする。
③ 人員配置基準
(0 介護職員について
ユニット型施設と従来型施設を併設した施設のうち、ユニット型施設の介護職員については、併設された従来型施設の介護職員との
兼務を認めない。
儡)管理者t医師、看護職員、薬剤師、支援相談員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、栄養士、介護支援専P日員、調理員、事務員
その他の従業者について
上記 (‖)の従業者については、ユニット型施設の入居者及び併設された従来型施設の入所者の処遇に支障がない場合、兼務を認める
こととする。

④ 設備基準     ―′
施設の設備については、療養室 (病室)、 共同生活室、洗面設備、便所を除き、ユニット型施設の入居者及びそれ以タトの部分の入所者
へのサービス提供に支障がない場合、ユニット型施設部分・従来型施設部分の併用を認めることとする。
⑤ 施行期日及び経過措置について
指定介護老人福祉施設と同様の取扱いとする。
⑥ 以上について、省令に明記する。
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224第 1号
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社会保障審議会

会 長 貝塚 啓明 殿

厚生労働大臣

細川 律

諮 問 書

(特別養護老人ホーム等における一部ユニ ッ ト型施設・事業所に関する基準の

改正について)

介護保険法 (平成 9年法律第 123号)第 74条第 3項、第 78条の4第 3
項、第 88条第 3項、第 97条第 4項、第 110条第 3項及び第 115条の 1
4第 3項の規定に基づき、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に

関する基準 (平成 11年厚生省令第 37号 )、 指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準 (平成18年厚生労働省令第 34号 )、 指定介
護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準 (平成 11年厚生省令第 3
9号 )、 介護者人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準 (平成

11年厚生省令第40号)、 指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関
する基準 (平成 11年厚生省令第41号 )、 指定介護予防サービス等の事業の人
員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果

的な支援の方法に関する基準 (平成 18年厚生労働省令第 35号)を別紙のと
おり改正することについて貴会の意見を求めます。

里

臣

一



: 特別養護老人ホーム等における一部ユニウ ト型施設・事業所に関する基準
の改正

○ 平成 22年 9月 21日 に開催された社会保障審議会介護給付費分科会にお
ける審議のとりまとめを踏まえ:特別養護老人ホニム等に係る二部ユニット

型施設・事業所を廃止 し、所要の改正を行う。

○ 対象施設・事業所  '
・特Ell養護老人ホTム
｀短期入所生活介護

“短期入所療養介護
.・ 地域密着型介護老人福祉施:設
‐ ・介護老人福祉施設
“介護老人保健施設 :    =          ‐

・介護療養型医療1施設  :
「介護予防短期入所生活介護   :    :

: ・介護予防短期:入所療養介護         :
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平成22年介護従事者処遇状況等調査結果の概要 (案 )

○ 調査の目的

・ 平成21年度介護報酬改定及び介護職員処遇改善交付金が介護従事者
の処遇改善の状況に与える影響を把握することにより、次期介護報酬改定

の基礎資料を得ることを目的とする。

○ 調査日:平成22年 7月 1日

○ 調査の対象         |
・ 介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、訪間介護

事業所、通所介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所及び居宅介

護支援事業所並びに調査日に当該施設 :事業所に在籍した介護従事者

母集団

①

査

数象

②

調

対 休止・廃止

③

客体数

④ (②―③)

回収数

⑤

回収率

(%)

⑤÷④

集計介護
従事者数

合計 107,350 8,25G 7C 8,177 6,301 77.1 53,762



○ 介護職員処遇改善交付金の申請状況

暉平成22年に介護職員処遇改善交付金を申請している事業所は86.7%申請を
していない事業所は13.30/0となつている。

施設数 申請している 申請していない

全体 72′887 86.7% 13.3%

介護老人福祉施設 6′ 141 96.0% 4。0%

介護老人保健施設 3′648 91.5% 8.5%

介護療養型医療施設 1′ 562 51。6% 48.4%

訪問介護 26′ 232 83.3% 16.7%

通所介護 25′ 244 86:5% 13.5°/。

認知症対応型共同生活介護 10′ 06C 94.2% 5.8%

※無回答の事業所は含まれない。



○ 介護職員処遇改善交付金の影響

・ 平成22年に介護職員処遇改善交付金を申請した事業所における介護職員の平

均給与額は、平成21年と平成22年を比較すると約15,000円増加していた。
また、介護職員処遇改善交付金の対象外である介護職員以外の職種についても、

約8,500円から約12,200円増加していた。

平成21年6月 平成22年6月 差
(平成22年一平成21年 )

介護職員 24I,520 H 256′ 680円 1-5,160 E

看護職員 342,040n 350′ 540円 8′500円

生活相談員・支援相談員 301′ 320円 313′ 560円 12′240円

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士又は機能訓練指導員

368′ 840円 379′ 180円 10′ 340円

介護支援専門員 326′ 880円 337′ 880円 11′ 000円

注1)平成21年と平成22年ともに在籍している者の平均給与額を比較している。
注2)平均給与額は基本給+手当+一時金(4～ 9月 支給金額の1/6)を常勤換算により算出。
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平成 22年介護従事者処遇状況等調査結果の概況 (案 )



調査の概要・集計方法について

○ 調査概要
目的: 
ぇ詈鬱馨Z堀窪雪馨響警覆蚤げ↑談鰍昴鼈戦罰蓑楚雰宣縫舎詳響忌言?管ξ警露?挙を1-'

調査日 :平成22年 7月 1日

調査対象 介護老人福祉施設、介護老人保健施群、介護療養型医療施設、訪問介護事業所、通所介護
事業所、認知症対応型共同生活介護事業所及び居宅介護支援事業所並びに調査日に当該施
設 。事業所に在籍した介護従事者

調査項目

(1)施設・事業所票
給与等の引き上げ状況、介護従事者の処遇状況、加算の取得状況、利用者数 等

(2)従事者票
性別、年齢、 FJ」続年数、勤務形態、労働時間、資格の取得状況、兼務の状況、基本給額、一時金
額 等

抽出方法 : 調査対象サービスごとに、 1/4～ 1/20で設定

○ 集計方法
(1)調 査結Лtの集計にあたっては、ウエイ トバック (施設・事業所種類別、地域区分別、施設・

|「業〕T規模別lの全 Fl lの施設 …11業所数と回
l17xした調査票により出現数を害1り 戻す方法)に より

全国推計値を算出している。

(2)介 護従 li者の集計にあたっては、平成22年の調査日に当該施設 ,事業所に在籍した介護従事
者のうち、平成21年と平成22年 ともに在籍している者についてのみを集計対象としている。

○ 回収状況
母集 IJ

①

査
数象

②

調

対
体止・廃止

③

客体数

④ (②一③)

回収数

⑤

回収率
(%)
⑤+①

合計 107,350 8,256 79 ７
′ 6,301 77.1

介護老人福ねL施設 6, 182 1,577 2 1,575 1,345 85.4

介護老人保健施設 3,679 963 0 963 ０
ん

ワ
イ 81.2

介護療養型医療施設 1,592 ０
０ 26 357 223 62.5

訪問介護事業所 27,324 1,36C ９

“ 1,341 940 70.1

通所介護事業 l・Jl 26,015 1,30C 8 1,298 975 75.1

認知症対応型共同

生活介護事業所
10,302 1,048 1 1,047 761 72.7

居宅介護支援事業所 32,256 1,613 17 1,596 1,275 79.9



・ I.介護職員処遇改善交付金の申請状況

(1)施設・事業所別の介護職員処遇改善交付金の申請状況

介護職員処遇改善交付金の申請状況をみると、平成22年に申請をしている事業所は86.7%で、申請をして
いない事業所は13.3%となっている:
また、施設。事業所別にみると、介護老人福祉施設、介護老人保健施設、認知症対応型共同生活介護で
申請している事業所が90%以上となっているが、介護療養型医療施設では51.6%となっている。

第1表 施設・事業所別にみた介護職員処遇改善交付金の申請状況

施設数 平成22年に申請している
平成22年に申請していな

い

総 数 72,887 86.7% 13.3%

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

訪問介護事業所

通所介護13業所

認知症対応型共同生活介護

6,141

3,648

1,562

26,232

25,244

10,060

96.0%

％

´

％

一

５

　

６

一

83.3%

86.5%

94.2%

4.0%

8.5%

48.4%

16.7%

13.5%

5.8%
※無回答の事業所は含劫ンない。

Ⅱ.介護従事者の給与等の状況
1.給与等の引き上げの状況
(1)施設口事業所別の給与等の引き上げ状況
平成21年の10月 1日から平成22年 6月 30日 の間での給与等の引き上げ状況は、「給与等を引き上げた」が74.8%となっ
ており、施設・事業所種類別にみると、介護老人福祉施設(91.8%)、 介護老人保17t・施設(87.2%)で割合が高くなって
いるも

第2表 施設口事業所別にみた給与等の引き上げ実施状況

施設事業所数
給与等を
引き上げた

給与の引き上げを
行わなかったが、
1年以内に
引き上げ予定

給与の引き上げを
行つておらず、
今後も引き上げ
予定なし

その他

総 数 107,337 74.89 6.6% 12.4% υ
ハ

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

訪問介護事業所

通所介護事業所

認知症対応型共同生活介護

居宅介護支援事業所

6,182

3,677

1,581

27,324

26,015

10,302

32.256

91.87

87.2,

79.2%

75.6ツ

82.1ツ

84.17

60 2)

2.6%

6.1%

5.9%

7.3%

5.8%

7.1%

7 2%

2.6%

2.8%

10.1%

11.0%

6.0%

4.2%

24.4%

2.2%

3.1%

2.1%

3.8%

3.7%

げ
ハ
　
一　
υ
″

●
４
　

　̈
会
υ
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¨̈一　．

一一



(2)施設・事業所別の給与等の引き上げ実施方法
平成21年の10月 1日 から平成22年 6月 30日 の間での給与等の引き上げ実施方法別にみると「定期昇給を実施 (予
定)」が62.7%、「各種手当ての引き上げまたは新設」が44.6%と割合が高くなっており、施設。事業所別にみると「定
期昇給を実施 (予定)」では介護老人福祉施設、介護老本保健施設、介護療養型医療施設、居宅介護支援事業所で
害f合が高く、「各種手当ての引き上げまたは新設」では介護老人福祉施設、訪間介護事業所、通所介護事業所、認
知症対応型共同生活介護で割合が高くなっている。

第3表 施設菫事業所別にみた給与等の引き上げの実施方法
(複数回答)

施設事業所数

給与表を改定して
賃金水準を
引き上げた
(予定)

定期昇給を
実施
(予定)

各種手当ての
引き上げ
または新設

賞与等の支給
金額の引き上げ
または新設
(予定)

その他

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

訪間介護13業所

通所介護事業所

認知症対応型共同生活介護

居宅介護支援事業所

87,2tJ4

5,832

3,430

1,346

22,667

22,865

tJ,402

21,753

15 11

10 3‖

8_0%

8 4%

21 91`

14 9%

12 2%

12 301

62 71t

78 4,イ

78 5り |

75 9サ (

47 2,t

59.6%

59 9,1

75 6%

44 6り 1

55 8%

44 6%

39 7%

55 8,1

50.7,t

19 0,1

22 1サ 1

218,i

25:8γ

19 8γ

14 2γ

25 5%

25 91

23 3サ |

126,`

59,

869

47,

70,,

70リ

57シ

651,

42,

(3)経営主体別にみた給与等の引き上げ状況                .
平成21年の10月 1日 から平成22年 6月 30日 の間での給与等の引き上げ状況を経営主体別にみると、「給与等を
引き上げた」では社会福祉法人(87.8%)、 社会福祉協議会(79.0%)で割合が高くならてぃる。

第4表 経営主体別にみた給与等の引き上げ実施状況

施設事業所数
給与等を
引き上げた

給与の引き上Iた
行わなかったが、
1年以内に
引き上げ予定

給与の引き上げを
行つておらず、今後も
引き上げ予定なし

その他

総数

地方公共団体

社会福祉協議会

社会福祉法人

医療法人

営利法人

その他

107,337

1,401D

7,010

30,891

14.500

3S,826

9,565

74 8リ

615サ |

79 0サ |

87 8サ |

75 111

67 Sり |

64 6サ 1

12411

21.77,

10 8サl

4 4%

11 41i

17 31)

1701`

38り i

134りi

27り i

18,1

3 81塙

4 1り 1

83り 1

(4)経営主体別の給与等の引き上げ実施方法

平成21年の10月 1日 から平成22年 6月 30日 の間での給与等の引き上げ実施方法を経営主体別にみると「定期昇給
を実施 (予定)」では社会福祉法人 (7911%))、 医療法人 (78.0%)、 地方公共団体 (77.0%)r害 1合が高くなっている。

第5表 経営主体別にみた給与等の引き上げの実施方法
(複数回答)

施設事業所数

給与表を
改定して
賃金水準を
引き上げた
(予定)

定期昇給を
実施
(予定)

各種手当ての
引き上げ
または新設

賞与等の支給
金額の引き上げ
または新設
(予定)

その他

総数

地方公共団体

社会福祉協議会

社会福祉法人

医療法人

営利法人

その他

87,2t」 4

879

5,853

28,482

11,91C」

29,372

6,8S0

62 7,1

77 0%

74 1,i

79 1サ |

78 0リ

44 6%

24 5,(

36 9り t

47 1,1

336り 1

49 5%

42 3り

`

21 8%

3 1%

20 6り i

21.3り 1

14 8%

24 6‖

22 Slt

41カ

5 8%

9 3%
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Ⅱ.介護職員処遇改善交付金の影響につし`て

1.平成22年に介護職員処遇改善交付金を申請している事業所の状況
(1)職種別にみた介護従事者の平均給与額あ状況(月給口日給・時給の者の合計)

椰魏汰甲鯰鞣鱚揚鞍臨コ蠅
第 6表 職種別にみた介護従事者の平均給与額 (月 給・日給・時給の者の合計)

介護従事者数
(集計対象数)

平成22年 平成21年

平均給与額
の差
(単位:円 )

平均年齢
(単位:歳 )

平均勤続
年数
(単位:年 )

平均給与額
(単位 :円 )

平均給与額
(単位 :円 )

月給・日給・時給の者 32,85( 273,460 259,320 14,140

介護職員※

看護職員

生活相談員・支援相談員

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士又は機能訓練指導員

介護支援専門員

19,56[

5,21C

3,49〔

2,10〔

2,48C

43 6

47.6

38 4

37 2

44 4

5.5

7_3

73

56

8.2

256,680

350,540

313,560

379,180

337,880

241,520

342,040

301,320

368,840

326,880

15,160

8,50o

12,240

10,340

11.000

注 )

月給の者 :基本給 (月 額)+手 当+一時金 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
日rの者 :基本給 (日 額)× 実労1助 日数+手当+一時金 (4～ 9月 支給金額の1/6)                 |
時給の者 :基本給 (‖す給)x実労l」ll時間+手当+T時企 (4～ 9月 支給/F額の1/6)

注)非常勤の者は常勤換算により算出
※訪問介.ti員 を含む

(2)職種別にみた月給の者における介護従事者の平均給与額の状況

1  濶 鰤 籍 黎曇鼈 揚 淵醜
第 7表 職種別にみた介護従事者の平均給与額 (月 給の者 )

以下により算出

月給の者 :基本給 (月 額)+手 当十一時金 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
注)非常勤の者は常勤換算により算出
※訪問介護員を含む

以下により算出

平成22年 平成21年 差

介韻従事者歎
(集計対象数 )
鴨
軸
“

平均勤続

年敗 『鋼『
平均給与額
(単位 :円 )

介護従事者敗
(集 EI対象数) 鰤嘲̈

平均給与額
(単位 :円 ) 綿嘲̈

平均給与額
(単位 :円 )

月鵠の者 27,25〔 63 163 7 294,28〔 26,881 281,640 △ 0乏 12,640

介護職員※

看護職員

15,147 39

46

6C 163 7 275,480 14,847 163.7 261.670 13,810

4,367 8C 4 369,910 4,328 162 1 360,890 △ 07 9,020

10,750
生活相談員・支援相談員 379 168 4 320,030 3,395 169 3 309 280 △ 0

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士又は機能訓練指導員

1,922 57 164.0 365,570 164 2 354.640 △ 0_: 10,930

介護支援専門員 2,404 340,92C 2,395 165.6 328,950 △ 05 11,970



(3)職種別にみた時給の者における介護従事者の平均給与額の状況

平成22年に介n_4職員処遇改善交付金を申請している事業所において、平成21年と平成22年ともに在籍している者の
平均給与額を平成21年と平成22年で比1交すると介護職員では15,300円 、看護職員では5,940円 、生活相談員・支援相
談員では16,620円、理学療法士、作業療法士、言語聴党士または機能訴1練指導員では8,500円 、介護支援専門員では
14,130円 増加していた。

時給の者 :基本給 (時給)× 実労llll時 間+手当+一時金 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
注)非常勤の者は■lill換算により算出
※訪問介議員を含む

(4)施設別にみた介護職員の平均給与額の状況(月 給・日給・時給の者の合計 )
平成22年に介護職員処遇改善交付金を中請している事業り子において、平成21年と平成22年ともに在籍している者の
平均給与額を平成21年と平成22年で比1交すると介護老人福れL施設では15,660円 、介護老人保健施設では16,130円 、
介護療養型医療施設では12,470円 、1/J問介護Jf業所では16,740円 、通所介護事業所では12,610円 、認力1症対応型共
同生活介護事業所では12,470円 l増加していた。

第 9表 施設・事業所別にみた介護職員の平均給与額 (月給・日給・時給の者の合計 )

介饉職員数
(集計対象数 )

平成22年 平成21年
平均給与額
の差
(単位 :円 )

平均年齢
(単位 :歳 )

平均勤続
年数
(単位1年 )

平均給与額
(単位 :円 )

平均給与額
(単位 :円 )

月 ・日給・時給の者 19,56[ 43.6 55 256,680 241,52( 15,16C

介護老人福祉施設 7,448

3.861

36.6

36_0

62

61

6.6

286,580

281,100

252,220

270,920

264,970

239,750

15,660

16,130

12,470

介護老人保健施設

介護療養型医療施設 75C 417

訪問介護事業所

通所介護事業所

2 647 53.1 55

49

251,690

220.970

234,950 16,740

1,87 42 4 208,360 12,610

認知症対応型共同生活介護事業所 2,978 44 8 223,690 211,220 12,470

) の平均給与額は以下により算出

月給の者 :基本給 (月 額)+手 当+一時金 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
日給の者 :基本給 (日 額)× 実労lrll日 数十手当+一時金 (1～ 9月 支給金額の 1/6)
時給の者 :基本給 (時給)× 実労lJlll時 間+手当+一時金 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
注)非常勤の者は常勤換算により算出
※訪問介誰員を含む

第 8表 職種別にみた介護従事者の平均給与額 (時給の者)
平成22年 平成21年 差

介順従事者敷

(集計対象数 )

平均

年齢

平均勁続

年数 鰤鋼̈
平均給与額

(単位 :円 )

介護従事者数

(集 EI対 象数) 枷嘲̈
平均給与額

(単位 :円 ) 鰤嘲̈
平均給与額
(単位 :円 )

時給の者 4,975 50 9 90 〔 224,38C 5,234 91.2 209,68C △ 0、 〔 14,700

介護職員※ 3,934 51.0 48

45

89.7 221,69C 4,133 90 7 206,39C △ 1 15,300

看護職員 777 50.3 96.3 248,81 805

91

136

95.9

117.9

242,87 04 5,940

生活相談員・支援相談員

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士又は機能訓練指導員

介護支援専門員

72

131

61

47.3 114 1 192,88C

378,94C

264,01C

176,26C △ 38 16,620

45 1 72.4

102.1

72 5

106 9

370,44C

249,88C

△ 01

△ 48

8,500

14,13053 3

の ]FJう〕給与紬 |ま以 ドに 出



(5)施設別にみた介護職員の平均給与額の状況(月 給の者 )
平成22年に介護職員処遇改善交付金を申請している事業所において、平成21年と平成22年ともに在籍している者の

各馨[繹輪 諦 鑽 瘍 i蛉凱 卿 弩襦 錮 矯蹴褐穏範達釉 其

第 10表 施設 。事業所別にみた介護職員の平均給与額 (月 給の者)

月給の者 :基本給 (月 額)+手当+一時金 (4～ 9月 支給金額の1/6)
注)非常JilJの 音は常J力換算により算出         

｀

※訪問介護員を含む                            _                  ´

(6)施設別にみた介護職員の平均給与額の状況(時給の者 )
平成22年に介護職員処遇改善交付金を申請している事業所において、平成21年と平成22年ともに在籍している者の

番[第ittlil籍鯰 爺i:きil孵
:婁詳る全般iも1器蓑瑠計界駐tib会議霞轟発告(,嚢√暦ポ憲塑婆Ъ

第 11表 施設・事業所別にみた介護職員の平均給与額 (時給の者 )

時給の者 :基本給 (時給)× 実労llll時 間+手当+一時金 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
注)非常勤の者は常勤換算により算出
※訪間介護員を含む

平成22年 平成21年 差

介饉職員数

(集 rt対 象数 )

均

齢

■

平

年

ｍ

平均動続

年数 鰤削̈
平均給与師

(単位 :円 )
介鰻職員数

(集計対象数) 『輌̈
平均給与頷

(単位 :円 ) 『鋼『
平均給与額

(単位 ;円 )

月名 の者 6 163.7 275,480 14,847 163 7 261,670 0( 13,810

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

訪間介護事業所

通所介護事業所

認知症対応型共同生活介護事業所

6,486 6 300,730 6.352 286,700

268,990

246,790

248,200

238,640

227,350

0 1

△ 0.4

△ 08

09

14,030

15,440

12,690

12,940

62

6.7 157 2

161.5

166 2

165 4

1
，
４３〇

一
　

，
４８〇

一

８４

一

５９

3,477

690

1:304

1,078

1,946

163 5

158 0

160 6

166 8

165 3

・

，

３

一

‐

，

１

1

61

54

4.3

２５

・
２４

△ 06

0 1

12,780

13,780

算出

平成22年 平成21年 差

介1螢職員数

(集 1+対 象数 )

均

齢

●

平

年

軸
輛轍̈ 鰤咄̈

平均給与額

(単位 :円 )

介順瞭員数
(集 1+対象数) 『輌̈

平均給与額

(単位 :円 ) 勒躙̈
平均給与額
(単位 :円 )

時名の者 3,934 89 7 221,690 4,133 206,39C △ 1 15,300

111こ 1[継[繁   
――  =

1介証療養型医療施設    
´

醜甦鍵邸

725

307

59

1,254

690

899

46.6

43:8

49 4

53.1

4.6

4.2

53

53

124_3

126.5

125.8

67.3

118.9

132.2

180,500

165,010

2471570

176,750

789

334

61

1,297

720

12615

129 5

121 8

67.2

120.2

176,S10

170,050

156,570

228,780

168,230

△ 22

△ 3C

10,710

10,450

4C

0 1

△  1 3

△  1 1

8,440

18,790

8,520

7,660

47.2

50.7

41

3.5 932 133.3 178,410

注 の lt均給与額は以下によ



2.平均給与額の構成割合
(1)平均給与額別の介護従事者の構成割合

平成22年に介護職員処遇改善交付金を申請している事業所において、調査時点に調査対象施設・事業所に在籍
した介護従事者のうち、平成21年と平成22年ともに在籍している者の平均給与額を介護従事者数のIIYl成割合でみる
と、平成21年と比1交して給与等の支払い形態が月給及び時給の者ともに平均給与額は増加傾向となっている。

第 12表  lヶ 月あたり平均給与額別にみた介護従事者の構成割合
月 給 。日給 ・ 時給 の者

平成 22年 平成 21年
100,000門
100,000円
12o,000円
140,000円
160,000円
180,000円
200,000円
220,000円
240,000円
260,000円
280,000円
300,000円
320,000円
340,000円
360,000円
380,000円
400,000円
420,000円
440,000円
440,000円
480,000円
500,000円

未満
119,999円
139,999円
159,999円
179,999円
199,999円
219,999円
239,999円
259,999円
279,999円
299,999円
319,999円
339,999円
359,999円
379,999円
399,999円

419,999円
439,999円
459,999円
479,999円
499,999円
以上

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％

％
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υ
　
∩
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∩
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つ
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つ
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∩
）
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０
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一反
υ
　
ｌ
■
　
′
■
　
１
■
　
ワ
ｌ
　
α
υ
　
∩
υ

＝^
ｖ
（Ｕ
）
１
■

′́
〓

ハｈ
〉
ヮ
ー

一Ｏ
υ

〈＝
）
１
■

Ｏ^
ｖ
∩バ
〉
ワ
イ

医
υ

′４
ぇ
０
０

つ
ん

ソ^
″
■
■

１
■

＝^
〉

Ｕ^
〉
■
■

％

％

％

％

％

６

３

０

２

つ
乙

０

０

，
“
６

８

8.8%
11.2%
11.1%
10.5%
8.7%
7.1%
5.6%
4.7%
3.6%
2.8%
2.1%
1.6%
1.2%
1.0%
0.6%
0.6%
1.6%

月給の者 :基本給 (月 額)+手当+一‖キ金 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
日給の者 :lL本給 (日 額)× 実労lllll日 数+手当+一時金 (4～ 9月 支給金額の1/6)
時給の者 :基本給 (時給)× 実労llll時間+手当+一時金 (4～ 9月 支給 /F額の1/6)
※非常勤め者は常勤換現iにより算出

図 1平均給与額別にみた介護従事者 (月 給 。日給・時給の者の合計)の構成害」合
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(2)基本給別の介護従事者の構成割合

身骰   をとこ堪雅意齢績識謹隅 轟蘇磨」櫂譜ξ纂艤 忍lなっている。

第 13表 基本給の額別にみた介護従事者の構成割合 (月給の者)

全体 介護職員※ 看護職員
生活相談員・

支援相談員

理学療法士、作集療法士、

言1=聴覚士又は

機能訓練指導員

介顔支援専P]員

平成22年 平成21年 平成22年 平成21年 平成221 平成21年 平成22年 平成214 平成22年 平成21年 平成22年 平成21年
100,Ooo円   未満
100,000円 ～ 119,999円

120,00o円 ～ 139,999円
140,000円 ～ 159,999円
160,000円 ～ 179,999円
180,00o円 ～ 199,999円

200,00o円 ～ 219,999円
220,00o円 ～ 239,999円
240,000円 ～ 259,999円
260,000円 ～ 279,999円

280,00o円 ～ 299,999円
300,000円 ～ 319,999円
320,00o円 ～ 339,999円
340,000円  

～
 359,999円

360,000円 ～ 379,999円
380,000円 ～ 399,999円
400,000円   以上

1.1%

11%
7.8%

20 3%

21.9%

17.3%

11.2%

6.5%

4.8%

2.9,1

1.8%

1 3%

07%
05,お

0.2%

01/1

03%

1 4%

1.4%

9.29イ

21 60/0

22 0%

16 2%

10.2%

61%
4 6%

279`

1 7%

1.2%

0.7%

0 5%

0291

0 1%

03,4

1.3%

1.3%

9.9%

2510%

25.0%

17.4%

93%
4.4%

2.8%

1.4%

0.911

06%
0.3り t

O_2%

0 196

00%
0 1%

1.6%

1.7%

11.6%

26.6%

24.8%

15 7%

8.2%

3.99`

2.7%

1.2ツ

`0 8%

0.6%

0.301

0 2ツ

0 191

0 0り

`0.1%

0.6%

0:3%

0.9%

3 7%

8.9ツ

`14.6ツ i

16 9%

15 10t

13 1%

92サ 1

5.5%

4.5%

2 6%

1.7%

0 8%

0.6%

1.091

0 8%

0.5%

13%
3 9%

101%
15 0%

16 7%

15 4%

12 4%

8.7%

5.1%

3.7%

24%
18%
0.99`

0.511

09%

0 6%

0 5070

1.70/c

9.8%

18 7%

21.80/0

15 7%

9.2%

7 7%

4 7%

33%
2 6%

1.6ッ

`1.0%

04り 1

0.211

0.4ツ

`

0 4%

0.7%

3.0%

10_7%

20 6%

22 2%

13.6%

8.9%

699`

4.5り

`2.9%

2.2ツ 6

18%
0.7%

0.4%

0.1%

04%

0.4%

0.1%

0.5%

1.8%

9.0%

16.7%

20 8%

13.7%

11.4%

82り t

4.7%

4.0ツも

2 5%

1 9%

0 8%

0_5,1

3.0り

`

0 6%

0.2%

0.8%

2.3/c

10.3%

17 5%

19.8%

13 5%

11 6%

6 9%

4.6%

3 0°ll

2 6%

1 8%

0.696

09,1

2.9%

0.5%

0 3%

2 3%

71%
15.5%

17 9%

18.9%

12.3%

8.9%

5 6%

3 5%

2 3%

1.5,t

l.3り

`11%
0 4%

0.7%

07%
0.3%

2.8%

8.5%

16 5%

18 8%

17.5%

10.9%

8 6%

5 310

3.2%

2.3%

1.3%

13り l

O.S%

0.5,6

06%
※訪‖]介ま4員 を含む

第 14表 基本給の額別にみた介護従事者の構成割合 (時給の者 )

全体 介護職員※ 看護職員
生活相談員・
支援相談員

理学僚法士、作業療法士、

言肥聴党士又は

機能」1練指導員

介順支援専r"員

平成22年 平成21年 平成22年 平成 21■ 平成22年 平成21年 平成22有 平成21奮 平成22年 平成21年 平成22年 平成21年
800円    未満
8001」 ]～   899円
900円 ～   999円
000円 ～  1,099円
100円 ～  1,199円

200円  ～  1,299円
300円 ～  1,399円

400円 ～  1,499円

500円  ～  1,999円
000円   以上

44%
191%
15.3%

16.4%

12.5%

112%
10 0%

3.7%

6.7ツ

`0.7%

5.S,1

20.8%

14 811

14.8%

13 1%

12.091

88り 1

4091

53ツイ

0 5%

4.S%

20.2%

16.0,6

16.7%

12.8%

11 1%

9.7%

3.1%

5.3%

0.3%

21.9,1

15.5,1

150ツ

`13.4%

11.9り

`8.5ツ

3.491

3.9%

02%

6 0 5%

4991

50り 1

11 0%

10.7%

13 4%

148り 1

11 7%

25 9サ 1

22り 1

07り6

5 1%

4.7%

121%
100%
151%
140,4

11491

24 8ツム

2.191

3.4ツ

29.0%

31.8171

198%
4 9γl

4.1ツi

O.5り

`4.4ツ

`20,`

0_0%

5 6%

39.2%

23.4%

19.3リム

3.7%

2611

0.2,1

3 8り

`2.2%

0.0%

0.Oll

0991

1.t」ツ
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79ッ t

69,1

8:211

8 1,|
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36 (3,1

03,1

0.6%
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16 601
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7.9%

7.8り 1

15 2%

35.911
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26ツ 1

9:7%

17.Oll

57%
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12 6%

9.3り 6

21.1%

0 0%

3.4%

10.8%

8 7,1

155%
5.1%

21.196
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6 2,6

16.6%

0 0t/1,

図 2
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※訪椰l介護員を含む

基本給 (月 給)の額別にみた介護従事者の構成害J合 図 3
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基本給 (時給)の額別にみた介護従事者の構成割合
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(参 考)平成22年に介護職員処遇改善交付金を申請していない事業所を含めた状況

月給の者 :lL本給 (月 額)+手 当十一時全 (4～ 9月 支給金額の 1/6)
日給の者 :1:本給 (日 額)× 実労 llll日 数+手当+一時金 (4～ 9月 支給 /1‐勾1の 1/6)
時給の者 :基本給 (時給)× 実労 lTll‖キ‖|十手当十一時金 (4～ 9月 支給全衛1の 1/6)

注)非
'I勤

の者は常Ji/1換算により算出

※訪問介誰員を含む

月給の者 :llt本給 (月 額)+手当十一時全 (4～ 9月 支給金額の1/6)
注)非常勤の者は常riyJ換算により算出

※訪問介護員を含む

(参考)第 1表 職種別にみた介護従事者の平均給与額 (月給・日給・時給の者の合計)

介護従事者数
(集計対象数)

平成22年 平成21年
平均給与額
の差
(単位 :円 )

平均年齢
(単位:歳 )

平均勤続
年数
(単位:年 )

平均給与額
(単位:円 )

平均給与額
(単位:円 )

月給・日給・時給の者 40,847 6 1 278,37( 265,38〔 12,990

介護職員※

看護職員

生活相談員・支援相談員

23.27 56

76

255.230 241,350 13,880

6,31 47 6 350,720

311.080

342,040 8,680

4.047 38 7

37 2

7

5

298,820

365,570

332.570

12,260

10,730
理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士又は機能訓練指導員

2,538 376,300

344,000介護支援専門員 4 67〔 46 9 11,430

)介言(従 ]f者の平均給与 に り算出

(参考)第 2表 職種別にみた介護従事者の平均給与額 (月給の者 )
平成22年 平成21年 差

介ll従事者敷
(集 at対象数)

均

齢

■

平

年

¨

平均勤統

年数 鰤嘲̈
平均給与額

(単位 :円 )

介順従事者敗
(集 II対象数 ) 勒剛̈

平均給与額
(単位 :円 ) 鰤師̈

平均給与額

(単位 :円 )

月給の者 34.025 41 6 163 2t19.750 33 58 163 ζl 288,16(, △ 02 ll,59(リ

介護職員※

看護職員

生活相談員・支援相談員

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士又は機能訓練指導員

介護支援専門員

17,964

5,300

3,937

2,322

4,502

40 0

46 9

38 2

6

7

5_

8

163

161 1

168 
´

163 1

163 ′

274,890

370,260

318,100

365,910

342,700

17,617

5,256

3,914

2,316

4,481

261,850

361,080

307,330

354,830

333,650

0.0

△ 08

△ 09

△ 03

△ 02

13,040

9,1811

10,770

11,110

9,050

出



(参考)第 3表 職種別にみた介護従事者の平均給与額 (時給の者 )
平成22年 平成21年 差

介饉従事者数

(集計対象数 )

均

齢

●

平

年

釉
嚇報̈
平

　

‐
鰤輌̈

平均給与額
(単位 :円 )

介饉従事者数
(集計対象数) 鰤輌̈

平均給与額
(単位 :円 )

実労働 平均給与額
(単位 :円 )

時縦)の者 6,019 89 4 223,490 6,341 210,82C △ 1 12,670

護職員※ 88 f 219,940 206,940 ∠ゝ 0 13,000

看護llt員

生活相談員・支援相談員

933 95 7 249,460 966 96 2

122 2

72 7

128 4

243,330

177,850

350,730

267,900

△ 05

△ 57

0.4

6,130

14,040

10,430

1165 191,890

361,160

292,330

113

158

160

理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士又は機能訓練指導員

4

6

73 1

126 3介護支援専門員 ∠ゝ 2 24,430

注 ll1/ の 与額は以下により算出

時給の者 :lll本給 (時給)× 実労llll時間+手当+一時金 (4～ 9月 支給金■1の 1/6)
注)非 11・勤の者は常F力換算により算出
※訪問介護員を含む
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平成 22年介護事業経営概況調査結果の概要 (案 )

調査の概要

(1)目    的 :各々の介護保険施設 。事業所の経営状況を把握することにより
次期介護報鰐‖改定の基礎資料を得ることを目的とする。

2)期   日 :平成 22年 7月 1日
3)調 査 1「 項 :平成 21年 (度)における収入 。支出の状況
4)調査客体数 :約 10, 000施 設Ⅲl「業所 (抽出率 :約 7%)
5)留 意 J「 項 :本概況調査はサンプル数を限定した調査であるため、有効回答

数の少ないサービスについては、集計結身とに ll13々 のデータが大

きく影響している可能性があることに留意が必要。

※ 最子紬勺には平成 23年 4月 に実施を予定している介 :`'|「共経営実:メilノ1111(1り‖査対
%こ :約 33, 000カ 1:li貸・ ti「 れ所 (抽出■::約 20%)、 秋に公表 J]′′定)を分析
した上で結Лtを :IIく ことが高当c

客イト放

(A)

有 /11

回 (1ルt

(B)

有効回 411i

(3)/(A)

介
"ι
た人絆∴れ1施設 1,577 98〔 ; 62.51%

介
“
ιヒ人イlt`I施 |,t 968 ′187 5().(;%

介「ιり11 itJ世
「

り11施設 (病院) 227 72 31.794

1,0イ18 431〕 11131%)

訪 1出」介 1湾 1,3(,6 44.1 325(‰

iち |lllヌ、7絆チII“ 263 り
“ 45.6りる

訪 |lll Fi‖ t 161 50 311%
油りi介 it 1,306 637 48.8り4

∴どクJIサ i:klttI1111り「介
“
ι ９

“
９
“ 61) 30 1(‰

"1所

リハビリテーション 251 74 29.5%

111切 入り「生7占介 :“ 22(; 80 354%
|||′ こ力
｀
1じりご|′〔 1,612 194 12(〕%

lli hL用 ケL(l li 150 38 25.3%

」、川1111多機ittJl居 宅介
"` 264 152 57.6%

41定方L設入騰者生活介 I隻 (有料老人ホーム) 198 19 96%)



3.調 査の主な結果の概要
・ 介護老人福祉施設では、利用者 1人あたり (1日 あたり)の収入は約 12,
500円 く利用者 1人あたり (1日 あたり)の支出は約 11, 100円 となっ
てお り、収支差率は 1■二_7%と なっている。

介護老人保健施設では、和l用者 1人あたり (1日 あたり)の収入は約 13,
800円 、利用者 1人あたり (1日 あたり)の支出は約 13,000円 となっ
てお り、収支差率は 5.7%と なっている。

認知症対応型共同生活介護では、利用者 1人あたり(1日 あたり)の収入は約
12, 000円 、利用者 1人あたり (1日 あたり)の支出は約 10,400円
となつてお り、収支差率は 13.0%と なっている。

訪問介護では、訪問 1回 あた りの収入は約 4, loo円 、訪問 1回あた りの
支出は約 4, 000円 となってお り、収支差率は 2.4%と なっている。

通所介護では、利用者 1人 1回あた りの収入は約 9,800円 、利用者 1人
1回 あた りの支出は約 9,00o円 となってお り、収支差率は 8.4%と なっ
ている。

居宅介護支援では、実利用者 1人あたりの収入は約 14,600円 、実利用
者 1人あた りの支出は約 15,300円 となってお り、収支差率は△ 5.3%
となっている。

小規模多機能型居宅介誰では、定員 1人あたり (lヶ 月あたり)の収入は約
169, 100円 、定員 1人あたり (lヶ 月あたり)の支出は約 161, 60
0円 となっており、収支差率は4.4%と なっている。



平成22年介護事業経営概況調査結果について

※ 1:訪問 1回 あたり ':12:利 用者 1人 1回 あた り ※ 3:鴬 利用者 1人あた り ■ 4:定員1人 あた り (lヶ 月あた り)
※ 5:訪間看護 (ス テーション)については、医庁機関と併設 している事

=所
が有i当 衰あること、健緊保臓の訪間言言ても実施 していることに留意。

※ 6:通所 リハビリテーションについては、介護老人保健電設やEす lt円 が実tす ることに留意。
※ 7:居宅介護支 |モ 事t計については、他のサービス事 t所 と

'1設

している事
=所
が相当tあ ることに留意。

※ 8:収入に占める 「保 F=午卜の利用 +lJの 割合が 40%を 通えている。
注 :サービス名に

「
※Jの ちるサTビ 不については、集計電設責が少数であり、1:計結果に11々 のデータが大きく影■ している可能性がかるため球者蜂lly_

各サービスの状況について

集計施設欺
やl甲音 1ヽ キ‐た 1,1■

'

(1日
'.た

:‐ )

刊用者 lk■ ti t出
.1日 |)た ,

菫ミ入に対十る
措与費1',割 合

収支姜車

弁護者ノ、福祉施設 12,162円 11.123円 564% 107%

介護老 人保健施設 13,750円 12,972円 543% 57%

※ fr護療養型医療施設(病院 ) 18.151円 16,081円 5649る 114%

認知症対応型共同生活午護
(介護予防を含む )

12,()07円 10,447円 529°/0 130%

訪間チ,護
(か護予防を含む)

444 究H併]□ 4,o2rE l-l 705% 24%

訪問入浴介言饉
(介護予防を含む)

120 13,5seH l-l 12,729tr rI 739% 63%

※爾纂轟L曹葛言
ヨレ'    ‐5 8,1)57frl |Tl 8,4188 lr 776% 60%

通所 fr護

(介護予防を含む)
Q出 5円

□ 岬 □ 552% 84%

※詠理諄響ザξF介
護      ‐̂ ″t%円

□
2`田円

□
696°/。 01%

※屏Ъ当誠製呉」
シ→

Q認り円 □ %"0円 □ 588% 27%

※雛 警 11,676円 11,753円 5979る △07%

居宅弁護支援 И邸 知
□

bβν円
□

806% △53%

※漏穏Ⅳ諄翼:む ) 16,052円 13,37`)円 339% 166%

小規模多機能型居宅↑護
(介護予防を含む)

152 tr;e.ile7Frl | ,; 
I

161,f05tr lTl 598% 4.4%

※麻冨雪話聾翼野
活介護     ‐ 12,o32円 12.232円 429% 24%

.:.′  「=



(参考)過去の調査結果
平成19年概況調査 平20年実態調査

収入に対する給与費の割合 収支差率 収入|二対する給与費の割合 収支差率

介護老入福祉施設 60.796 4.4% 60.8% 3.4%

介護老人保健施設 53.196 4.3% 53.6% 7.3%

介護療養型医療施設(病院) 60.1% 5.0% 59.2% 32%

認知症対応型共同生活介護
(介護予防を含む)

59.4% 7.7% 57.8% 9.70/0

訪間介護

(介護予防を含む )
82.8% 3.3% 81.5% 07%

訪間入浴介護

(介護予防を含む)
81.0'あ △3.5% 781% 1.5%

訪問看護 (ステーシヨン)

(介護予防を含む)
86.2,6 △3.4% 794% 2.7%

通所介護

(介護予防を含む)
64.196 5.7りる 60.7% 7.3%

認知症対応型通所介護
(介護予防を含む)

70.3% △3396 69.0% 2.70/0

通所 リハ ビリテーション

(介護予防を含む)
620'6 1.6% 63.1% 12,696円

短期入所生活介護

(介護予防を含む)
65.9'6 △1.8% 59.2% 7.0%

居宅介護支援 10049あ △158% 99.40/0 △17.0%

陽7」L用具賃与

(介護予防を含む)
38_7% 31% 49.69る 1.8%

Jヽ規模多機能型居モ′)識

介護予防を含む)
72.39る △18.5% 72.7% △80%

特定施設入居者生活介護

(介護予防を含む)
46.S'6 △0.3% 48.7% 4.4%
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平成22年介護事業経営概況調査結果の概況(案 )



○ 調査概要
目   的

期    日

調査客体数

調 査 事 項

抽 出 方 法

留 意 事 項

調査の概要

各々の介護保険施設・事業所の経営状況を把握することにより次期介護報酬‖改定の基
礎資料を得ることを目的とする。

平成22年 7月 1日

約10,000施設・事業所 (抽出率 :約 7%)

収入の状況、支出の状況、資産・負債の状況、職員人件費の状況 等

調査対象サー ビスごとに、 1/4～ 1/60で設定

平成22年の介護事業経営概況調査は決算額による調査に変更等の調査手法の見直しを
行つているため、従前の調査とは手法が異なっていることに留意。
(従来は各年 9月 中の収支の状況を把握等)

○ 回収状況

サービ不種類
客体数

(A)

有効回答数

(B)

有効回答率
.(B)/1Al

介護老人 llilttL施設 ■,577 986 62.5%

介護老人保健施設 963 487 50.6%

※ 介護療養型医療施設 (病院) 227 72 31.7%

認知症対応型共同生活介護 1,048 433 41.39る

訪問介護 1,366 444 32.5%

訪問入浴介護 263 120 45.6%

※ 訪問看護 161 50 31.1%

通所介護 1,306 637 48.8%

※ 認知症対応型通所介護 229 69 30.1%

※ 通所リハビリテーション １
■
に
υ
２ 74 29.5%

※ 短期入所生活介護 226 80 35.4%

居宅介護支援 1,612 194 12.0%

※ 福ねL用具貸与 150 38 25.3°/。

小規模多機能型居宅介護 264 152 57.6%

※41署緯諺食黒菫安F介
護

198 19 9.6%

注 :サービス名に「※」のあるサービスについては、集計施設数が少数であり、集計結果に個々
のデータが大きく影響している可能性があるため参考数値。



※ 比率は収入に対する割合

※ 平成22年の延べ利用者数は「実利用者数×30」で算出している

31利用者1人当たり収入
32利 用者1人当たり支出
33常勤換算職員¬人当たり給与
34看護 介護職員(常勤換算)1人当たり給与

常勤換算職員1人当たり利用者数
看護 ,介護職員(常勤換算)1人 当たり利用者数

11,195円

10,048円
326,844円

307,971円

17人
23人

11.536Fヨ

11,027Fヨ

332,954円
312,904円

16人
20人

12,462円

11,123円
310,470円

294,027円

15人
20メ、

10,967円

10,591円

332,948円

315,891円

17人
23人

1

平成 16年 平成 19年調査 平月 22年調査 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 (1)介護料収入
千円

23564
千 円

24,6171

千円

25,069

265
1.194
-34

18,

千円

20741
(2)保険外の利用料 174 4,8901~ 8983
(3)補助金収入 272

―
_

4)国庫補助金等特別横立金取崩額 1 13511
ソフri贅辛減剛 食 疋

"政
2

6)介護 lm員 処 遇改善 交付 金
旦 介護事業費用 1り給与費 14,040 580% 18,39b 607% 14,427  5649

2,311  909
6.888  2699

15237 b06%
、ёtD U 2.94 2386

りでの12

1ぅち番託警

6,b2/1 269% 8,667

2088
286% 7,366

1558
294%

1 62%
Ш 介護事業外収益 1)借入 金補助 金収入 1841 114
V介 護事業 (1)借 入金利息 258 296 2631
V 尺 (1)本部費繰入
llX人 ∪ =1-1(4,十 Ш 24224 30326

一
螂

Zb,b961

22,8451

27511 107,

25,059
,z1100又田 ∪ =■ +lV tt V-1(4リ

1020/

28,987

1.339差引 ③ =①―② 2.481

施設数 986

18

19
半 羽 疋 員

動 西一―――
――― ― ― ― ―一

常勤換算職員数(常効率)   ~~   ~
看護・芥護職員ぎ勤換算数(常勤率)~~~~

736メ、
2,1630メ、

一

― 一

2,6288メ、

704メ、
2,0539人 *
465人 828%
353メ、 843%

7A R人

2,849人
~:鶉

瓢 硼 ¨
3,7人 1865%

1

常 准看護師
勤務護穐祉壬

~

職

407,179円
350,807円

333,428円

288448円

433,787円
377,339円
335,082円
297.296円

419,435円

359,004円

321,873円

300,783円

453,236円
362,652円
340,464円
290289円

.

沐§[霙
~ 281,894円

250,495円
195,911円

213,794円

342,079円
331,786円
218,222円
243476円

269,147円

251,105円

201,968円

193042円

344,956円

301,046円

276,598円

219350円

介護老人福祉施設収支差率分布

25000

200,:

150%

100070

5016

00° 0

～-200/o   ～ 150/0   ～ 100/6 ～ 10% ～150/0 ～20%



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

1

1

2

2

2

2

2

2

2

2

2

※ 比率は収入に対する割合

※ 平成22年の延べ利用者数|ま「実利用者数×30」で算出している

31利 用者1人 当たり1又入
32利用者1人 当たり支出
33常動換算職員 1人当たり給与
34看護 介護職員(常動換算)1人当たり給与

35常勤換算職員1人当たり利用者数
36看護 介護職員(常勤換算)1人当たり利用者数

12,615円

11,275円

317,624円
292,029円

18人
23メ、

12,730円

12,186円

345,829円

315.562円

13,750円

12,972円

327.392円

299,305円

16人
21人

12,251円

11,357円

339,646円

307,932円

18人
24人

人

人

2
16年調 平 成 19年 調 査 平成22年 (参考)平成20年実態調査

介護事業収益 (1)介護料収入

千円

33,0931

千円

31,3481

千円

34.2021

-61

153

千円

27,2971

2)保 険外の利用料 1,340 7.562 6011

3)補助金収入

4)国 口こ補助金等特別積立金取崩額

5)介 護報酬査定減 -1

6)介護1詭員処遇改善交付金 ―|

Ⅱ 介護事業費用 1)給与費 17,3381 504% 20.652 18,612 5437

2,2511 66,

10,5951309%

17853. 536%

2)減価償却費 2,3091  67% 2761 う,面」「れ
9,505T2品

'

~面
3~~了 9'

(3)その他 10068 293% 12865 331%

|うち委託費 3,343. 97% 4.616 11991

Ⅲ 介護事業外収益 (1)借入金補助金収入

Ⅳ 介護事業外費用 (1)借 入金利息 1,042 9671

V特 別損失 (1)本部費繰入

収入 ①=I― I(4)+Ⅲ
支出 ②=Ⅱ 十Ⅳ+V― I(4)
差引 ③=①―②

34,414

30,757

3.6571 106%

38,909

37.244

1664

34.2981

32,356

1,942  57リ

33,286

30,857

2429 73勁

施設数 487 208

平均定員

延べ利用者数

常勤換算職員数(常効率 )

看護・介護職員常勤換算数(常勤率)

_ _9q.2.4
2J?9,9!:

52.5^ 93.2y0

s9.t /\l g+ 5%

1079メ、

3.0564メ、

1吾丼器密

91 1メ、

2,4943人  *

568人 87991

426ノ '`889%

924メ、

2,7171人

512人 929,6

381人 938%
常勤喚算1人当たり給与

看護自T

常 准看護師

勤不熙 IL~~~  =
介護職員

430,870円

339,034円

290,315円

241,641円

471,901円

372,629円

308,998円

270.577円

409,683円

343,618円

290,022円

2891891円

457,884円

358,386円

299,732円

253,725円

ヨ仁|』ξ―:
277,807円

282,426円

208,171円

192.983円

329,528円

293,218円

208,584円

195,674円

226.619円

234,577円

183.659円

179,413円

348,437円

296,729円

230,345円

207,324円

介護老人保健施設収支差率分布

250%

200%

150',

100・・

50':

00'1

55':61%



3

平成 16年 平成 19年ヨ 22年調査 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 1 介護料収入

千円

40.446
fE

32,835
千円

39.480,

-3671

74

千円

318481
2 保 険外 の利 用 料 1,664 5,7571 487
補助金収入

4 国庫補助金等特別私立金取崩額

6
介護報酬査定減

介護職員処遇改善交付金

-27 ・
２ ８

一

-17

L介 護事業費用
一ω

)給与費

)減価償却費

24.576

2,026

13,595

584%
48%
1323%

23,189

1,462

11,449
,R,Q

601%
380/

297%

22,089 564ツ

1,493 389(
10248 2629

21,392
142q
b92%
40鉱

(3)その他

|うち委託費
11■ 60 n,o%

3465 85% , 975 8,%
皿 介護事業外 (1)借 入金補助金収ヌ ―|

Ⅳ 介護事業外費用 (1)借入金利忠 624
V特 別損失 1)本部 費繰 入

収入 k1/=1-1(4,十 11
支出            ~~~T ~ ~~

42,083

40820
38 bb4 39`188

34,718

44691114%

36,158
8499636,617

差 弓l③ =(1) ② 1263 1947 500/n 1163 32%
厖設 数

※ 比率は収入に対する11合

※ 平成22年の延べ利用者数は「実利用者数×30」で算出している

31利用者1人当たり収入
32利用者1人当たり支出
33常勤換算職員1人 当たり給与
34看護・介護職員(常勤換算)1人 当たり給与

35常勤換算1哉員1人当たり利用者数
36看護 介護職員(常勤換算)1人 当たり利用者数

16,727円          18,330円          18,151円          16,471円
16,225円          17,405円          16,081円          15,942円
379,335円       383,556円       408,375円       421,503円
301,755円       295,558円      329.098円       309,888円

14人
19ノ人ヽ

12人
18人

14人
20ノ｀

11人
19人

半均足員

延べ利肩者薮
~~~~ ~~~~~―――   ―丁

常断頂動 員数で1褻肩覇丁
~

看護碗 職頁常動1奥輌 こ「疑孫両  ~   ~

866ノ｀

2.5159ノ｀

774メ、
2,1038メ、

ユLL墨 12■ 9%
398メ、 936%

739メ、
2.1590メ、*

541人 897ッ
373人 91動

732
2195,人

♀鍛脇
~~~1:F霊

ミ I:♀ 18

扇 1人 当 た

看護 Eal

常 准看護師
勤
‐
介護福柾F~

407,668F]
354,257円

270,183円

246165円

384,582円
362,089円
258,325円
239414円

44/.349円

363.536円

322,527円

285,478円

422,738円
349,118円

276,844円

253720円

一師
一社
一き

師
護

福
・職

護
．看

護

護

看
准
一介
一介

非
常
勤

320,793円

256,023円

225,923円

177898円

291,731Fヨ

318,890円
188,524円

176.274円

291.504円

247,434円

162,471円

191263円

343,685円

289,757円

207,867円

217438円



18

19

20
21

※ 比率は収入に対する割合

※ 平成22年の延べ利用者数はI実利用者数×30」で算出している

31利用者1人当たり収入
32利用者1人当たり支出
33常勤換算職員¬人当たり給与
34看護 介護職員(常動換算)1人当たり給与

35常動換算職員1人当たり利用者数
36看護 介護職員(常勤換算)1人当たり利用者数

11,550円

10,549円

216,610円
209,852円

12人
14ノ k、

11,983円

11,055円

243,550円

233,904円

12人
13メ、

12,007円

10,447円

234,831円

221.274円

12人
13人

12,626円

11,398円

245,657円

232,370円

12人
13ノ｀

4

平成 16年調査 平成19年調査 平成22年調査 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 1)介護料収入
千円

3,792

千円

4.2931

1.274

23

千円

4、 139
2)保険 外 の利用 料 1,064 1.136
3)補助 金 収 入 34 1

4 国庫袖助金等特別積立金取崩額 4 35
‐29

47

5 介護報酬査定減 0 0
6 介護職員処遇改善交付金

ユ 介設争票費用 (1,給与賞

(2)減 1面償却費

21755

263
1573,
「
   5 5,

2,927

258
i5e4%
| 5.2y0

219/0.529,(

282  50%
1.528‐ 272,(

3.171

266
1578%
1 49%

i3)その他 1 289 268, 1 253 254% 1429 261%
|うち委託費 8

Ⅲ 介護事業外 (1)借 入金補助金収ヌ R

Ⅳ 介護事業タトロ 1)借入金Xll忠 7

V特 別損失 (1)本部lri繰入 0 /81

収 人 ∪ =1二 1(4り 十 皿 4,6Ub 4,926 b,61/:

4,887
730‐ 13091

b48[
支出 ②=二 十Ⅳ+V― I(4)

879
4.545

77%
4,951

534差弓l r3D=の 一②

と数 433

平均定員
延べ利用者数
常勤換算職員数(常勤率)

看護 介護lll員常勤換算数(常勤率)

145メ、

4161メ、

―

~閻

152人
4111人
T¨ 画~1硬
戻雨爾

147メ、
4678メ、*

126メ、779シ

111人 765ツ

155ノ｀
4344ノ｀

瓢
常 算 1人 当たり給

看護師

准看護師

介護福祉士

常

勤

242,469円
206,516円
254,184円
208822円

300,710円

310,167円

284,471円

229:301円

311.638円

228,046円
252,078円
234412円

332,088円
264,615円
280,949円
219,970円

富[§ ::]圭二F・「丁_  _
194,451円
1301868円
127,737円
175.535円

238,174円
147,162円

219,492円

196973円

208,659円
181`890円

149,961円

174.055円

267.355円
198,866円

209,330円
201567円

認知症対応型共同生活介護収支差率分布

300%

25000

200%

150%

100'i

50%

00%

90%   92%       92% 99:°    92% 97%  日 95':

～20%   ～25%  250/0～



5

平成16年調査 平成19年調査 平成22年調査 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 (¬ )介護料収入
千円

3,5031
千円

33871
千円

2.6521

51

17

1

-59

30

千円

2524
ノ,保険 外 の利 用料

2

01

ノ国川If用 助 釜寺 特 労り槙 立 金 収 朋 彼
上 2

Υ供旧田」■′こ

"収
bり 介 晟 職 員処 遇 改善 交 付金

Ⅱ 介護事業費用 1)給与 rri o,0321 841% 2,8031 828% 1,8991 705ツ

24  09,1
646  240%

ソ〔〕bU1 81 hツ
2)減価償却費

3)そ の他

|うち季話番

~~~蔦
才雨前 ―W璃 znl' lRoけ
261 07% 1% ¬

‐
― ―

=;|;t

IIl 介護事業外収益 (1)借 入金補助金収入 1 0 4 1

Ⅳ 介護事業外費用 (1)借入金利息
V 失 1)本部 贅繰 入

4
収入 ∪=1-1(4り 十11
支出 ②=Ⅱ +Ⅳ +V I(4)~~~~~

3,6031 二弓鮮群二
2.b93

2.6301

64   24%

∠,bZじ |
2,51113.5481

bb1  lb% 1111  33% 1 07%
地 誠 叡 440 224 444 1,730
17

18

19

20

24

25

29

30

※ 比率は収入に対する書1合

31訪問1回 当たり収入
32訪問1回当たり支出
33常勤換算職員¬人当たり給与
34介設職員(常勤換算)1人当たり給与
35訪問介護員常勤換算1人 当たり訪問回数

3,881円

3,822円

232,748円
229,282円

817回

3,546円

3,430円

223,259円

221,060円

779回

4,119円

4,021円

213,483円
204.121円
825回  *

3,485円

3,462円

231,665円
225,099円

937回

41

42
43
43

44
45

延べ訪問回数           ~丁
~

常勤1集算職員数で常効率)~~~~~~~~
介護職員常勤換算数(常勤率)―

~~~ ~~
9284巨 9552回

三平 硼
6540回
89人  458%
79人 14119`

5同
124人
11 3ノ｀

422ツ

381%

~86人
142面

爾 408%
宮 刀理墨 !△当ζり綺与       _
介護福祉士

介護職員

常

動

257,581円

217,660円

245,329円

214,019円

249,775円

224,527円

264:107円

223.124円

輩↑菫福性■    _    ___
勘 介護職員

212,460円

227,704円

219,688円

211,317円

200,948円

189.904円

230,476円

212,046円

延べ訪間回数
身体介護

身体 生活
生活援助

通院  ~   ~ ~
言十

士理璧囲
9284回 |

嘲一割一Ⅷ一

Ｉ

Ｆ

‐

回

回

回

回

日

２４ ３ ６

一
２５ ５ ‐

一
２ ６ ７ ２

一
２４ ９

一７ ９ ０ ８

2230巨] 406%
1406[コ 1 256%

1671回 1304%
188回 |
5495回

2498回 1 399%

婁:1響
延べ訪問時間        ~
身体介護
レ体T生活
~~~~~T―――・ T  ~~~

_生活務助  ~  ~      ~ ~
評  ~ ~~~~~ ~  ~~― ―

255時間
427時間
573時間
1254時間

203ツ

340%
4570/屏脚

194時間1317%
213時間 349%
204時間‐334%
611時 FBn l

二_201時間に289%

三_葬
[詈鱚

予防サニビス              ~~
延べ訪間回数(対介護サービス比)
延ス訪問時間T~~ ~~~~~~~― ― _曇 45回 [172%

229時間 1691キ FBl
迎 咽 地
170時 FBn i

281%
訪問介護1文支差率分布

300,`

250,:

200':

150'1

10000

50'6

0000

『

魃

”２５％
～-5%



14

15

16

17

※ 比率は収入に対する審1合

31訪問1回当たり収入
32訪間1回当たり支出
33常動換算職員1人当たり給与
34看護・介護職員(常勤換算)1人当たり給与

35常勤換算職員1人当たり延べ訪間回数
36看護 介護職員(常勤換算)1人当たり利用者数

12,786円

12,587円

253,961円

248,479円

255回
280回

12,864円

13,308円

243,425円
242,421円

274回
306回

13.589円

12,729円

258,924円

252,365円

258回
292回

12,376円

12,191円

262,793円

255,137円

278回
309回

6

平成 16年調査 平成 19年 平成22年調査 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 1)介護料収入

千円

1,6451

千円

1,8391
千円

2.097

10

5

8

-0

11   _

千円

17071
(2)保険外の利用料 Ol

―

―
百「
―――

3)禰助 金収 入 0
4)国庫補助金等特別積立金取崩額 3 0
5 介護報酬査定減

介護1哉員処遇改善交付金

■ 介護事業費用 り給与貨

2)減価償却費
早洲

812γ

25ツ

1,489

42
810%
23%

1,b/3 739,,

191 09ツ

3781 178)

1,333

35

781%

210/

3)その他 233 139071 197% 1781/

うち碁
=千

響 5

Ⅲ 介護事業外収益 1)借入金補助金収入 41

lV 介 (1)借入金利息 71
1

V 特別損失 (1)本部贅繰入 1,

収入 ①=lTl(4)十 11
支出 ②=Ⅱ +Ⅳ +V― I(4)

|,0//

1,651

,∩ 1 60/

1,839

1,902
-64 -35%

2.1281

1,9931

135 63)

‐

，

ノ０ ７

一
‐

，

６ ８ ２

一
２ ５姜 RI∩ =∩ 一 の

厖 設 120

半 期 足 員

延べ利用者数    ‐
常勤換算職員数(常勤率)

1312回
51人
47メ、

696%
6730/1

1429回

■珊 硼
1566回
61人 637%
54ノに 596%

1380回
―
¨ 爾~==雨
疋]¬憂雨雨

常勤 1
ι

常 准看護師
勤 介設福祉士

介護職員

280.212円

269,858円

271,569円

243706円

261,711円
244,943円
269,150円
242915円

331,132円

288,113円

286,228円

251.269円

314,369円

292,943円

282,10o円

245,730円

ζ[言[歩ニゴ
297,248円

246,480円

: 208,o50円
200505円

279,472円
234,517円
194,721円

203,787円

280,185円

237,753円

184,079円

215119円

253,602円

248,538円

219,766円

212,891円

訪間入浴介護収支差率分布

450%

400%

35000

30000

250%

2010%

150,t

100'6

50%

00%

～20% ～25%   25%～



7 ステー :

1

2

5

7

9

1

2

3

4

5

7

平成 16年調 平 成 19年調 杏 22年調査 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 1)介護料収入

千円 .

生9土_
千円 千円

2,787

23

-44

千円

19931
2)保険 外 の利用料 11 41

3)介護報酬査定減 -61

Ⅱ 介護事業費用 1)給与費 1641 74996 862% 2,145‐  776ツ

32  12%
384‐  1390/

1582 794%
2)減 1面償却費 17% 9 05% 11%
3)そ の他 275 125% 165% 167%
|うち委託費 09% 11% 07%

Ⅲ 介護事業外収益 (1)借入金補助金収入 0
Ⅳ 介護事業外費用 (1)僣 入金利息 3 3
V特別損失 (1)本部費繰入

収入 ①=I+皿 2,1911

1,964

227

1 787 2,766

2.599

166   60%

1992
支出 ②=Ⅱ +Ⅳ +V
差引 ③三①一② 1049`

1 847 1938
6 -34% 27%

施設数 288
※ 比率は収入に対する割合

18

19

20

2

2

2

2

2

2

31訪問1回当たり収入

32訪問1回 当たり支出

33常勤換算職員1人 当たり給与

34看護職員(常勤1奥算)1人当たり給与

35常勤換算職員1人 当たり延べ訪問回数

36看護職員(常勤1輿算)1人当たり延べ訪問回数

8,646円

7,748円

385,739円

386,414円

482回

659回

8,008円

8,280円

418,702円

420,891円

453回

645回

8.957円

8.418円

332.622円

315,990円

468回

685回

8,208円

7,987円

379,712円

369,669円

629回

904回

延べ訪間回数

延べ訪問時間

常動換算職員数(常勤率)

看護職員常勤換算数(常効率)

2534回

2347時間
T硫
研鯛

4?,1P
194 3Hr4

4 9 )._I l3lo/t
3.5/.I 68.39i

3088回

65メ」 624%

45メ、 630%

2427回

2169時 間

~~27奸ξ:f
常動換算1人 当たり給与

看護師

准看護師

理学療法士

作業療法士

常

勤

418,103円

329,269円

332,520円

400,141円

449,504円

393,581円

525,148円

383,890円

370,802円

201.072円

298.542円 *

412,271円

312,475円

408,977円

385,108円

看護師

准看護師

理学療法士

作業療法士

非
常
勤

356,260円

253,048円

544,503円

320,250円

382.895円

296,230円

542,106円

218,859円

224,205円

253,056円

384、 409円  *

305,112円

279,034円

4281135円

447.843円

タ ＡＢ



12

13

14

15

16

17

※ 比率は収入に対する割合

利用者1回 当たり収入

利用者1回 当たり支出

常勤換算職員¬人当たり給与

看護・介護職員(常勤換算)1人 当たり給与 .

常勤換算職員1人当たり延べ利用者数
看護・介護職員(常勤換算)1人当たり利用者数

8,733円

7,966円

250,124円

245,926円

492メ、
677メ、

9,163円

8.645円
246,358円

239,963円

442メ、
652メ、

9,305円

8,981円
239,733円
220,511円

443人
639メ、

9,404円

8,718円

261,402円
246,781円

466ノ｀

‐659メ、

8 (

平成 16年 成 19年調査 平成22年 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 1)介護料収入

千 円

4,5521
刊
００２

千円

3,986.

193
32

80
-34

24

千 円

38401
2)保険外の利用料 2751 2691
3 補助金収入 4 191
4

5

国庫補助金等特別積立金取崩額

介護報酬査定減

12
_り

|

| 二」 |■ 一
生
・ｏｌ一介護職員処遇改善交付金 ― |

■ 介誰事業費用 給与資

減価償却費
型 :522%

_228148%

「

~硼 2.389 bb2%
245  58%
1,252 295,t
申 ―Ⅷ

3 その他

|うち委託資

1 118: 235% _1,083空 %

2131 50%
1099 ,661/h

2031 439f

皿 介 護 事 業 , 1)借入 金補助 金収ス ∩ |

Ⅳ 介護事業タト費用 1 借入金利息

V特 別損失 (1)本部費繰入 01 3

収 入 ∪ =1~1(4ノ 十 Щ 4766 4291 4,237

3,881

3561 84%

4 13bl
支出 ②=Ⅱ 十Ⅳ+V一 I(4) 4,3471 4,0491 3   8 3 3  1    ~

差弓|○ =① -621 4191 88et
'43157%

302T万而
施設数

延ベネリ用者数

常勤換算職員数(常動率 )

看護 介護職員常動換算数(常動率 )

5458メ、 4683メ、

二
鶉

4322メ、
97ノ  `647%
68ノ  `604%

4397ノ(

「 「
‐
薯要畑需要評―考掛酬

冨 勤 子 算 1人 当たり給与

常

勤

看護師
准看護師
介護福祉士

介護職員

300,299円

285,385円

286,029円

237477円

332.693円

303,228円

279,954円

212751円

307.947円

276.157円
265,219円

237536円

321,745円
285,565円

287,805円

233913円

デ§|●三
=~_:

255.624円

218,924円
201,035円
207459円

306.725円

247.394円

219,787円

194.528円

231,386円
208,812円
171,773円

168401円

272,269円

261,624円

219,676円

199379円

通所介護収支差率分布

300%

250%

20096

150%

100%

50':

00%
～-5% ～159る ～20%  ～25%  25%～



9 (

1

平成 16年調査 平成 19` 平成22年調査 (参考)平成20年実態調査

介護事業収益 1 介護料収入

千 円

―

|

千円

1916
千円

2,116

98

44

17

-1

29

千円

2.091

保険外の利用料
| 103

3 補助金収入 9

国l■補助金等特別積立金取崩額 __  J__
5 介護報酬査定減 0
介護職員処遇改善交付金

Ⅱ 介護事業費用 給与費 1420 7030/0 1.597 696%

116  50シ

526  2299

1537 6910シ
2)減 ll償却費 __ _4■ _

~ ~~|  ~

3)その他

|うち委託百
~~~ 587

112

290%

56%
1ツ

262
Ш 介護事業外収益 (1)借入金補助金収入

3

4

7

Ⅳ 介護事業外費用 (1)借入金利忠 1

V特 (1)本部費繰入 71

収入

支出

差引

① =I― I(4)+lll
②=五 十Ⅳ+V― I(4)
③=①―②

2,o21

2.086

-66 -33%

2,2961

2,293

2   ol

2,228

2,168

60 27%
施設数

1

※ 上ヒ率は1又入に文寸する害J合

31利用者1回当たり収入

32利用者1回当たり支出

33常勤換算職員1人 当たり給与
34看護・介護職員(常勤換算)1人当たり給与

35常勤換算職員1人 当たり延べ利用者数
36看護・介護職員(常勤換算)1人 当たり延べ利用者数

12,069円

12,463円

214,217円

190,968円

276メ、

419メ、

12,696円

12.683円

253,724円

219,467円

287メ、

453人

12,065円

11,742円

266,636円

241,669円

329ノ人ヽ

484メ、

延べ利用者数

常勤換算職員数(常勤率)

看護 介護職員常勤換算数(常効率)

Ｔ
，
‘
‘
‐
一
‐

1674メ、

鋼嘲
1808ノ｀

63人 631,6

40ノ  `521%

1846メ、

三I嚢驀:輝
常勤

3

8

9

0

換算 1人当たり給与

看護師

常 准看護師

勤 介護福祉士     ~~
介護職員

246,384円

259,810円

209,047円

183,410円

320.069F]

292,974円

260,261円

234,640円

292,076円

288,589円

283,672円

224,419円

富霧趾―
介護職員

205,003円

225,924円

159,278円

174,224円

216,734F弓

163,038円

146.379円

183,391円

282,719円

219,627円

225,029円

200,193円



37利用者1回当たり収入
38利用者1回当たり支出
39常勤換算職員1人当たり給与
40看護・介護職員(常勤
41 0T PT ST(常勤換算)1人あたり給与

42常勤換算職員1人当たり延べ利用者数
43看護・介護職員(常勤
44 0T PT,ST(常勤換算)1人あたり延べ利用者数

9,782円

7,935円

320,558円

253,225円

398,280円

556人
769メ、
5956メ、

11,007円

10,833円

328,392円

277,236円

422,951円

476ノ｀

677メ、

4488メ、

9.549円

9,290円

302.396円

232.372円

376.635円

538人
765人
3796メ、

9,718円

9,276円

339,570円

262.924円

396,085円

482メ、
69:5ノ人ヽ

4126ノ｀

(参考)平成20年 実rLL調 査

I 介護事業収益 (1)介護料収入

(2)保険外の利用料

4)介護報酬査定減

(5)介護 1餃員処

314‐  48%
1,868‐  235%

支出 ②=Ⅱ +Ⅳ+V
10471 18

比率は収入に対する割合

延べ利用者数

常動換算職員数(常勤率)~         ~
看護 芥護Ila員常勤換算数で常勤率) ~~ ~~
OT・ PT・ ST常勤換算数(常勤率)

5671メ、

鐵
5708ノ
′ 120ノ

84ノ
一翻一痢

6857ノ｀
127メ、 753%
90人  718%
18人 8699`

6186人

一

コ

雫 需 平 専 辛~~~10人
845% 855, ¬ 鶉 、

常 動 1 ノ入、

右護師         、
准看護師

島
4雷[菖重∵丁・
―‐~~I

作業療法士

一士

365,665円

303.348円

271,804円

226,008円

401,606円
361,411円

272863円

430,078円
364,026円

301,933円

266,930円

427.512円
409,554円
333.700円

387,767円
349,529円
292,553円
247.858円

388,971円

400,166円
318,894円

282,882円

237,315円

398,219円

365,606円

374725円
看言隻自雨
准看護師

,F介護福祉士
常 介護職員
勤理学療法壬
作業療法士
言語Π東営十

240,804円

254,381円

203.319円

188,419円

523,546円

541,588円

324292円

312,813円
318,658円

207,514円

196,672円

594,770円

299,724円

431841円

196,889円

209.027円
180,418円

144,252円

294,659円

285,769円

279,724円

230.500円
199,221円

493,225円

513,684円

373,314円



1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

※ 比率は収入に対する割合

31利用者1人 ¬日当たり収入

32利用者1人 1日 当たり支出
33常勤換算職員1人当たり給与
34看護 介護職員(常勤換算)人当たり給与

35常勤1奥算職員1人当たり延べ利用者数
36看護 介護職員(常勤換算)¬ 人当たり延べ利用者数

11,437円

10,620円

294,176円

282,181円

453ノ｀

572ノ｀

10,569円

10,756円

294,677円

281,126円

404メ、

522メ、

11,676円

11,753円

304,326円

293,773円

437メ、

566ノ｀

10,909円

10,148円

319,288円

299,353円

497メ、

646メ、

平成 16年 コ9年調査 平成22年ヨ (参 考)平成 20年実 lLL調 査

介護事業収益 (1)介護料収入

+FI
+.+o I i

千円

3,4841

千円

3(920

610

22

161

-4

52

千円

3,4301

(2)保険外の利用料 723「
~

657
(3)補助金収入 361

4)国 庫ill助 金等特別積立金取崩額 1501 1451
5)介護報酬査定減

(6)介護1載員処遇改善交付金

L介 護事業費用 給与費 2,770 57707 2,7971 659% 2,756 597%

386  83%
1.508 326%

2,461 592%
2 減価償却費 870/ 375 88%
3 その他 1,119

255

233勁

53勁

1,2251288% 1 169 281%
うち毛託省 3001 百玩 60%

Ⅲ 介護事葺 1)借入 金補 助 金収 入

Ⅳ 介 (1)借 入金利息 11

V l寺 男」搾譴

`夫

(1)本部費繰ヌ

収入 ①=1-I(4)十 Ⅲ 4.800 4.24 4,619

4.649
-31 -07ツ

4,156

70%

支出 ②=Ⅱ +Ⅳ +V― I(4) 4,409 4.32 3,866

290差引 ③=①―② -7 -1 8,

施設数

l

1

21

22

23

24

25

27

28

29

30

平均定員

延べ利用者数

常勤換算職員数(常効率)

看護 介護職員常勤換算数(常勤率)

159メ、

4151メゝ

耶 鶏

235人

4017ノ｀

99人 835%
77ノk 348%

157人

3956メ、

90メ、 801%
70メ、821%

175メ、
|

3809メ、

三靴 喘
常動 換算 1人当たり給

看護師

常 准看護師
勤 介護福祉士

介護職員

364,170円

311,964円

316,232円

262,788円

391,550円

313,558円

289,401円

267.667円

377.092円

340,872円

317.327円

304,994円

412,586円

341,523円

328,467円

272.407円

壼[登[庭
介護職員

265,667円

286,444円

196,321円

208,268円

311,531円

313,359円

247,677円

223.644円

282.658円

223,942円

176,974円

202.160円

322,769円

244,744円

228189円
201.232円



1

2

3

4

5

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

※ 比率は収入に対する
=1合

24実利用者1人当たり収入

25実利用者1人当たり支出

26常勤換算職員¬人当たり給与

27介護支援専門員(常勤換算)1人 当たり給与

28常勤換算職員1人 当たり利用者数

29介護支援専門員(常勤換算)1人 当たり利用者数

8,613円

9,722円

330,021円

382,477円

393ノ｀

413メ、

11,580円

13,414円

307,006円

347,830円

234人

266メ、

14,567円

15,337円

360.537円

385,490円

244ノ｀

260メ、

12,338円

14,441円

329,244円

362,334円

252メ、

269メ、

1

平成 16年 平成 19年調査 22年調査 (参考)平成20年実態調査

介護事業収益 (1)介護料収入

fFl
^-^lHhX I"'"1

fH
qlnl 刊

９‐０
　
．一３
「
・・８

千円

675

(2)保険外の利用料 可

3)trl助金収入 7

4)国庫補助金等特別私立金取崩額 4 6 2

(5)介護報酬査定減 0

Ⅱ 介護事業費用 (1)給与費 845 959% 920 004% 730  806,

26  299

152  167,

9949

210/

150シ

079

(2)減価償却費

(3)そ の他 136%

07%

127% 111

|うち委託費 9 9 5

Ⅲ 介護事業外収益 (1)借入金補助金収入 0 1 0

Ⅳ 介護事業外費用 (1)借入金利息 6 3 5

V特別損失 (1)本部費繰入 6 9 2

収入 ①=I― I(4)+Ⅲ
支出 ②=Ⅱ 十Ⅳ十V― I(4)

差引 ③=①一② -129% -158%

915

963

-48  -53)

739

994

-113

1,061

-145
865

-126 -1700/

施設数 425 1,127

実利用者数平均 ,

常勤換算職員数(常効率)

介護支援専門員常勤換算数(常効率)

Ｔ

Ｉ
■
―

臥

・
臥

臥

´
¨
　
一　
　
　
　
．一

9360/

936%

Ｔ
Ｉ
寸
―

人

人

人

９‐

．
３４

・
３０

７
　
　
一

一
916%

917%

628人

26人 931%

24ノ  `905%

一
％

一
％

９８
・５５

人
鷲

介護支援専門員常勤換算1人当たり給与

常勤

非常勤

382,509円

382,018円

348,899円

336,011円

389.289円

273.212円

365,007円

306,070円

居宅介護支援収支差率分布

600%

500%

4009:

30000

200%

100%

00%

～25%  25%～



13福祉用具貸与 (予防を含む )

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

※ 比率は収入に対する割合

25利用者1人当たり収入
27利用者1人当たり支出
28常勤換算職員1人当たり給与
29福祉用具専門相談員(常勤1集算)1人 当たり給与

30常勤1輿算職員1人当たり利用者数
31福祉用具専門相談員(常勤換算)1人 当たり利用者数

16.766円

16,244円

3271940円

326,565円

532人

883人

16.052円

13,379円

258.425円

266,643円

475人

686ノ｀

14,062円

13,811円

320,357円

302,245円

621人

861人

平成16年調査 平成19年調査 平成22年調査 (参考 )平成20年実態調査

I 介護事業収益 1)介護料収入

千 円

|

千円

4.666

千円

3,086

75

3

-10

31

千円

2,7891
2)保 険外の利用料 |

3)補助金収入
1

(4)介護報酬査定減

(5)その他

-17

53
Ⅱ 介護事業費用 1)給与費 2.121 3879 1. 339%

●4,6

1,482 46.591

1432 496助
2)減価償却費 45%
3)そ の他

鴫 西T―
一―――

２

，

８ ９ ６

一
６ ６ ７ 卿
一囲

1,236

285

428%

99シ
Ш 介護事業外収益 1)借 入金補助金収入 01 0
Ⅳ 介護事業外費用 (1)借 入金利息

V特 男‖損失 (1)本部費繰入

収入 ①=I+Ⅲ           ~
支出 ②≡Ⅱ+Ⅳ十V
差引 ③=①二②

~~~~~―   
「
 ―――

5,478

5,308

171 31%

2,6541

5301 166%
端

― ――

511  18)
施設数

実利用者数平均

常勤換算職員数(常勤率 )

福祉用具専門員常勤換算数(常効率) 平―
~~61奸

93覇
I¬ 947,6

1984メ、

42人 932%

29ノ  `981%

2052ノ｀

丁l勝影:作
福祉用具専門員常勤換算1人当たり給与

常勤

非常勤
331,078円

245,541円

269,462円

124.341円

312,072円

172,996円

”
争



２

３

４

５

７

８

９

０

12

13

14
15

16

17

18

19

20
21

※ 比 率 は収入に対 する割 合

31定員1人当たり収入
32定員1人当たり支出
33常勤換算職員1人当たり給与
34看護 介護職員(常勤換算)人当たり給与

35常勤換算職員1人当たり延べ利用者数
36看護 介護職員(常勤換算)1人当たり延べ利用者数

167,353円
198,319円
206,742円
200,030円

13ノ入ヽ

16メ、

169,097円

161,605円

224,158円
212,258円

22人
25人

141,670円

1521990円

229,472円

216911円

14ノk
16メ、

14

平成 16年調査 平成 19` 問査 平成22年話 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 1)介護料収入 胡
ョ

千円

3,061
千円

3,3961

5481

23

25
-0.

481

千円

28281
2)保険外の利用料 3841
(3)補助金収入 n
4)国庫補助金等特別積立金取崩毎 2
0り

`ド

お笙取馴食 ,こ″成 0
(6)介護 1舵 員処 遇改善 交 付 金

L介 護事業費用 1)給与 貨 2,511 723% 2.399‐  598%
2841  71%
1.063‐  266リ

2,338 7270/
フリ成llu l員 封j“t 56%
3,その他 1209 348% 282%
lうち季計省

|

皿 介護事業外収 1)借入金補助金収入 1 i

Ⅳ 介護事業外費用 )借入金利忠

V 1)本部 費繰 入

収入 ⑪ =1■ 1(4)十 Ш 3,4ノ 3 4,016.

3,838

1781  44

3ソ lh
支出 ②=Ⅱ +Ⅳ +V― I(4) ４

，

‐‐ ５

一

・
６４３一

3472
差弓|(Э=0)一② -185% -257 -80%
距 設 数

平均登録定員

延べ利用者数

常勤換算職員数(常勤率)
看護 介護職員常動換算数(常勤率 )

208メ、
4234メ、

珊 耳

231 
^537 B/\

10.7/\ 70 0%

9.5/\ 68.09t

227ノ人、
4201ノ｀

I騒臨
」_

常勤 1人当た

看護師

常 准看護師
勤 介誰福祉士

223,568円
222.600円
256,463円
183855円

294,844円
256,693円

257,883F3
228,980円

304,986円

265,957F]

251 121円

202,099円

奮i睾ょ」 _丁
225,072円
202,728円
226.509円
178.600円

206,374円
243,569F]

181.693円

161426円

257,919円

220,375円

202,330円

186508円

小規模多機能型居宅介護収支差率分布

500%

450%

400%

350%

300%

2500/O

200%

150%

100%

50%

00%

41% 42%1量 142%41% 42%47% 42%



15特定施設入居者生活介護
(特定施設分以外を含む有料老人ホーム全体)(総括表)

※ 比率は収入に対する割合

成22年の延べ利用者数は「実利用者数 X30」 で算出している
※ 利用者には介i隻保険を利用していない者を含む。

12

13

14

15

16

17

18

19

20
21

22

23
24

25
27

28

29

30

31利用者1人当たり収入
32利用者1人当たり支出
33常勤換算職員1人当たり給与
34看護・介護職員(常勤換算 )

35常勤換算職員1人当たり利用者数
36看護・介護1哉員(常勤換算)

121978円

11,802円

265,382円
259,237円

20メ、
27ノ｀

14,668円

14,715円

293,270円

247,778円

19人
21人

12.532円

12.232円

249,258円

240,166円

20人
26ノ｀

10,478円

10,018円

267,983円

256,459円

18人
24ノ｀

平成 16年調 こ成 19年調査 え22年調査 (参考)平成20年実態調査

I 介護事業収益 (1)介 護料収入
千円

9,5441
千円

7,438
千円

6,444

7,475

千円

8680
2)保 険外の利用料 19,840 13,5201 7818
3り 子爾L切釜さ‖又ン`

561ノ弁 護 lll‐lttalt逃 改 善 交 4寸令

L介 設事業費用 1)給与費 U,b∠ Z 36807 9810 468% 6,0001 429%

855  61%
6.6191 473%

8(141
2)減価償却費 2.010 68% 1230 75γ
3り そ の他 1352 460% 10,186 486% 5,936 36.0%
|つち奮乱習 3076 105% 2049 1571

Ⅲ 介護事業外収益 (1)借 入金補助金収入
1 01

Ⅳ 介護事業外費用 (1)借入金利忠
1

V特 別損失 1)本部費繰入

lX人 ∪ =1+Ш ∠y,3も 4 20,9/11 13,984

13,650

335  ,49(

16.497

-03%看 ぢl ③ =(1)一 (2) 2663 -68 7,R
t数

平均実利用者数
延べ利用者数

薯靱 臨

/81人
2,264:2メ、

504人 372メ、
1,1159メ、*

241ン 1ヽ 762%

187メ、1 7569も

538メ、
1.5745メ、1,4298メ、

７‐ ‐

一
７ ２ ‐

8240/1

835γ
二II嘉

鯰
軍 勤 映 鼻 1人 当 た

右護師

准看護師
介護福祉士

介設職員

常

勤

410,366円

326,347円
289,987円
250899円

362,401円

244,124円

256,754円

240657円

360,958円

312,230円

292,026円

242.385円

363,119円
336,988円

279,912円
233,036円

．師
一世
一員

帥
護

福

職

護
看

護

護

看
准
一介
一介

非
常
勤

283,762円
303,275円
193,148円

210071円

309,048円

303,814円

263,666円

203224円

336.140円

156.584円

188,050円

192070円

278,879円
295,137円
202,698円
218,829円



社保審一介護給付費分科

第70回 (H22 12 24)1資 料 41
※第 5回介護給付費分科会調査実施委員会資料

平成 23年 介護事業経営実態調査の調査票等の見直 し (案)について

平成 23年介護事業経営実態調査 (以下「実態調査」という。)については、以下の基本
的な考え方に沿つて調査を行つてはどうか。

1 調査の目的
介護報酬は各々の介護サービスの平均費用の額等を勘案して設定することとしてい

ることから、各々の介護サービスの費用等の実態を明らかにし、介護報酬設定のため

の基礎資料を得ることを目的とする。

2 調査時期及び公表時期
○ 調査時期
平成 23年 4月

(参考 :平成 20年実態調査の調査時期は平成 20年 4月 )  .

○ 公表時期
社会保障審議会介護給付費分科会調査実施委員会における結果の公表は、平成 23

年の秋頃を予定。その後、社会保障審議会介護給付費分科会に報告。

(参考 :平成 20年実態調査の公表時期は平成 20年 10月 )

3 調査対象および抽出率    ヽ         ´

○ 調査対象施設・事業所
全ての介護サービスを対象とする。 (平成 20年実態調査と同様。)

○ 調査の内容
平成 23年 3月 中の状況 (平成 20年実態調査と同様)

○ 抽出率
「介護事業経営実態調査実施の概要 (案 )」 の別表参照。

4 調査票を作成するに当たっての基本方針等       、

(1)調査票を作成するに当たっての基本方針

調査票の作成に当たっては、平成 20年実態調査の課題を踏まえ、調査票記入者

の負担の軽減を図り、回収率及び有効回答率の向上を目指す。



(課 題 )
平成 20年実態調査の回収率は 54.1%、 有効回答率は 24.4%。        |
回収率及び有効回答率が低かった理由として、次のことが考えられる。

・収入及び支出の詳細な内訳を調査しており、調査項目が多い。

・複数の介護サービスを実施している事業所については、利用者数等の費用按分に

使用する項目をすべてが漏れなく記入されていないと有効回答にならない。

・営利法人において利用されている会計基準に基づく調査票となっていないため、

営利法人からの回答が得られにくい。

(2)回収率及び有効回答率の向上に向けた具体的な方法

① 既存情報の活用
既存情報 (「介護サービス施設・事業所調査」 (厚生労働省大臣官房統計情報

部実施 (平成 21年 10月 調査))及び「介護事業者情報 (WAM‐ NET)」 )を活用

することによつて、調査項目を減らす。

② 併設サービスの状況
既存情報を活用するため、併設サービスの事業所番号に関する調査項目を新

たに追加。

③ 会計の区分状況
本調査に記入するサービスの範囲を特定するために、調査対象サービスの会

計区分の状況 (単独で会計を行つているか、他の介護サービス等と一体的に会

計を行っているか)に関する調査項目を新たに追加。

営利法人用の会計基準の追加

平成 20年実態調査の調査票では、「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱

指導指針」、「社会福祉法人会計基準」、「介護老人保健施設会計・経理準則」、「病

院会計準則」及び「指定者人訪問看護の事業及び指定訪問看護の事業の会計経理

準則」により調査票を作成していたが、営利法人向けに「国際会計基準」に準じ

た調査項目を追加する。

調査票の枚数について

①から④により、平成 20年実態調査において約 40ページあつた調査票は、

約 20ページ (実際の記入は約 15ぺニジ)にすることが可能。なお、回収率及び

有効回答率の向上のためとして、平成 22年介護事業経営概況調査では、調査内

容を決算額によるものとしたところであるが、平成 23年実態調査の調査時′点(平

成 23年 4月 )では、同調査と同様の平成 21年(度)の決算額しか把握できない

ため、引き続き lヶ 月分 (平成 23年 3月 分)の収支状況を把握する。

④

⑤



5 4を踏まえた調査項目 (案 )

新規に追加する項目

変更して調査する項目

○ :引 き続き調査する項目

× :削除する項目

調査項 目

(介護老人福祉施設・地域密着型介護老

人福祉施設調査票における介護老人福

祉施設を例示)

平成 23年度

調査票篠 )

該当ページ

第 1‐ サービス提供の状況等

(1)施設名 既存情報から取得。

(2)施設の所在地

(3)経営主体 既存情報から取得できないため、引き続

き調査。

問 1(2)

(4)土地の状況 記入者負担の軽減を図るために削除。

(本項目は、支出項目の賃借料に関する

記入の有無を確認するために調査。)

(5)現有建物の状況 記入者負担の軽減を図るために削除。

(本項目は、支出項目の減価償却に関す

る記入の有無を確認するために調査。)

会計の区分状況 本調査に記入するサービスの範囲を特

定するため新たに追力日。

問 1(3)

併設サービスの状況 既存情報の活用に必要なため新たに追

加 。

問 1(4)

(6)サービス提供の状況

事業開設年月 既存情報から取得できないため引き続

き調査。

・規模 (定員、利用者数 ) 既存情報から取得できる項目について

は削除。

既存情報から取得できない項目につい

ては引き続き調査。

問 1(5)

・体制、加減算の状況 記入者負担の軽減を図るために削除。

(本項目は、収入項目の加減算に関する

記入の有無を確認するために調査。)



・保険医療機関の受診状況 × 記入者負担の軽減を図るために削除。

(本項目は、収入項目のその他の収入に

関する記入の有無を確認するために調

査。)

なお、医療施設向けの調査票について

は、医療保険と介護保険の収益を按分す

るために必要であるため引き続き調査。

食事提供数 ○ 収支の費用項目 (食事委託費)を費用按

分に使用するため、引き続き調査。

問 1 (5)

・おむつ実使用者数 × 記入者負担の軽減を図るため削除。 (本

項目は、収入項目のおむつに関係する収

入に関する記入の有無を確認するため 1

に用いていた。)

。社会福祉法人等による軽減

の状況

× 既存情報から取得できるため削除:

第 2 居室・設備等の状況 ○ 既存情報から取得できないため引き続

き調査。

問 2

第 3 職員配置 ○ 既存情報から取得できないため引き続

き調査8

問 3

第 4 給与 〇 ヽ 既存情報から取得できないため引き続

き調査。

間 4

第 5 収支 △ 収支に関する詳細な内訳を縮減 (出現率

が0.75%以 下の調査項目を削除)。

問 5

第 6 事業活動計算書 × 既存情報から取得できるため削除 (平成

22年介護事業経営概況調査の調査結

果を使用)

第 7 貸借対照表 × 既存情報から取得できるため削除 (平成

22年介護事業経営概況調査の調査結

果を使用)

第 8 介護支援専門員の勤務状況 × 「第4給与」調査項目に包括するため

削除。
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平成 23年介護事業経営実態調査の実施概要 (案)につぃて

1.調 査の目的

介護報Elllは各々のサービスの平均費用の額等を勘案して設定するこ
ととしていることから、各々の介護サービスについての費用等につい
ての実態を明らかにし、介護報酬設定のための基礎資料を得ることを
目的とする。

2.調 査時期

平成 23年 4月

3.調 査票の種類

(1)介護老人福祉施設・l也域密着型介誰老人福祉施設調査票
(2)介護老人保健施設調r三井:
(3)介護療養型医療施設調査票
(4)居宅サービス・地域密着型サービス事業所

(介護予防含む)(福祉関係)調査票
(5)居宅サービス 0地域密着型サービス事業所

(介護予防含む)(医療関係)調査票

4. 調査対匂t及び1‐由出率

(1)抽出方法 :用化無作為抽出法により抽出
(2)才‖]出 率 :別表の通り

5.  調査項 目
サービス提供の状況、居室・設備等の状況、職員配置、職員給与収
入の状況、支出の状況 等



母集団数
調査対象
見込数

今回

参考

前回 (平成20年 )
経営実り調査

平成22年経営
‖1況調査

平成 19年経営
‖{況調査

介言1老人福祉施設 6,217 1,554 1/4 1/12 1/4 1/14

介護老人保健施設 3,717 929

977

5,291

1,148

1,132

1,063

5,322

63

1,350

1,100

943

1,110

3,185

3,178

101

1,692

1,031

1,260

152

369

1/4

1/2

1/5

1/10

1/4

1/4

1/4

1/20

1可肩

「_1生 _
1/30

1/10

1/40

1/20

1/70

1/1

1/30

1/60

1/20

1/15

1/60

1/1

1/30

1/36

1/10

1/1

1/1

介茂り1けt型医療施設

訪貼1介護

訪問入浴介誰

訪問夕子il進ステーション

訪問 リハ ビリテーション

通所介
“
`

(再オヤ|)サれit通所介口ι

通,,7リ ハビリテーショ

短 1咽入所生活介lι

短期入所尻:it介
`縦

特定施設入居 ,占
‐
生活介二じ

居宅介 14‐支 l氏

福祉用具貸与

夜 ||ヽ対応型訪間介 1准

1:は知症対応型通所介 :|

1は知症対応型共同生活介池

小規杜多機 i七型居宅介護

1,953

26,457

2,295

5,658

3,190

26,610

63

6,752

7,703

3,770

3,329

31,853

6,355

101

3,383

10,308

2,520

152

369

1/10

1/2

1/5

1/3

1/5

1/1

1/5

1/7

1/4

1/3

1/10

1/2

1/1

1/2

1/10

1/2

1/1

1/1

1/2

1/10

1/10

1/20

1/1

1/5

迦

1/10

1/10

1/2

1/1

1/5

1/20

1/5

1/1

1/1

1/10

1/40

1/20

1/20

1/1

1/30

1/40

1/20

1/10

1/60

1/1

1/20

1/20

1/10

1/1

1/1

地 l lt密 }′
「型特定施設

1也成密 lriォ 11介 i生老人福れL方恒設

合計 152,692 32,887

(別表 )

平成23年介護事業経営実態調査の抽出率 (案)について

※ は11回
"は
介池給付イI′

'1熊
1調 r[(14成 22 1lSり 11丁 古分)あ iT慕面 雨 諏

■ ‖1出事の設定に当たっては、ll l](平 成20年)訓 lllのイ丁効回讐 |′1を‖ムまえて設定。



(/晨事法に基づく一般統計調査
｀

｀

|lil‖ t ili―プド!,“ |「,1寸 111)111
;i,'r'ol,,l (ll:::. l:. .il) I .,;i1 n

＼_…
‐́~・ ~・~― ―  ヽ ′̂“ 7・口:"り」巨 ノ (1乗重)

平 成 23年度 介護事 業実態調査
(介護 事 業経 営実 態 調 査 )

<介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設調査票 >

平成 23年4月調査

右に印字してある3つの項目は
必すこ確認下さい。

誤りや訂正がこざいましたら、
恐れ入りますが朱 :||きで修IFを
お願いいたします。

お手数をおかけしますが、下の0,～(6)にこ記入をお願いいたします。

① 電 話番 号

② FA×番号

OEメールアドレス

④ 回答担当者  隔晟高
⑤ 4月 1日時点の調査対象サービスの活動状況

右のいずれかに   日 ,舌動中

C)

チIック |レを
お願いします □ 体止

□ 廃止

内側へお進み下さい      ・

今回の調査にこ回答いただく必要はこざいません。
お手数ですがこのまま調査票をこ返送下さい。

4月30日までにこ投函をお願いします

返信いただく際には、調査票の裏表紙にあるチェックリストで
記載内容をこ確認の上、こ返送下さい。

厚 生 労 働 省 老 健 局



【調査票にご記入いただ<前に】

本調査票のご記入に当たっては、表紙に記載されている調査ヌ」象サービスについてご記入下さい。な
お、表紙に記載されている調査対象サービス以タトのサービスも行っている場合は、それらの会計を「単
独」で行つているか「一体」で行つているかによって、ご記入いただ<項目が異なりますので、以下に
お示しする内容をお読みいただいた上で、ご記入下さいますよう、お願い申し上げ散す。

|■江警■||11ザ||=1‐1■
○ 表紙に記載されているご住所、
願いいたします。

1■ 111 ::■ ■ | |■ ||′ :

|=驀 ■|l tl  ` ■rll      l  ■‐■   |     :

」
=業
所名等に誤りklD訂正がございましたら、

■ l‐ |||‐ ||‐摯■二

末護きで修正をお

○ 表組tに占ひ1成されている調査文」像サービスについて、会計を「単独」で行つてしヽる1場合 (他の介誠
保険サービスを実施していない場合を禽む)は、 (4)(5)に ついてごi己入いただく必要はあ
り讀せムフ。ただし、複数の介護保険サービスの会tlを「一体Jで行つている場合は、 (4)
(5)についてご∴己入をJ6願い 1/ます、,

○ 「会嵩|を単独で行つている」とは、初数の介L低「 R卜1サ
ービスを行つている場合に、それぞれの介

i4保険サービスの会ιlを区分していることをいしヽま 11‐ 6

|:|■■|111:|||■‐||ザ |:|● 11‐ |.|・
‐ ■|||111‐ ||  |■ |‐ |||● ::

○ 表紺tに∴ル1疵されてい73調凸文J燎サービスに
~lい
て、金61を 「単独」で行つている場合 (他の介:=

保険サービスを:r施 してぃない場合を出む)は、こぃ記入いただく1¥霊はありませんぃただし、絶
数の介:じ IR険サービスの会計を「一体Jで行つている1易禽は、ご記入をおll白いします。

|■li■|:||||.:,|||■ |  ■|■ |‐ |‐ 11111‐‐    ■||‐■|、■‐■|■ ||      ■‐  .:■ 11,
○ 表制tに記,1茂されている調ltl対 象サービスについてご|}己入 卜さいぃなお、調ri文」徴サービスと会計
を「一体Jで行つているサービスがある1易 Fヽは、ぞれらについてもご記入をJ6距,い し積す。

○ なお、「 (2).liV支 出11」 につきましては、111施設でltl・用している会計 |::I、 指針にi亥当する
箇ル|についてご記入下さい。なお、該当する会∴|り iヽ準tFが無い1易含は、「 (2)一A ヨヽ業支出
も :指定介11七人補社施設等会計処Ittti llX扱指Ij指針」に沿ってご記入をお願いし讀す。

■「1旨定介i襲老人福祖施設等会計処193等 llRttl旨 1'ilb針」に基づいた会計を行っている場合
門5(1)J:Ψ l又入
に35(2)一 A'J:V支出1年 :l嵩定介ぉじ老人福れ1籠∴争tt会 :1処 lltt ll服指彎l旨 11

■「社会福祉法人会計基準」に基づいた会計を行っている場合

間 5(1)'II詳 llp入

問 5(2リ ー81;半 支出等 :社会福‖t法人会計 lメ 準

全体の構成は次のベージに掲載 してありますので、参考にして下さい。

へのごι己入を
お願いします

へのご記入を
お願いします



表紙  ‐

間 1:サービス提供の状況等

問1(3)|「 1

記入の流れ

電話番号、活動状況 等

l
間1(1)

↓
問¬(2)

」と回答 |:「2-体」と回答

1問 2

単独

間2:居室・設備等の状況

問3:職員配置

間4:職員給与

問5:収支の状況

酢
―
―
↓

珀問
―
 -   1

間 5(2

轟狂開鳥駈蔦Tぅ 西 込彗』蘇ふ覆T:「L高嘉歎彗事y:
■lI:III■IIIII==IIIIII:

:′   (2)一 B  ′



(1)事業所の開設年月を西暦で記入して下さい。

西暦 i   l年  i   l月

(2)経営主体として該当するものを、下記よリーつ選んで番号を記入して下さい。

1.都道府県        4.日 本赤十字社         7.社 団・財団法人

2.市区lBI村         5.社 会福祉協議会        8.1～ 7以外

3.広 l_Ct連含 :一部事務組含  6。 社会福祉法人 (社会福祉協議会以タト)

(3)表紙に記入されている調査対象サービスにおける会計の区翁状況について
下記より選び、番号を記入して下さい。

(4)下∴己の∴亥当する頂日の日にチェック (И )ヒノ、それぞれ指示に従って下さい。

1 単独会L十 ⇒ 問1(4)(5)は ∴己入不安です`,問 2(61¬ )へ ILんで下さい。

一体会Ll ⇒ 下∴己表に、調 rヽ対敏サービスと一体的に会.|を行つているサービスの lJ:Y所
番号を記入して下さい。

サービスのllll類 |:業所轟鳴

⇒

⇒

(居宅ヨナービス )

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

シ

ス

セ

ソ

タ

チ

ツ

テ

ト

す

二

介14予防∴力llり介護

言力問介護

介:じし1崎訪|IJ入浴介蘊

訪問入浴介護

介i彗予レb∴あ問石i電

訪問喬護

介it予防訪問リハビリテーション

訪FD3リハピリテーション

介常1予防;Jりi介護

通所介護

介:■予6/」通所リハビリテーション

通PFlリ ハビリテーション

介言1予防福祉用具貸与

福祉用具貸与

介護予防短期入所生活介護

短期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

短期入所療餐介護

介護予防特定施設入居者生活介護

特定施設入居者生活介護

介護予防支援

居宅介護支援

(5)12,も 記入

(5)131も 高己入

(5)(4,も 記入

(5)(0も言3入

(5)6)も記入

1.調査文」縁サービス単独 (調 ltl対策サービスのlly入 。支出をIP_塀 )で会計を行っている

2.調査対縁サービス以外のサービス等と一体的に会:十を行っている

1 /14

(次頁へ続く)



° (4)の 続き

(地上或密着型サービス)

ヌ 夜間対応型訪問介護
ネ 介護予防認知症対応型通所介護
ノ 認知症対応型通所介護
ハ 介護予 3/」小規模多機能型居宅介護
ヒ 小規模多機能型居宅介護
フ 介護予防j8矢0症対応型共同生活介誠
へ 認矢□症対応型共同生活介護
ホ 地11t密縄型特定施設入居芭生活介も低
マ  地1,t密″;型介護者人福祉施設入所6生活介i笙

|  |

| |

\
IlJ{6

⇒ (5)

)⑦も記入  |

)③も記入

⑤も記入

(施設サービス)

ミ 介護者人福祉施設
ム 介:1老人保健施設

_   二 ___[



(5)下記の該当する項目の日にチェック (И )し、指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ 間 2(6員 )に進ん
~C下
さい。 (5)は記入不要です。一日

●
壼

.1'【ミ 介譲老人福れl施設】/【マ ‖り1或密島甲介護1%人ネニ:イ‖ル(,設人サリi色 11活介I儀】

‡[I曇 |【ミ錦臥翻施メ閣
施10サービス不J用 も数 ※短1明人所生活介護 (空床型)の本」用もについては、ここに言めすll、

次ヘージ「4‐ ,【ソ.介縛予眺矢,期入所牛活介講/夕.短期入1カ′1,占
介it)Jに禽めて高

`入

して 卜さい .,

雙介:じ 1  愛介。鶴2  要介it 3  幾介it 4 蟄介i襲 5 その他※ 1

`1へ
在 llJl石 激
(3月 [|〕 )

延べ人院、夕ヽ油石
(3月 中 )

ガ女

11リト該」1の人であって自マ■でサービスを木」‖」している人ktl攣介:tu‖ i13請中の人をし「下して下さい′

:□

“

マ 胸 密ハリ ∴と期 枷 鉄 嶋 福 婦 】

離t`11サ ービス利用色I'  ■矢り|り1人 Fり i生活介it(で 1床 ||")の利用占については、ここに
=め
すに、

次ヘーシ
「
11)【ソ.介。じ予約う11期人チリ|′|「 洒介Dじ /夕 .1専期入ル1年 メ:

′   倉nt】 1に蔵めて〔11;入 tノて下さい~     
― _   性介:[1  鍛介

"じ
2  性倉`lt 3  1ツ 倉it 4  洩介|ドi5 その(lt111

`正

へFl,力 占段
(3チ ]中 )

延へ人院、外油こ激
(3月中 )
り|:14当び)人であつ 暉 l〔油lIIの人をぉ1 て 卜さい

【ミ 介1任だ人お1湘 胸1没  マ 1山 1,t官 :1lllJ介 |ん だ人福れl施設人llllち牛丼ち介謹】
7幣■をめク″たサービスの11'供状況
施〔ilサービスお|1供 数  ※短 |り1人「lll生 ,こ介 H鶴 (空床型)の不」用もについては、ここにとめつ

―
に、

一体会計 ⇒ 讀ずⅢの調査文」象サービスにチェッ
言J入 して下さいぅ
12'以 B筆については、間 1(4)(1
サービスの国にチェック (И )し、
い (,

ク (И )し、それぞれの太枠内に

～ 2頁 )で事業所高場をt己入した
それぞれの太枠内に記入して 卜さ

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

貪l卜 (3月中 )

次ベージ 1・ 11【ソ.介∴じ1'防 11婦」入ルi生活介:1/夕 .無′卿」入i力 J:活
介ぉt】 |に「|めて記入して下さい.

帥 糾へr触   | 1貞

rb,fi itrrlid^ltiriqli! l-ln
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晨界お瑾窪違天疑備普露|   1回

(5)のつづき
② 【ア 介護予防訪間介護】/【イ

Eコ
:【ア 介護予防訪問介護】

サービス提供延べ時間数 (3月中)

延べ不」用者数
(3月 中)

【イ 訪問介護】

介護保険利用者へのサービス (3月 中)

類型別延べ訪問回数

類型別延べ訪問時間数

その他の不」用者 (『 il=者等)へのサービス

延べ訪間回数

訪出 0百間合計

0【ケ 介ntジ 1崎 in所介Lt】 /【コ

E] 【ケ 介証予防えⅢ所介:[/コ
11`|1延 べ捉tt数 (3月 中 )

送rQ:Tへ実1施回教

送迎の 1犬況
(3月 中 )

身体介護   身体生活 生活援助

回

時間

た1可ittot】

通所介:こ 】をた企」をサービスの提供状況

訪間介:“】

□̈□

豊
　

回□一□

テ

ホ

一５

| 1嘲 '

合計

④ 【ソ 介嵩t予防知メリリ1入所生活介∴】/【夕 短1塊入所生活介。t】

Eコ  【ソ 介:I予防短|り 1入所生活介:t/夕 短!り]入所生活介:L】 を
`わ
れどたサービスの提供状況

ritll延 べ提供数 (3月 中) □ ・  <讐ギ2試「
ビス艶めて覇己入

送逆,延べ賞厳し回ι文 |  1菌
送迎の状況
(3月 中)
晨界お選絡[人ギ|[韻撥|   1回

介:鶴予防|」定がni曼入居有生活介:ん】/【 卜 |も定扇1設入居者生活介[ι】/
地11t密″1型 1寺定施設入屈占生活介:ドi】

【テ 介:鮭予防特定施。1入居者生活介護】

要支援 1 要支援 2 その他 (認定申請中)
延べ利用者数
(3月中)

□ :【 卜 憤 施設入居者生活介諄】

愛介護 1  愛介こ
=2
要介 L隻 3 要介護 4 要介証5‐ c兵?‰ )

延べ不」用者敦
(3月中)

地域密薔型特定施設入居者生活介護】

要介護1  要介護2  要介護3

※再合E:皆戯I誅澱予つた

〔産2合言督諦ffbます。〕

※面公[i転正機19懲。イ子つた

〔蓬合窪合基習発、fごらます。 〕

要介護4 要介護5(言こ?m)

/.   ,A.r\

人 人 人 人 人  人

(次頁へ続く)
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(5)のつづき
(6)【す 介護予防支援】/【二 居宅介護支援】

【す 介護予防支援】

実利用者数 (3月中 )

うち新規の実利用者数
(3月中 )

愛支援 2 その他 (認定11講中 )

裏介濾 2 餞倉謹 3 要介護4 隻介 1鶴 5 での他※ 1

虫介 6年 3  豊介口t4  愛介:t5 子の llb※ 1

要支援 1

2里守堰鮮馬龍| 1人

【二 属宅介護支援】
~― 一ヽ _    餞介謳 1

'由
子妙潔鷹ガWi鵠稀|し |  1人
ヽ 1:その他にはケアフランの依オn/1蔓けたが糸31Nlttl甲 に↑ |ヽ な /」Nった利用もの人数を∴己入 Lノ (I卜 さい .

【ナ 介iC予防支1鶏 /二 属宅介。量支|=】 任
`め
わビたサービスのり1:供状況

要介
tF砲 誦 13受

話件
|  1件

ぼ
弩貯躙樹
徹件| 1件

実利用者数 (3ナ」中 )

うち新ん|の実利用も数
(3月中 )

実不」用者散
(3月中 )

うち付10寺訪問

'7【ヌ 1々 llil文」ルlill」訪1司ハぃ場】

i熙 |【
又 酬 対祀 調 介直】

｀一     聾介。11  豊介誰2

類黎局」

“

[べ訪問回数

縮P うち定期巡回

人

ILJl

llJl

ll■l

人

1義

11〕

ll.]

人

同

「1

卜J

人

「
ll

回

回

人

lL I

「
1

111

人

間

回

101

it

同   ※蕩公署i管戯霧 £1行つた

固     〔理合窪偽寒選弛、ffらます。 〕

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

　

人

人

人

人

　

人

人

　

人

※ 11非該当の人であつて自71てサービスを利用している人や要介:じ 6忍定申6占中の人を:1上 して下さい。

18)【ネ 介護予防認矢0症文」応型逓〃i介護】/′ 【ノ 認供0症文」応型ittPJl介 :⊆】
【ネ 介護予防認矢0症対応型通l・rl介護/ノ  認矢0症文」応型通l1/1介護】
をあわせたサービスの提供状況

食事延べ提供数 (3月中 )

送迎延べ実施回数

送迎の状況
うち通常の事業実施地域(3月中)
以タトの送迎lIEべ実施回数

回
□
□

5/14



建築延べ面機

①5人
以上室

②4人室

③3人室

④2人室

⑤‖IT

C)海 1

u;」 1名

OrL学

101tit

]Fi'■

02人|

Cい11

C,共 1■ |
生活牢

介護者人襦祉施設・地域密古型介:ζ老人福祉施設入所者生活介護
通所介護(介護予防含む)、 認矢0症対応型通所介護 (介よ予防含む)

室数

介:ζ老人 へ=坐輩賓再デ  墾進奔|弊r除漱|1倉漏会

(空床利用の短期入所生活介護 (介護予防含む)を含む)、
の各施設・設備に係る延べ床面 1占

延べ床面千島 (扇 )

入所部分          通所部分    入所・11け,
。言墨風 FottM、 ‐ rltt ri lザ

l型  共丹13B分 ¬R疑、出梅l n群嘱の (介ギFl卜 |∴ F,11爪 共7篤椰

ユ
ニ
ツ
ト
ケ

ア
×

２

以
外

in所介。し(介 .IJ;,b=む ) 認
'11り

占対力li型 ,11り iデ 1湛 (介。

“

予防Lむ ) 以 771σ )居宅介 lμサービスに係イ)゛ずII剛 べ「1由掲 (nつ

扇     耐    〆     市

扇     市     l‐ ri

扇     rri    tt     rr

話 ※3‐    rri   パ

rri:3    nイ     rr     
“
千

扇    市     rn/////

沼    扇     市

lm

室    室    寧1    商
‐    市    扇

室     室    室1    扇
‐
   扇    扇

室     室    Iド 1    扇 ボ     m

軍 室 室 1市 市 パ

'4ギ     1    牢1    市    rn    市

入下さい。
1:LJ,1]五」
2:他の日的¬:と 1「用

当てはまる話暑を□にご記
入下さい。

1:ヽリサ|」 111:
2:他の目的上と |た用

XI:入 F力
=“

分、ilrllJJl部分の利用占/」Kttl13している。名室の31べ床面積を再掲して下さい。 (詳 111は記入彎inを■:照 して
下さい。)

※2:ユニットケアとは、居室をい<つかのグループに分け、少数の居室と■堂や談話スペース (居宅での居Fo5に相当
する)等にて員って一体r向に|ハ成された居室環!● (ユニット)によるケアをいいます。

※3:◎ 11堂と lⅢ1711tit訓キ
"室

/JI共 rllの 1易合、 li食1'にこ己入しl蛸能訓「1室の面積は記入しないで下さい。

良申記入11:160市の rミ堂のうら、1 0Cllhは 入すり1ヽり用、401綺は轟
"|ヽ

|′用、201ドは入所と,“〃iて共用している。

通所専用
40耐

○入りi3卜分

=入りiくり用

○通所音β分

=通所曹用

○共用音自分

→ 120話
(100)+共 用 (20)

→ 60パ
(40)+共用 (20)

- 20市

入所専用
¬00r
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下記に該当する場合は、日にチェック (図 )し、指/JNに従つて下さい。

単独会言1 ⇒ 本間 (問 3)は記入不要です。 Fob4(8受 )へ進んで下さい。

IIコ籐 
一体会言1 ・)業雷躍減讐理鱈勤履ぃ梁褒響季貫じ写梁懸籠雷

する職員数l lI成23年 3月
※ 複数の1載種に従事している場合は、主として従事している職lflのいずれか 1つ |こ分類 tノて∴

`入

し′て下さい。
※ 介護支援専P3晨 として従事している者は、1～ 20のいずれ/JNに分類して記入して下さい.、 ■として従事しているFOl神
を決め/11たい上場禽は、1～ 20の数字の若い順で優先して記入して 卜さい。

職員配μ  (平成23年3月末日1見在 )
常勤      非常勤

(小数点 1ド|まで)、 (小数,魚 1位まで)

1

2
3

4
5
6
7

介護老人福祉施設の管理者

地域密着型特定施設入居者生活介;=の管 I里高

その他介護保険 Jヽ業の管理者

医 B幕

喬息彗8市

准舌護師

介護職it

8 うち介烏I福祉士
9 理学療法士
10 作業療法士
11 言語Л由党士
12 柔道鰹復8市・あんFIマ ッサージ指圧師
13 生活相談 il

15

16

18
19

20

14 うち社会補社土
711il社用具専 Fり相識「1

栄益士

17 うち管 I里栄 ri土
言周I里員

可:務職員

その他

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

21 上記 1～20のうち介i彗支援専1句員 (再掲 )
22 上記 1′ 2ヽ0のうち訪Po5介護のサービス提供責任者 (再掲 )

人

人

人

人

【換算数の計算式】

職員の 1週昆」の勤務0普間

施設が定めている1週間の勤務8寺間

く※lヶ 月に数回の勤務である場合〉

職員のlヶ 月の勤務時間

施設が定めている1週間の勤務時間×4(週 )

上記計算式によって得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第 1位まで計上して
下さい。得られた結果が01に満たない場合は、「01」 と計上して下さい。

職員の勤務時間は実態に応じて、31
出して下さい。管理者等の職Itrlで 、
事業別に従事した時間を把握するこ
とが困難である場合には、おおよそ
の時間によって弊出して下さい。



警
口
・
□

コ
し する場合は、□にチェック (図 )し、指示に従って下さい。

単独会計 ⇒ 調査文]象サービスに従事す
居雪曇ξ澄詈合暑署婿纂 :預]ご蕗諜誕マ、。平成23年3月のlヶ 月分の I

一体会計 ⇒ 会計を一体的に行っている介護保険サービス等も含めた全体の、
131ilの換算人員 (平成23年3月末曰Bも点)と平成23年3月のlヶ
月分の給与額等について、それぞれ記入して下さい。

l_●数の‖lt種 に従事している場合は、主として従事しているllill種 のいずれか |つに分類して記入して下さい。
主として従 `j:している剛種を決めがたい場合は、4～21の数字の若い順で優先して記入して下さい。

1 介:t老人福祉施設の管理者
2 Ш"tiせ″i聖 11定 1131入「 irittritt it(′ rl■ )占

3そ の他介 ]に保『 'ヽL業の管理占
4医 脇lb
5 riutB雨

6 イ「 /1高 118市
7介 it l‖‐1
8う ち介湾驚li祖 t
9理 学沖法土
10作 Yい法士
11こ :む ||∴ j｀E主
12■「11ワ

"ザ

師 あんけマッサージ||11!側 1

13生活本目談 li

14うち社会4:lili
15111利 1用 11む P」本□:炎 |」

16ネ行
=:士17うち↑ザl理栄j,■

※

※

18
19
20

.l111111'1.1

事務‖職|

そのイ也

21 介。L支 l,1'PP341(両 ‖])

22j勤 手当 (再 ]}1)

介護‖3111に係る夜勤手当

24賞与 (年間支給額の 1/12の額 ) l奥算人員    営    =
人

P

(1) 71L貪福祉施設退職手
1議員り「ミ済にカロ入25退職給与31当

金の実施、
還 131金に関わ
る其済 11への
加入

(複数回笛 D」 )

(2) 全国社会福祉団体血員  二 霧||ザ金額
沢職手当轟立111金に加入  (平成22年 j■賞

“

おの1/12)
(3) 中小企y退職金共法市」度 → 姓卜け金31

等 → 掛け金額
(平成22年度ヨ」績の1/12)

(平成22年■,ir績の1/12)に力u入

lξ; べ鼎:illL tti菫[:曇場:1:
(6) 退1載金として支出 (平成22年度実績の1/12)

26法定福利費 (事業主負担・平成22年度実績の 1/12)
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11 単独会計 ⇒ 調査対象サービスに関する、 (1)事業収入 (本頁)および (2)事業
■        支出等 (11員)について、それぞれ平成23年 3月の 1か月分の額を記入
|         して下さい。

' 一体会計 ⇒ 会計を一体的に行つている介護保険サービス等を含めた施設全体の、
|        (1)事 業収入 (本頁)および (2)事業支出等 (11頁 )について、
|        それぞれ平成23年 3月の 1か月分の額を記入して下さい。

事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じて lヶ月分を算出して
下さい。

(1)事業収入

金   額
千

1介護老人福祉施設介謳サービス収入          ∴|

(1)介護老人福祉施設

うち空床利用の短期入PJT生活介護 (介護予防を色む)の
介護料収入及び本J用者11利用料llk入

(2)地域密着型介護琶人補祉施設

うち空床利用の短期入所生活介謹 (介息4予防を言む)の
介il料 1又入及ひ利用占1年利用料llp入

居宅介護サービス1又入

(1)訪 Po5介護 (介 i雲予防を含む )

(2)訪 Po3入浴介謹 (介護予防を議む)

(3)逓所介護 (介湾予防を含む )

(4)福祉用具織与 (介 i=予 3/」を畠む )

(5)短期入所生活介i奪 (介護予防を議む )

(6)特定施設入居占生活介iζ (介;=予防を嵩む )

(7)夜間対応型訪間介護

(8)認矢]症対応型迪所介護 (介護予防を言む)

(9)小規模多機能型居宅介護 (介護予防言む )

(10)認知症対応型共lol生活介護 (介護予防を含む )

(11)地域密着型特定施設入居者生活介護

(12)その他の居宅介護サービス収入

3居宅介護支援介護料1又入              息|

(1)介護予防支援介護料収入
(介護予防支l援事業者からの委託料は含まない )

(2)居宅介護支援介謳料収入
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(前頁からの続き)

目科

円

金   額
千百万

ユ
■
半
活
動
収
入

保険外の利用料による収入              計

(1)介護者人福祉施設介護サービス収入      ′」、言寸
ア 介護者人福祉施設

イ 地 l或密為型介護老人福祉施設

(2)居宅介護サービス不」用料収入         小言十

ア 訪問介:1(介護予防を含む)

イ 訪PoW入浴介護 (介護予防を含む)

ウ 通所介護 (介謹予防を宮む)

工 福祉用具貸与 (介護予防を含む)

オ 短期入所生活介i彗 (介護予防を含む )

力 特定施設入居占生活介:1(介護予防を言む)
キ 夜llJ対応型訪問介謳

ク 認鋲Olli支 J応型え薔所介謹 (介 i彗予防を言む)
ケ 小規模多1幾能型居宅介i彗 (介護予3Flを畠む)
コ 認矢Olli対応型共1古〕生活介i=(介護予防を色む)
サ  |‖り1或密お1型特定施設入居占生活介護

シ その他の居宅介謹サービス利用料lly入

(3)管理イヤllt入

うち特定施設入居占生活介鳥■ (介護予防を言む)の保極
タトの利用料に係るllt入

(4)モσ)他のホJ用料収入

その lLの `li業 llt入                     〔J

(1)7南 助金 llk入

(2)‐d」町村特局|111業 llp入

(3)受託llk入

(4)介護職員処遇改 [1交付金受入額

(5)その他

6その他のlly入                     し|

(1)入居金収入

うち特定施設入居者生活介護 (介護予防を含む)の保険
外の利用料に係る収入

(2)介護予防支援りl業者からの委託に係る収入

(3)障害者等のホームヘルフサービス収入

(4)その他

7国庫補助金等特月」積立金取崩額

8介護報Oll査定減 ▲

事業活動収入計
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(2)事業支出等

表紙宛名ラベルの調査文」象サービス及びそれと一体的に経営 。会計を行つているサービスに
ついて、使用している会計基準、指金十に該当する□にチェック (図)し、それぞれ指定の用
紙に記入 して下さい。

‐Eコ1指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針

1由1謝する鉗鮮がれヽ
IE]1社会福祉法人会計基準

※ 記入にあたつては、平成23年 3月分の値をご記入下さい的なお、年額又はそれに準する (半期・四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい.
※ 事業開始から1年に満たない場合には、事業開女むからの経過月数に応じて lヶ 用分を呻出して下さ

い 。

※ 各支出

`ヤ

ロにおいて消イヤ税13が別途計上されている1易含でも、税込み方式 (各支出

`1日

に消 1li税額
を管入した値)で記入して下さい `,

⇒_(2)=A(11員 )_J二畝

⇒ (2)_― B_(13慶n_上Jは

妙11舞 | |||1攀:::111
奮
筆

本́
目 金 顎

千百万 円

Ⅱ
事
業
活
動
支
出

1 人件‖

経

“11)直接介謹支出

ア 給食材料
`サ

イ 介護用品イヤ

ウ 消耗器具備品 1,ヤ

01

′
|ヽふ|

工 車輌費

オ 光熱水
`サ

カ 燃料賞

キ その他の山11介it支出 (ア～力にぁ亥当しないもの )

(2)一般管理支出               小嵩1

ア 福利厚生構

イ 旅費交通
`1

ウ 6丹 1多貴

工 通信運搬費

オ 事務消耗品費

力 E日昂」製本識

キ 広報費

ク 修経費

ケ 保守料



(前頁からの続き)

科 目 金 額

千百 万 円

Ⅱ
ｆ
業
活

‐―リー
支
出

シ

賃借料                 小言十
tf)土地

②建物及び建物付属設備

13)設備器械

④その他の賃借料 (0～③に該当しないもの)

保険料                  小計

①自1カ車保険料 (自動車損害賠償責任保険料含む)

(2,その他の保険料 (oに該当しないもの)

租税公評

委託

`ヤ
                  小計

①給食妾託/1・

②送迎妾託‖

③治キlll姜託‖

“

)その他の姜託1サ (①～0に該当しないもの)

雑‖

その他の一般ザ1理支出 (ア～セに該当 しないもの )

3 減価償却イサ                     き|

ア 建物及ひ建物付加1設備減llmFl却‖

イ 車両 nお舶設‖占減 lln仁
.l却
ィリ

ウ 特殊浴 |ll減価償却
`サ

エ その他の減価Fl却 1'(ア～ウに該当しないもの)
4 徴1又不能額

5 その他 (1～ 4に該当しないもの )

事業活 llJl支出計 (1～ 5の合計 )

Ⅲ 事業活動外収入

うち借入金利息補助金収入

Ⅳ 事業活」カタヽ支出

うち借入金利息

V 特別収入

Ⅵ 寺別支出

うち会計区分外繰入金支出

うち法人本音3に帰属する経費 :役員報酉)‖等

うち法人税等

]答あ の 性 う
`I}ヾ
ι,オ /

磁整望 盛 筋 型 墨 立
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※ 記入にあたつては、平成23年 3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準する (半期・四    ・
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12に する等)に改めてご記入下さい。
※ 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ

い 。

※ 各支出費目において消費税等が別途計上されている場合でも、税込み万式 (各支出費目に)肖費税額
を算入した値)で記入して下さい。

尋鞣:鐵鰈 :鷲‡::鷲 :|||||::||■轟機鼈 .

目科 金

百万 円

額

干

Ⅱ
事
業
活
動
支
出

1 人件費支出

宇務費支出  (ア～チの合計 )

ア 福利厚生ιt

イ 旅費交通費

ウ 研 1多 111

工 消耗品ι士

オ 器具什器イせ
力 EttBll製本 II

キ 水道光 1裏 1ヤ

ク 燃料ι甘
ケ  修組

`IFコ 通信運搬 4サ

サ 広報 1'
シ 業務蓑託ι彎
11給食妻託イヤ

`力送迎姜言七

`サ(3)清掃姜託綺

に
'そ
の他の姜託

`サ

(|'～ 13)に該当 tノないもの )

ス 損害保険料
|)自 動車保険料 (自 lllJl薫 損害賠償責任保F"料菖む )

(2)その他の保l資料 (111に該当しないもの)

セ 獲1昔料
11,土地

12)建 IIn及び建物付属設備

0設備器械
14)その他 (4,～0に該当しないものリ

ソ 租税公課
夕 雑費
チ その他経費 (ア～夕に該当しないもの)

い|

′
Jヽ :11
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(前頁からの続き)

5 徴収不能額
6 弓当金緻入 (退職給与弓1当金は除<)※ 1     計
ア 徴lly不能引当金絆1入
イ 修繕引当金繰入
ウ その他引当金繰入 (ア、イに該当しないもの)

事業費支出

ア 給食費
イ 保健衛生費
ウ 水道光熱費
工 燃料費
IIう車車両分

②その他

オ 消耗品費
力 器具什器費
キ 綺借料
①土地

②建物及び建物付廟1設備

③言曼‖占
『
:1戒

●その他 ((1'～③に該当しないもの )

ク 教育指キ1マヤ
ケ 就‖あt支度‖
コ 雑量
サ その他経費 (ア～コに該当しないもの)
)載 1雨仁11去nイ ll

ア 建物及び建物付ルJI息0航湖価‖
`却

‖

イ 中車両詢台舟自言役‖轟潤価仁
.:去

Л‖

ウ 牛も殊浴押1減価償却イヤ
エ その他の減価償却イサ(ア～ウに該当しないもの)

」ヽ業活動支出計 (1～6の合計)

Ⅲ 事業活動外収入
うち借入金利忠補助金収入

Ⅳ 事業活動外支出
うち借入金利息

V 特別収入
Ⅵ 特別支出
うち会計区分外繰入金支出

うち法人本部に帰属する経費 :役員報Ollll等

与引当金は「 6 弓1当

“

桑入」に いで下さい。

―
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下記図の流れに従い、記入した質問にチェックし、記入

表紙  ‐        電話番号、活動状況 等

F.71:サービス提供の状況等      |
問1(1)

↓
間1(2)

漏れがないか確認して下さい。

間¬(3)

「1 単柚
□
と回答 「2 - と回答

間2:居室・設備等の状況

問 2

問3:職員配置

間4:職員給与

問5:収支の状況

間は以上です。後日、調査事務局より、記入内容について確認させていただく場合もあり

すので、お手数ですが記入の終った調査票はコピーをとり、控えとして9月までお持ち下さ

入の終つた調査票は、同封の返信用封筒に入れ、4月 30日 までにポストに投函して下さい

術
□
ト

幽
　
　
“
　
　
　
　
口国
　
　
　
陶

問

↓

　

‐

↓

　

‐

サ

　

‥
―

↓

融
―
↓

豫問
:

5(2

指定介護 :● 人1“キ」nll設雪 11該当する会:l ltt響 かない | ‐ 社会福れ1法 人会二1基準

+l
(2) -A n

‐ ↓
●   (2)一 B
, 、



統計法に基づく一般統計調査 (多茉彗)

平成23年度
1介
護事業実態調査

(介護事業経営実態調査 )|

<介護老人保健施設調査票 >

平成23年 4月 1調査

右に印字してある3つの項目は
必ずこ確認下さい。

誤りや訂正がこざいましたら、
恐れ入りますが朱書きで修正を
お願いしヽたします。ヽ

お手数をおかけしますが、下の①
～
⑤にこ記入をお願いいたします。

① 電話番号

② FAX番号

③ Eメールアドレス

④ 回答担当者

( )

お名前 (役職 )

⑤ 4月 1日時点の調査対象サニビスの活動状況

右のいずれかに  □
'舌

動中 “
牙エックロを
お願いします   □ 体止・・マ、

□ 廃止 ““.:
・ヽ今回の調査にこ回答いただく必要はこざいません。
お手数ですがこのまま調査票をご返送下さい。

(

@

〕れ、

4月 30日までにこ投西をお願いします

返信いただく際には、調査票の裏表紙にあるチェックリストで
記載内容をこ確認の上、こ返送下さい。

厚 生 労 働 省 老 健 局



【調査票にご記入いただ<前に】

本調査票のご記入に当たっては、表紙に記載されている調査対象サービスについてご記入下さい」な

霧L季磐ξ零記念想下里屎可雫習署著言暑ぶ歴19そ「≦肇夫「足雇?昌ξ悪異なる撃38寄訂額ギ濯お示しする内容をお読みいただいた上で、ご記入下さいますよう、お願い申し上げます。

○表紙に記載されているご住所、事業所名等に誤りや訂正がございましたらtズ書きで修正をお
願いいたしますι

○表紙に記載されている調査対象サニビスについて、会。fを「単独」で行っている場合 (他の介護
保険サービスを実施していない場合を含む)は、 (4)(5)に ついてご記入いただ<懸要はあ
りません。ただし、複数の介護保険サービスの会計を「一体」で行っている場合は、 (4)
(5)についてご記入をお願いします。

○「会計を単独で行つている」とは、複数の介護保険サービスを行っている場合に、それぞれの介
護保険サービスの会計を区分していることをいいます。    ,

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行っている場合 (他の介護
保険サ=ビスを実施していない場合を含む)は、ご記入しヽただ<必要はありません。ただし、複
数の介護保険サービスの会計を「一体」で行つている場合は、ご記入をお願いします。

○表紙に記載されている調査対象サ‐ビスについてご記入下さい。なお、調査対象サービスと会計
を「一体」で行つているサービスがある場合は、それらについてもご言己入をお願いします。

○なお、「 (2)費用等」につきましては、貴施設で使用していぅ会Of基準、指針に該当する箇所
についてご記入下さい。

、■「介護者人保健施設会計・経理準則」に基づいた会計を行うている場合
間5(1)収 益
間5(2)一 A費用等 :介護者人保健施設会計・経理準則

■「病院会計準則」に基づいた会計を行っている場合
間5(1)収 益
FD3 5(2)一 B費用等 :病院会計準貝」

へのご記入を
お願いします

へのご記入を
お願いします



記入の流れ

111'||ネ凛凛お
=競=::

|■|■
'■
■■ ■

11111111■

1■■|■■

F・31´ :居室1設備等の状況

1111:■ 11

=|:111■

1111■ ■ )ド==

間●:語員1轟讐

間41職員給与

吉ま,1主あ扶嘉
I

‐‐ ザ ■

問1(1)

問1(2)

間 2

間 4

問5(1)



(1)事業所の開設年月を西暦で記入して下さい。

西暦 l   l年  l   l月

(2)経営主体として該当するものを、下記よリーつ選んで番号を記入して下さい。

(3)表紙に記入されている調査対象サービスにおける会計の区分状況について
下記より選び、番号を記入して下さい。

1.調査対象サTビス単独 (調査対象サービスの収入・支出を把握)で会計を行っている

2.調査対象サービス以外のサービス等と一体的に会計を行うている

(4)下記の該当する項目の□にチェック (図 )し、それぞれ指示に従つて下さい。

１

２

３

４

都道府県 5。 医療法人

市区町村         6。 社会福祉協議会

広域連含 。一部事務組合  7.社 会福祉法人(社会福祉協議会以夕博
日本赤十字社・社会保険関係団体

8。 社団・財団法人

9:その他の法人
10.1～ 9以外

単独会計 ⇒ 間1(4)(5)は記入不要です。問2(8頁 )へ進んで下さい。

下記表に、調査対象サービスと一体的に会計を行つているサービスの事業所
番号を記入して下さい。

サービスの種類 事業所番号

(居宅サービス )

ア 介護予防訪FD3介護

ウ 介護予防訪Fo5入浴介護
工 訪間入浴介護
オ 介護予防訪間看護

⇒(5)③も記入

キ 介護予防訪間リハビリテーション
(5)④も記入

ク 訪間リハビリテーション
ケ 介護予防通所介護

(5)⑤も記入

サ 介護予防通所リハビリテーション
(5)⑥も記入

シ 通所リハビリテーション
ス 介護予防福祉用具貸与
セ 福祉用具貸与
ソ 介護予防短期入所生活介護
夕 短期入所生活介護
チ 介護予防短期入所療養介護

⇒(5)⑦も記入
ツ 短期入所療養介護
テ 介護予防特定施設入居者生活介護
卜 特定施設入居者生活介護
ナ 介護予防支援

(5)③も記入
二 居宅介護支援

(5)②も記入

(次頁へ続く)



(4)の 続き

(施設サービス)

ミ 介護老人福祉施設
ム 介護老人保健施設
メ 介護療養型医療施設

(地域密着型サービス)

ヌ 夜間対応型訪 Fo5介護 ⇒(5)◎も記入
ネ 介護予防認知症対応型通所介護

卜⇒(6)⑩l記入ノ 認tll症対応型通所介護
ハ 介護予防小規模多機能型居宅介護
ヒ 小規模多機能型居宅介護
フ 介護予防認知症対応型共同生活介言
へ 認知症対応型共同生活介護
ホ 地1或密着型特定施設入居者生活介言
マ  地域密着型介護者人福祉施設入所者生活介言
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(5)下記の該当する項目の□にチエック (図 )し、指示に従つてください。

単独会計 ⇒ 間2(8貢 )に進んで下さし`ヽ。 (5)は記入不要です。

② 【ア 介護予防訪間介護】/【イ 訪間介護】

【ア 介護予防訪間介護】

サービス提供延べ時間数 (ё月中)ll   IB寺間

身体介護 身体生活 生活援助 峠『
合計

類型別延べ訪間回数 回 回 回 回 回

類型別延べ訪間時間数 時間 R華間 B春間 B菩間 B寺間

延べ訪間回数 回

訪間時 F・5合計 B寺間

一体会計 ⇒ まず①の調査対象サTビスにチェック (図 )し、それぞれの太枠内に
,記入して下さい。
②以β鋒については、F051(4)(1～ 2頁)で事業所番号を記入した
サービスの□にチェック (図 )し、それぞれの太枠内に記入して下さ

' い 。

① 【ム 介護老人保健施設】

鰺 【ム 介護者人保健施設】

一
般
棟

要介護 1 要介護 2 要介護3 要介護4 要介護5 その他刈1新裡肇2
延べ在所者数
(3月 中)

メ メ 人 人 人 人   メ
延べ外泊者数
(3月中)

メ 人 メ 人 メ

延べ試行的退所者数
(3月 中)

ス 人 人 人 メ バ メ

認
知
症

専
門
棟

要介護 1 要介護 2 要介護3 要介護4 要介護 5 その他※1 慣岬べ在所者数
(3月中)
べ外泊者数
(3月中)

人   メ
延べ試行的退所者数
(3月 中)

人 人|   メ

:轟⑬
" |マ
翌L II 降 ~丁

」定された人、要介護認定申請中の人を計上して
さいな

※2 特定老人保健施設入所者 (平成12年3月以前から入所している要介護者でない入所者)
を計上して下さい。

【イ 訪間介護】

介護保険利用者へのサービス (3月 中)

その他の利用者 (障害者等)へのサニビス (3月中)



【オ 介護予防訪間看護】

実利用者数 (3月中)

(再掲)健康保険法
等による併給者数

※1 EIIコ 人 ■ ぅち者人保健法によ訪 f者
数
 国 人

封Ⅲ□ 占=う 1老人保健法□ q

延べ訪FoO回数介
よ護
る保
請険
求法
|こ

墾 _オ 介護予防訪間看護】/【ヵ 訪間看護】

1実
利用薯数(,月中)

【その他の訪P05看護のサービスの提供J犬況】

1:介護保険法の利用者のうち、3月中 |こ
利用する者について計上して下さい。

※介護保険法による訪F・5看護 (介護予防含む)をニ
度も利用せず、健康保険法等のみによる訪問看護を
利用する者の状況について記入して下さいg

に
よ
る
請
求
※
淮看護師
 |[:三三1回

→うち老夫保健基
I三:コ 占

為禽百層馨湾異詞尼言再?肇丈じそ雫87デFl度以
上

零介護31要介諄4

深夜 (再掲)

求
別
訪
問
回
数

（
３
月
中
）

1ロメマ
“
孝螺̈ 併鮭数国 人

介
護
保
険
法
に

よ
る
請
求

‐
延べ訪間回数

彗護師、保健師 匝

准看護師 □

戻FoO又は早朝
'(再掲) □

等健
衣に局
※よ傷
1る形
言青氾

署護師、保健師 E・コ 回
‐ う

｀

1看護 :雨 |□ 1回 ■ う

5老人保健法

5者人保健法

その他 (自由契約等)
うち老人保健法

｀

実利用者数 (3月中)

法等によ
る請求別
訪間回数

誰 零 薙 引 □
回=うち教 堡進法 □

[回

EI:コ 回→?ち老人申法 E==コ  画

4/16



④ 【キ 介護予防訪間リハビリテーシ∃ン】/【ク 訪FD5リハビリテ=シ∃ン】

⑤ 【ケ 介護予防通所介護】/【コ 通所介護】

【キ 介護予防訪P・5リハビリテーシ∃ン】
※介護保険法の介護予防訪間リハビリテーションの
サービスを3月中に1度以上利用した者の状況につい
て記入して下さい。

その他 (認定申請中)

延べ訪間回数 (3月 中)

%の 訪間リハビリテーシ当カ
※倉護保険法の訪問リハビリテーションのサービス
を3月中に1度以上利用した者の状況について記入し
7玉大|ヽ

要介護 1 要介護2 要介護 3 要介護4 要介護51ぶ 警藝鼻 )
延べ訪間回数 (3月中 回 回 回 回

|

回
|

回

※介護保険法による訪問リハリハビリテーション

【その他の訪間リハビリテーション】
サ=ビ
ス (介護予防含む)を一度も利用せず、健康

保険法等のみによる訪問リハビリテーションサービ
況について記入して下さい。

うち者人保健法

延べ訪間回数 (3月 中)

【ケ 介護予防通所介護/コ 通所介護】をあわ″オサービスの提供状況

食事延べ提供数 (3月中) 食

送迎の状況
(3月 中)

送迎延べ実施回数 回 ※蕩△駈乳ξ[菫薩諄昇譴員2行
つた

〔蒸合窪企各選蜃罫鴨ます。〕
うち通常の事業実施地
i或以外の送迎延べ実施

回数  ‐
回

⑥ 【サ 介護予防通所ウハビリテーシヨン】/【シ 通所リハビリテーション】

財
【サ 介護予防通所リハビリテーシ∃ン/シ 通所リハビリテーション】を
あわ″″サービスの提供状況

食事延べ提供数 (3月中) 食

送迎の状況
(3月 中 )

送迎延べ実施回数 回 拳蕩合屋乱まこ轟暴a苺当1行
つた

〔連合燿企基選砧1ョ菖らます。〕
うち通常の事業実施地
t或以外の送迎延べ実施

回数
回



⑦ 【チ 介護予防短期入所療養介護】/【ッ 短期入所療養介護】
【チ 介護予防短期入所療養介護】

―
― :1 難 1 1 要笠援2 1 その他

刈

へ暴
3剰
目用
中遣υ
ぁ

療貢病床等を有す
′る病院 ス 人 メ

者人性認知症疾患
療養病棟 メ ス メ

療養病床等を
有する診療所 人 ス メ

基準適合診療所 人 人 メ

廻

バ

凩

圧

者

導

へ
３

目

中

υ

療養病床等を有す
る病院 人 人 ス

者人性認知症疾患
療養病棟 人

一
人 メ

療養病床等を
有する診療所 人 メ メ

基準適含診療所 人 人 メ

1: して下さい。

囀
要介護1‐ 1要介護L 要介護 3 要介護4 要介護 5 その他※‐4

,畷 王 人 人 人 人 人 人

目画1看
人馨聾震辱疾思 人 人 人 人 人 人

j蓑
|‐ 暑冒層炉喜鼎 人 人 人 人 人 人

1基準適貪診療所 人 人 人 人 人 人

1療貢病床 寺 を有 す

延   る病院 __ 人 人 人 人 人 人

]翁|百
人
標婁腰
疾悪

人 人 人 人 人 人

療養病床等を
有する診療所

人 人 人 人 人 人

基準適合診療所 人 人 人 人 人 人

※1:賽チ)護認定を受けて非該当・ g/\\ g/t0 して下さい。

【チ 介護予防短期入所療養介護/ツ 短期入所療養介護】を風わ″″サービスの提供
状況

食事延べ提供数 (3月 中) l  l食

送迎の状況
(3月 中)

丞迎延べ実施回数

うち通常の事業実施地
域以外の送迎延べ実施
1 回数

l   l画  |※蕩査羞
回 〔理合窪金各選砧lΞまらます。〕

曇とフ「 5隻 1フ Cヲ F該当・豊支援と判マされた人、要介護申請中の人を計工τて下下百



③ 【す 介護予防支援】/【二 居宅介護支援】
【す 介護予防支援】

要支援 1

実利用者数 (3月中)

うち新規の実利用者

要介護色丁墓落理嘉司

その他 (認定申請中)

その他※ 1

l l

閂 」理Z闊卿 躙 貯 ダ識巫響通所爛
1食瓢 ず

触 O月り  
下
~¬

I 躍

~T丁
丁
~~下 ~~

三
〒 十 温 人端

=|ヒ:≡ゴ
計 |※

場合嵯i曲鰤 行≠

腎Sギ押1疇穐露蟄1凸訂 F[:賣軌五:勇｀

      |           |

巡湧 薪匡要
居宅介護支援】

実利用者数 (3月 中)
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1 建築延べ面積

2 介護者人保健施設 (短期入所療養介護 (介護予防含む)を含む)及び通所リハビリテーション(介護予防含む)、
通所介護 (介護予防含む)、 認知症対ゅ型通所介護 (介護予防含む)の各施設・設備に係る延べ床面積

通所リハビリ
テージョン
(介護予防含む)

、́り7・ 週〃T

共用部分
※1

延べ床面積 1延べ床面積 延べ床面積

ュニット
※2

l-- v Fx2

m21     品」

m2      品2

m21      m2

m2      m2⑨デイ・ルーム

⑩レクリエーションルーム

⑫家族介護教室

m21        1 m2⑩その他ユニットヶア用部分

通所リハピリテーション(介護予防含む),通所介護(介護予防宮む)・ 認知症対応型通所介護(介護予防含む)以外の居宅
介諜サTビスに係る専用延べ床面積

※1:二般棟、認知症専門棟、通所部分の利用者が共用している諸室の延べ床面積を再掲して下さい。
(詳細は記入要領を参照して下さし`し)

※2:ユニットケアとは、療養室をいくっかのグルニプに分け、少数の療養室と食堂や談話スペース (居宅での居間に相当
する)等によって一体的に構成された療養室環境 (ユニット)によるケアをいいます:

食堂記入例 :160m2の食堂のうち、100m2は老健 (一般棟)専用、40M2は通所リハ (介護予防含む)専用、20M2は老健 (―
般棟)

老健専用
l oorn2

通所リハ
(介護予防含む)

専用
.4o品 2

○一般棟  → 120m2
老 健専用(100)+共用(20)

○通所部分 → 60mζ
=通所リハ (介護予防含む)専用(40)+共用(20

0入所・  二 20m2
通所共用   ~
部分
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下記に該当する場合は、□にチェック (2)し、指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ 本間 (Fo53)は回答不要です。 間4(10頁)へ進んで下さい。

複数の珊種に従事してい は、主として従事している職種のい して下さい:
介護支援専門員として従事している者は、1～ 19のいずれかに分類して記入して下さい。主として従事している職種
を決めがたい場合は、1～ 19の数字の若い順で優先して記入して下さい。

一体会計 ⇒ 下記の計算式に式に従い、調査対象サ‐ビスに従事する職員数 (平成23年3月
末日時点)を常勤換算人数で記入して下さい。

職員配置  (平成23年3月末日現在)
常勤

(小数点 1位まで)

非常勤

(小数点1位まで)

1 介護者人保健施設の管理者 人 |。 人

2 その他介護保険事業の管理者 メ 人

3 医師 人 人

4 看護師 人 人

5 准着護師 ス ノ

6 介護職員 人 人

|

7 うち介護福祉土 人 人

8 理学療法士 メ メ

9,作 業療法士 人 ス

10 言語聴覚士 人 人

41.柔道整復師 。あん摩マッサージ指圧師 メ 人

12 生活相談員
ス 人

|

13 うち社会福祉士 メ 人

14 福祉用具専門相談員
人 人

15 栄養士
メ 人

116 うち管理栄養士 人 人

17 調理員 人 人

18 事務職員
人 人

19 その他 人 人

20 上記1～19のうち介護支援専門員 (再掲) 人 人

21 上記1～ 19のうち訪間介護のサービス提供責任者 (再掲) ス 人

【換算数の計算式】
‐ 職員の1週 FB5の勤務時間
施設が定めている1週間の勤務時間

〈※lヶ月に数回の勤務である場合〉

職員のlヶ月の勤務時間

施設が定めている1週間の勤務0寺間×4(週 )

上記計算式によつて得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第1位まで計上し
て下さい。得られた結果が○.1に満たない場合は、「〇.1」 と計上して下さい。

職員の勤務時間は実態に応じてく算
出して下さい。管理者等の職種で、
事業別に従事した時間を把握するこ
とが困難である場合には、おおよそ
の3寺間によって算出して下さい。
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下記に該当する場合は、□にチェック (図)して指示に従つて下さい。

※

※

―体会計 ⇒ 会計を一体的に行っている介護保険サ,ビス等も含めた全体の、
職員の換算人員 (平成23年3月末日時点)と平成23年3月のlヶ
月分の給与額等について、それぞれ記入して下さい。

複数の職種に従事している場合は、主として従事している職種のいずれか1つに分類して記入して下さい。
主として従事している職種を決めがたい場合は(1～ 19の数字の若い順で優先して記入して下さい。

調査対象サービスに従事する職員の換算人員
平成23年3月のlヶ月分の給与額等について、

(平成23年3月末日時点)と
それぞれ記入して下さい。

職 種

常 勤
ヨ

グ 常 勤
算

員

換

人 給

百 万 .

料

千    口

実人員

1

換算
人員

人

給  料   |
百 万    千    円

1 介護老人福祉施設の管理者
2そ の他介護保険事業の管理者
3医 師
4看 護師
5准 着護師
6介 護職員
7 うち介護福祉士
8理 学療法■
9作 業療法士
10言語聴覚主
1 1柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師

12生活相談員
13うち社会福祉士
14福祉用具専P5相談員
15栄養士
16うち管理栄養士
17調理員
18事務職員
19その他
20介護支援専F5員 (再掲)

21通勤手当 (再掲)
| 

十

22看護・介護職員に係る夜勤手当 (再掲)
| 

十

23賞与 (年間支給額の1/12の額)
爆 重 人昌 昇

人

24退職給男 1当
金の実施、
退職金に関わ
る共済等への1 
加入
(複数回答可)

(1)社 会福71L施設退職手当等
職員共済に加入

→ 掛け金額
(平成22年度実績の1/12)

(2)全 国社会福祉団体職員
~

退職手当積立基金に加入
→ 掛け金額
(平成22年度実績の1/12)

(3) 中小企業退職金共済制度
に加入

→ 掛け金額
(平成22年度実績の1/12)

(4)そ の他共済制度に加入
→ 掛け金額
(平成22年度実績の1/12)

(5)退 職給与31当金繰入の実施
(上記(1)～ (41以外)

→  退職給与弓1当金
(平成22年度実績の1/12)

(6)iPx職金として支出 (平成22年度実績の1/12)

2o法定福利費 (事業主負担。平成22年度実績の1/12)
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単独会計 ⇒ 調査対象サービスに関する、 (1)収益 (本頁)および:(2)費 用等 (13頁 )｀ について、それぞれ平成23年3月の
1か月分の額を記入して下さい。

―体会計 ⇒ 会計を一体的に行っている介護保険サービス等も含めた全体の、
(1)収益 (本頁)および (2)費用等 (13頁 )について、
それぞれ平成23年3月の 1か月分の額を記入して下さい:

※1 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を
算出して下さい。

(1)施 設運営事業収益

科 目 金 額
　
千百万 円

Ｉ
　
施
設
運
営
事
業
収
益

医業収益
計

介護報酬‖収益
計

11 施設介護料収入
|                              ___                                ′」ヽ言+

|

)介護者人保健施設

|(2)介護療養型医療施設

2居宅介護料収益
小計

(1)訪問介護 (介護予防含む)

(2)訪問入浴介護 (介護予防含む)

(3)訪 Fo5彗護 (介護予防含む)
(併設訪間看護ステーションを含まない)

(4)訪間リハビリテーション (介護予防含む)

(5)通所介護 (介護予防含む)

(6)通所リハビリテこション (介護予防含む)

(7)福祉用具貸与 (介護予防含む)

(8)短期入所療養介護 (介護予防含む)

(9)居宅療養管理指導 (介護予防含む)

(10)夜 Fo3対応型訪Fo3介護

(11)認矢□症対応型通所介護 (介護予防含む)

(12)小規模多機能型居宅介護 (介護予防含む)

(13)認知症対応型共同生活介護 (介護予防含む)

(14)その他収入 ((1)～ (13)に該当 しない
の)    .

3 居宅介護支援介護料収益
l」 言ヽ十

(1)介護予防支援介護料収入
(介護予防支援事業者からの委託料は含まない)

(2)居宅介護支援介護料収益
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(前頁からの続き)

金   額

百万     干     円

I

施
55そ

運
営
事

業
収
益

4保険タトの利用料による収益

(2)居宅介護サービス利用料収益

(1)施設介護料収入

ア 介護老人保健施設

イ 介護療養型医療施設

ア 訪間介護 (介護予防含む)

イ 訪間入浴介護 (介護予防含む)
護 (介護予防含む
テーションを含まない)

工 訪Fo5リハビリテーシ∃ン (介護予防含む)

オ 通所介護 (介護予防含む)

力 通所リハビリテーション (介護予防含む)
キ 福祉用具貸与 (介護予防含む)

ク,短期入所療責介護 (介護予防含む)

ケ 居宅療養管理指導 (介護予防含む)

コ 夜間対応型訪F.5介護

サ 認知症対応型通所介護 (介護予防含む)

シ 小規模多機能型居宅介護 (介護予防含む)

ス 認知症対応型共同生活介護 (介護予防含む)
その他の利用料収入 (ア～ズ]こジヨτ覆百

5 その他の事業収益

(1)ホームヘルプサTビス収益 (障害者等)

(2)介護予防事業者からの委託に係る収入

(3)特定老人保健施設療養費

(4)介護報酬査定減

(5)介護職員処遇改善交付金受入額

(6)その他

施設運営事業収益計 (医業収益十介護報Wll収益)
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(2)費用等

表紙宛名ラベルの調査対象サービス及びそれと一体的に経営・会計を行つているサ=ビ
スに

ついて、使用している会計基準、指針に該当する□にチェック (図)し、それぞれ指定の用
紙に記入して下さい。

介護者人保健施設会計 。経理準貝」 ⇒ (2う 一A(13百 )|こ記入

⇒ (2)一 B(15頁 )に 記入病院会計準則

※ 記入にあたっては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期 。四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。
※ 事業開安台から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ
い 6

※ 各支出費目において消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式 (各支出費目に消費税額を

算入した値)で記入して下さい。          ′

科 目 ,金

百万

額

千 円

Ⅱ
　
施
設
運
営
事
業
等
費
用

1 給与費

2 医薬品費

3 給食用材料費

4 施設療養材料費 ・ 施設療養消耗器具備品費

5 その他の材料費

6 蚤費 計

ア 福利厚生費

イ 消耗品費

ウ 消耗器具備品費

工 車両費

オ 光熱水費               .

力 修繕費

キ 賃借料
小計

①土地

②建物及び建物付属設備

③設備器械

④その他の賃借料 (①～③に該当しないもの)

ク 保険料
小計

①自動車保険料(自動車損害賠償責任保険料含む)

②その他の保険料

ケ 租税公課

コ 徴収不能損失

サ その他の経費 (ア～コに該当しないもの)
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1事 たない場合 業開始からの

(前頁からの続き)

なお、年額又はそれに準ずる (半期・四
に改めてご記入下さい。挙2露鉄鷲轟聰X鷹罰醒錯怖聴ミトす
。

一
クカを うこ午彰 ,オん″^

金   額
百万     干     、円

Ⅱ

施
こ5そ
運
営
事
業
等
費
用

ア 患者用給食委託費

イ 送迎委託費

ウ 寝具類洗濯 。賃貸委託費 (病衣除く)
工 清掃委託費

オ 各種器械保守委託費
力 その他の委託費 (ア～オに該当しないもの)

9 減価償却費____                   計

ア 建物及び建物付属設備減価償却費
イ 医療用器械設備減価償却費

|ウ 車両船舶設備減価償去
'費工 特殊浴槽減価償却費 ,

オ その他の減価償却費 (ア～工に該当しないもの)
10 本部費

11 その他 (1～ 10に該当しないもの)
施設運営事業等費用計 (1～ 11の合計)

1 受取利息 。配当金

2 その他の施設運営事業外収益 (1に該当しほいもの)
Ⅳ 施設運営事業外費用
うち支払利息

V 特別損益

特別利益

2 特別損失

うち法人税等
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※ 記入にあたっては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期・四    '
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/.12にする等)に改めてご記入下さい。
※ 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ ‐
い°
                      3合 でも、税込み方式 (各支出費目に消費税額を※ 各支出費目において消費税等が別途計上されている場
算入した値)で記入して下さい。                      ,

科 目 金 額

干百万 円

Ⅱ
　
医
業

・
介
護
費
用

1 給与費

2 医薬品費

3 給食用材料費

4 多療材料費 ・ 医療消耗器具備品費

5 怪費 計

ア 福利厚生費

イ 通信費

ウ 消耗品費

工 消耗器具備品費

オ 車両費

力 光熱水費

キ 修繕費

ク 賃借料
小計

①土地

②建物及び建物付属設備

③設備器械

④その他の賃借料 (①～③に該当しないもの)

ケ 保険料
l」 言ヽ十

①自動車保険料(自動車損害賠償責任保険料含む)
|

②その他の保険料 (①に該当しないもの)

コ 租税公課

サ 徴収不能損失

シ その他の経費 (ア～サに該当しないもの)
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万    干    円

I

医
業

介
護

費
用

ア 患者用給食委託費
イ 送迎委託費

寝具類洗濯・賃貸委託費 (病衣除<)

工 清掃委託費

オ 各種器械保守委託費

力 その他の委託費 (ア～オに該当しないもの)
減価償却費

ア 建物及び建物付属設備減価償却費

イ 医療用器械設備減価償却費
ウ 車両船舶設備減価償却費
工 特殊浴槽減価償却費

オ その他の減価償却費 (ア～工に該当しないもの)

9 その他 (1ん8に該当しないもの)

医業・介護費用計 (1～9の合計)

Ⅲ 医業・介護外収益

1 受取利息 :配当金

2 その他の医業・介護外収益 (1に該当しないもの)
Ⅳ 医業・介護外費用

うち支払利息

V 特別損益 ・

特別利益

2 特別損失

Ⅵ 税金 (年額)

(前頁からの続き)

過月数に応 じπ
い 。

※2記入にあたっては、平成23年3月分の値をご言己入下さい。
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)

なお、年額又はそれに準する (半期・四
に改めてご記入下さい。

16/16



下記図の流れに従い、記入した質問にチェックし、記入漏れがないか確認して下さい。

間|●サ■ビス提供|の扶況:等

零‐警

問 1(2)

簡差1息室|ま1備1等あ扶税‐

甲11pttF弓貢

間41職員給与

「2-体 」と回答

□

電話番号、活動状況 等

問1(1)

軸□

間 5(2)

(a TA□
:

介護老人保健施設 病院会計準則

(2) -B f]

rfrl(4) tr

間は以上です。後日、調査事務局より、記入内容について確認させていただく場合もありま
で、お手数ですが記入の終つた調査票はコピTをとり、控えとして9月までお持ち下さい。

入の終つた調査票は、同封の返信用封筒に入れ、4月 30日までにポストに投函して下さい(切
は不要です)し



平成 23年度 介護事業実態調査

<介護療養型医療施設 (病院・診療所)調套票>

平成 23年4月調査

/ノ

イ~~~

∫

(介護事業経営実態調査 )

( )

お名前 (役職 )

⑤ 4月 1日時点の調査対象サービスの活動状況

右のいずれかに  □ 活動中 …
チェックロを

お願いします   □ 休止 …1
□ 廃止 :、

.1

@

(,蒙垂)

右に印字してある3つの項目は
必ずこ確認下さい。

誤りや訂正がこざいましたら、

恐れ入りますが朱書きで修正を

お願いいたします。

① 電話番号

② FAX番号

③ Eメールアドレス

④ 回答担当者

お手数をおかけしますが、下の①～⑤にこ記入をお願いいたします。

( )

L‐―‐―… 内側へお進み下さい ―“‐―………
‐……・

今回の調査にこ回答いただく必要 |よこざいません。

お手数ですがこのまま調査票をこ返送下さい。

4月 30日までにこ投画をお願いします

返信いただく際には、調査票の裏表紙にあるチエツクリストで

記載内容をこ確認の上、こ返送下さい。

1皇‐轟 1塩||■■■||



【調査票にご記入いただ<前に】

本調査票のご記入に当たっては、表紙に記載されている調査対象サービスについてご記入下さい。な

お、表紙に記載されている調査対象サービス以タトのサービスも行つている場合は、それらの会計を「単

鴛祟E52高基23裏募綸たE編足王雫P3肇夫子喜しご丁仝」「偏薦『軍じ冒停娑事Fの下
、以下
に

○ 表紙に記載されているご住所、事業所名等に誤りや訂正がございましたら、送雪さで修正をお

願いいたします。

○表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行っている場合 (他の介護

保険サービスを実施していない場合を含む)は、 (4)(6)に ついてご記入いただ<必要はあ
りません。ただし、複数の介護保険サービスの会計を「一体」で行つている場合は、 (4)
(6)についてご記入をお願いします。

○ 「会計を単独で行つている」とは、複数の介護保険サービスを行つている場合に、それぞれの介

護保険サTビスの会計を区分していることをいいます。

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行つている場合 (他の介護

保険サービスを実施していない場合を含む)は、ご記入いただ<必要はありません。ただし、複
数の介護保険サービスの会計を「一体」で行うている場合は、ご記入をお願いします。

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについてご記入下さい。なお、調査対象サービスと会計

を「一体」で行つているサービスがある場合は、それらについてもご記入をお願いします。



記入の流れ

電話番号、活動状況 等

問1(1)

間1(2)

|き:ミ i二il三二

間 1(3) 蒔 rr覇
韮ti[=≦
間1(4)

間 1(5)

問 1(6)

問5(1)



(1)事業所の開設年月を西暦で記入して下さい:

西暦 |   1年  |   1月

(2)経営主体として該当するものを、下記よリーつ選んで番号を記入して下さい。

(3)表紙に記入されている調査対象サービスにおける会計の区分状況について
下記より選び、番号を記入して下さい。

1.調査対象サービス単独 (調査対象サービスの収入 。支出を把握)で会計を行っている

2.調査対象サービス以外のサービス等と一体的に会計を行つている

(4)下 記の該当する項目の□にチェック (図)し、それぞれ指示に従 つて下さい。

魃 |三萎ll三亘≡II≡菱三:て

'^壼

壼IIII
一体会計 ⇒ 下記表に、調査対象サニビスと一体的に会計を行つているサービスの事業所

番号を記入して下さい。

璽高3墓司

瑕

１

２

３

４

都道府県       5。 医療法人

市区町村       6.社 会福祉協議会
｀

広1或連合 。一部事務組合 7。 社会福祉法人(社会福祉協議会以夕縛

日本赤十字社・社会保険関係団体

8。 社団 。財団法人

9。 その他の法人

10。 1～9以外

事業所番号サービスの種類

(居宅サービス)

ウ 介護予防訪間入浴介護
工 訪 FCD5入浴介護
オ 介護予防訪間看護
力 訪問看護
キ 介護予防訪間リハビリテーション

ク 訪問リハビリテーシヨン
ケ 介護予防通所介護

サ 介護予防通所リハビリテニション

シ 通所リハビリテーシヨン
ス 介護予防福祉用具貸与
セ 1福祉用具貸与

ソ 介護予防短期入所生活介護
タ
ー
短期入所生活介護

チ 介護予防短期入所療養介護
ツ 1短期入所療養介護 ‐

テ 介護予防特定施設入居者生活介護
ド 4寺定施設入居者生活介護
ナ 介護予防支援
二 |,居宅介護支援

⇒(5)④も記入 |

}‐
⇒(5)(Dも記入

  |
― ―

―
―
―
― ―

一

― ―

―

ヽ                   |

(5)⑥も記入 |

(次頁へ続く)



(4)の 続き

(地域密着型サービス)

ヌ 夜Fo3対応型訪間介護
ネ 介護予防認知症対応型通所介護
ノ 認矢0症対応型通所介護
ハ 介護1予防小規模多機能型居宅介護
ヒ 小規模多機能型居宅介護
フ 介護予防認知症対応型共同生‐活介
へ 認矢0症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介

地域密着型介護者人福祉施設入所者生活介

(施設サービス)

三ヽ
ム
一メ

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

―
―
一―

十

‐

(5)病院・診療所の状況



(6)下記の該当する項目の日にチェック (図 )し、指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ Fo3 2(8頁 )に進んで下さい。 (5)は記入不要です。

一体会計 ⇒ まず①の調査対象サービスにチェック (図 )し、それぞれの太枠内に
記入して下さい。

9埜醤賃ヨ:雇撃173(畠}612角尋資源更煮関雇畢賃己仝¥低
い 。    

｀

            ・

【メ 介護療養型医療施設】

=百
面

"
要介護3

延べ在院者数

[1:“
※1:要介護認定を受けて非該当・要支援と判定された人、要介護認定申請中の人を計上して下さい

② 〔ア 介護予防訪間介護】/【イ 訪FED5介護】

靡蘊認雪蓬墓璽:二 |_三
=I三
二」

【イ 訪間介護】                               |

1介護保険利用者へのサービス (3月 中 )

身体生活 1 生活援助 丁渕 丁
~~各
言キ
~¬

類型別延べ訪間回数 _」二___ 回 回 _二_旦J__   旦
時間 |

8寺間 B寺間 |

へのサービス (3月 中 )

|=~=可 ~~丁 当床芥響丁

類型別延べ訪問 B寺間数

その他の利用者 (障害者等 )

延べ訪間回数

|ユ:型
③ 【ォ 介護予防訪間看護】∠_1カ・ 訪F03看護】____

l  l画

その他 (認定申請中 )
刊

|

∃ |

―
―
―
― -1

|「護予防訪Po3看護〕

3月中)|   ]

|

求 |よ 護
別 る保

護 |ズ矮

囲|~E
′へ | に

:鴫

うち老川呆麒 こよ甜 総醐
国

人

深夜 (再掲 )

EII]回
→ うち老人保健法 EI:コ 回 「

「

①・〔メ 介護療養型医療施調

准看護師

夜間又は早

看護師、保健師

E正三]回
→ うち老人保健法 [IIヨ 回



※介護保険法の訪問看護のサービスを3月 中に1度
利用した者の状況について記入して下さい。

呵【力 訪問看護】

実利用者数 (3月中)
「≡不墓藻 不夢 1理事選異ヨ

~≡

界 その他
(認定申請

人人 |人
|

人 |人人
|

(再 18」 )健康保険法
等による併給者数

※1 E==コ 人
→ うち老

^保

健法による併筆
者数 | | 人

求

別

訪

間

回

数

（
３

月

中
）

介
護
保
険
法
に

よ
る
請
求

延べ訪PCD5回数

着護師、保健白「 匝

准看護師 ロ

又 は

)
匝 1  深夜 (再掲) 匝

側

虜

傷

隠

泄

等

に

よ

る

請

求

※
１

蕎護師、離 |□ 回 → うち教 保健法

准看護師  IE==コ 回 ― うち者人保健法

Eコ 回

匡 コ
回

【その他の訪問看護のサービスの提供状況】 醤奄奇     蘊 1
利用すo重の状況につ[_)三記入して下さぃ.__二 J

健康保険法等  __==「 ~1そ の他 (自由契約等 )
うち老人保健法

実利用者数 (3月中)

面蟄険¬I‐
ttI

壁 匡コ_■___三 _当

驀 曇ム轟 貪 房 爾 罰三よる調 語 羞
J

利用する者について計上して下さい。

④ 〔キ 介護予防訪 Fo3リ ハビリテーシヨン】/【ク 訪間 リハビリテーシヨン】
※介護保険法の介護予防訪問リハビリテーシヨンの 1

【キ  介 護 予 防 訪 間 リハ ビ リテ ー シ ∃ン】  サービスを3月中に1度以上利用した者の1犬況につい
て記入して下さい。

延べ訪間回数 (3月 中)

※介護保険法の訪問リハビリテーションのサービス |
を3月中に 1度以上利用 した者の状況について記入 し

|

y]≧末墓F轟ム「獅 1

言方間 リハ ビ リ テ ー シ ョ ン 】        を3月中に 1度以上利用 した者の状況について記入 し

要介護 21要 介護 31要 介護41要 介護 51(嘉窪屹轟 )

1延べ訪 Fo5回数 (3月
~丁~~牽

壱褒饒彙醜瑶羅稲
に のЮ 調

… …
刀  巌 薦 赫 [鐸

畔 轟

=1

スを利用する者

健康保埠法等「__._暑 ＼`＼＼
うち老人保健法

ヒゝ



⑤ 【ヶ■‐介1護1予防通所介護】|:/1〔コ1通所倉諄】

【ケ 介護予防通所介護/コ 通所介護】をを サービスの提供状況

食事延べ提供数 (3月中) l  l食

送迎の状況
(3月中)

送迎延べ実施回数

うち通常の事業実施地
i或以外の送迎延べ実施

回数

]で
テつた

〔蓬合2企
`緊

北聾罫fξЪま」。〕

壷豊三極菫:仄怖h

⑥ 【サ 倉護1予防通所リハビリテーシヨン/シ |‐通所リハビリテーシヨン】
【サ 介護予防通所リハビリテーシヨン/シ 通所リハビリテーシヨン】を
を サービスの提供状況

軒
~~~下~丁

¬1食事延べ提供数 (3月中)

| 1回 |※鷹公雰i発浮冤詢尋銘羹靴2行
つた

〔チ 介護予防短期入所療養介護】/【ツ 短期入所療養介護】

【チ 介護予防短期入所療養介護】

要支援 2

療養病床等を有す

郎
「

l .基 準適含診療所

,「廣賣肩床薯石有す

苗了
:許
「



短期入所療養介護】

1要介護3 要介護 5
その他※
1

療養病床等を有す
る病院

老人性認矢0症疾

療養病床等を
有する診療所

療養病床等を有す

人性認矢0症疾患

療養病棟

療養病床等を

有する診療所

1基準適含診療所

:要介護認定を受けて

一―一― ――一―一――――一一―――覇蕎罰罹T覆盈丞董ザ三百乏雇司【チ 介護予防短期入所療養介護/ツ 短期入所療養介護】
況ヽ

―

― ―

一

     
一
―

一

  
―

一

― 一
一

|

夕頭 |1霊I~T画 ≡ ― ――J_=、
~~~ i戸 二==〒 軍Tttξ /_人 |「 対 tノて 片道の送迎を行 つた |

1食事延べ提供」

―
―
ト
ー
ー
ー（
１３
』
鵬
Ｆ
‐
‐
―
一※

③ 【介護予防居宅療養管理指導】/【居宅療養管理指導】

【介護予防居宅療養管理指導】

‐
医師・歯科医師 I   I人

―

―
 

―

―
―
-1

―
|

ヨ

・・・．

―

べ利用者数

(3月中)

鰤曇暑謂IE≡貪
讐通栄豊■ 1雨 入

１

・・・．
‐

一　
一　
一

鵡 1重:

４
ヨ
ヨ
ヨ
‐製
州



【ナ|||‐介1護1予防支援}1/1【二■居宅介護支援】

用 【ナ 介護予防支援】

要支援 1 要支援2 その他 (認定申請中)

実利用者数 (3月中) 人 人 人

うう新規の実利用者数
(3月中)

人 人 人

1塩滲讀莉|  1人
【二 居宅介護支援】

要介護 1 要介護2 要介護3 要介護4

寡利用者数 (3月中)l   人 人 人 人 人 人

|う
ち新
‖

用者数

1 人 人 人 人 人 人

i二」が給if奎直至葛稲玩両二夢研覇言万天輛 れ てよ
|

鱚 熙
~不

菖
=房

夏蔭フ
「
品           藉荻萩頂

一――
―

|

‥ 酬 |□ 件

‐
‐
‐

一
‐

‐

‐
‐

‐

「

―
―

―

コ

一
一
一

1  住宅改修理由書の  |
1 作成件数 (3月中) |

⑩ 【ヌ 夜間対応型訪Fo5介護】

【ヌ 夜間対応型訪間介護】

「

一

―

―――

| (3月 中)

1類型別延べ訪間回数

|`R日  |…t.1H
;i - ))DfftFB

※ 1:非該当の人であつ

熙 藁 轟 .2あiW

上して下さい。

欄一幌



※ 1:介護保険適用面積については、通所リハビリ (介護予防含む)、 通所介護 (介護予防2む )、
認知症対応型通所介護 (介護予防含む)の専用面積について記入し、医療保険適用面積については、
重度認知症疾患デイ・ケア、リハピリテーシヨン、精神科作業療法、精神科デイ

・ケア (ナイト・ケア、

デイ・すイト・ケアを含む)の専用面積について記入して下さい。
介護と医療で共用している諸室については、両者に重複して記入して下さい。

※2:「 1建築延べ面積」のうち、通所以外の介護保険の居宅サービスについて、再掲で記入して下さい。

3/14



下記に該当する場合は、□にチェック (図 )し、指示に従つて下さい。

単独会計

※

※

⇒ 本FcD5(P053)は回答不要です。 Po34(10頁 )へ進んで下さい。

一体会計 ―――一―――― β讐訴FT彎聖萱互Iヨ⇒ 下記の計算式に従い、調査対象サービスに従事する職員i
末日時点)を常勤換算人数で記入して下さい。

複数の職種[イ疋事している場合は、主として従事している職種のいずれか1つに分類して記入して下さい。

介護支援専門員として従事している者は、 1～ 19のいずれかに分類して記入して下さい。主として従事している職種

を決めがたい場合は、1～ 19の数字の若い順で優先して記入して下さい。

職員配置  (平成23年 3月末日現在)
常勤

(小数点 1位まで )

非常勤

(小数点 1瞳まで )

1 病院・診療所の管理者
2 その他介護保険事業の管理者
3 医師 人

|   。 人

「
T~~~「
‐~~~三

TTτ疋

|   。 人

4 1看護師
|

人
|

人

5 准看護師
6 介護職員

__L7__型 主_――― ―――――― ―8 理学療法士
9 作業療法士
10 言語聴覚士
11 柔道整復師 。あん摩マッサージ指圧師
12 1生活相談員

「
可百
~5ら
輸 I~~――

一――一― ―――――

14 福祉用具専P5相談員

人 | 人
一

。 人    `人
。 人    .人
人

| 人

人| 人

人
|

人

人 | 人

人
|

人

ノkl 人

人 人

15 栄養士

116 うち管理栄養土
人| 人

人

171調理員
18 事務職員

人 人

人

19‐ |その他 人 人

20 上記 1～ 19のうち介護支援専 Pヨ員 (再掲) 人
|

人

21 ‐上記 1～ 19のうち訪問介護のサニビス提供責任者 (再掲) 人 ._・ 人

【換算数の計算式】

職員の1週間の勤務時間

施設が定めている1週間の勤務 8寺間

〈※lヶ月に数回の勤務である場合〉

職員のlヶ月の勤務時間

施設が定めている1週間の勤務0寺間×4(週 )

上記計算式によつて得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第 1位まで計上し
て下さい。得られた結果が01に満たない場合は、「○_1」 と計上して下さい。

※ 職員の勤務時間は実態に応じて、算
出して下さい。管理者等の職種で、
事業別に従事した時間を把握するこ
とが困難である場合には、おおよそ
の時P83によって算出して下さい。



下記に該当する場合は、□にチェック (図)し、指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ 調査対象サービスに従事する職員の換算人員
平成23年3月のlヶ月分の給与額等について、

~~~=T‐

―

~「
T==‐ ‐ .__^′ 上 ⌒

~~~~~~~¬

―に 計 ⇒ 会計を一体白旬に行つ乱 る 介護保険サービス等
1穣言脚

、
ヶ    lFel員の換算人員 (平成23年 3月 末日時点)と平嵐

月分の給与額等について、それぞれ記入して下さい。          __」

複数の職種に従事している場合は、主として従事している職種のいずれか 1つに分類して記入して下さい。

主として従事している職種を決めがたい場合は、1～ 19の数字の若い順で優先して記入して下さい。

(平成23年3月末日時点)と
それぞれ記入して下さい。

※

※

職 種

常 勤

換算  |
人員 ‐ 給  料

千   円
実人員

人^ 人 | 百 万

勤

一
料

千人

算

員
換

人

百 万 P

1 病院・診療所の管理者
|

‐ _■ ___・ _

|

2そ の他介護保険事業の管理者
3 医師
4 看護8雨

|

||
| _||

||
，
―
―
―
■

|

‐工‐‐‐一　　一

‐
「
‘一
　
　
　
一
‐
‐
　
一　
　
」
一

‐

‐
一　
　
　
一‐
‐
‐
一
　
　
　
一

| |
L_|

5准 看護師
6介 護職員
17う ち介護福祉土 一

一
一
一
一
一
一
二

一　

一

~~~「

|

! | ‐　一‐エ
8理 学療法士
9作 業療法士
10言語聴覚士
11柔道整復師 あん摩マッサージ指圧師

12生 活相談員

__旦見つつ年3叫 ___ __
14福祉用具専門相談員
15栄責士
Fδ ちら薔連経 士 ~~~

1‐ 7調理員

~可 ~~|

| |
| |

|  || |

一「・・一　・・一‐‐・‐‐一「
一「一一

|

――

「

|

一　

一 -1-

|  _

一‐‐‐
|

~可 ~~ 1

__[ :

|

――十一 「
| |

|

|

―

一
　

―

・

―

―

18事務職員
19その他 |

20介 護支援専門員 (再掲 )

21通勤手当 (再掲 )
十

111た

22着護・介護職員に係る夜勤手当 (再掲 )

23賞与 (年間支給額の 1/12の額)
漁 笛 人昌  | 5

人
|

24退職給与31当
金の実施、

退職金に関わ

る共済等への

加入

(複数回笞可 )
その他共済制度に加入

E翌輔 菫Ю鱚 只 勘 2
(6) 退職金として支出 (平成22年度実績の1/12)

上

|

|

|

25法定福利費 (事業主負担・平成22年度実績の 1/12)
十

11



単独会計 ⇒ 調査対象サービスに関する、 (1)医業・
(2)医業・介護費用等 (13頁)について、
1か月分の額を記入して下さい。

介護収益 (本頁)および
それぞれ平成23年3月の

⇒ 会計を一体的に行っている介護保険サービス等も含めた全体の、
(1)事業収入 (本頁)および (2)事業支出等 (13頁 )について、
それぞれ平成23年3月の1か月分の額を記入して下さい。

「‐　‐‐‐
‐

※1 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を
算出して下さい。

(1)医業・介護収益

金   額

千

介護報Blll収益

1 施設介護料収入 ′」ヽ言十

(1)介護者人保健施設

(2)介護療養型医療施設

2居宅介護料収益 ′Jヽ計

(1)訪 Po3介護 (介護予防含む)

(2)訪間入浴介護 (介護予防含む)

てG万爾j¨ 肇菫享電万磐素]う
(併設訪問看護ステーシヨンを含まない)

(4)訪問リハビリテーション (介護予防含む)

Jヽ

ない.)

(5)通所介護 (介護予防含む )

(6)通所リハビリテーシヨン (介諄予防含|む)

(7)福祉用具貸与 (介護予防含む)

(8)短期入所療養介護 (介護予防含む)

(9)居宅療養管理指導 (介護予防含む)

(10)夜間対応型訪問介護

(11)認知症対応型通所介護 (介護予防含む)

|(12)小規模多機能型居宅介護 (介護予防1含‐む〉

|(13)認矢0症対応型共同生活介護 (介護予防含む)

:歴空翌F:王戸で可爾響繭
―・
 ‐二 二 二

3居宅介護支援介護料収益

|(1)禿        ~

…

座 塞 警 重わ三塑 董 幽 J

(2)居宅介護支援介護料IIP益

ll「
| |

IIII
|

|    |~可~~~]~ ~~

t   i

l  l

~丁
lTI~

_:L__1

|   |

IIII

|~¬

~

L三二

丁T~「
~

一=「一十一

丁
「
可
~

____二 _1 ___

'「
~「
「

|  |

一
―――.― ――

「
~~ 1~ ~

[_|__

|   |~「

「

~

―
―

11/14



(前頁からの続き)

目科

円

額

　

干

金

百万

Ｉ
　
医
業

・
介
護
収
益

4保険タトの利用料による収益■          ′|、計 ||
1医 1丁 施設介護料収入          ′ぃ言十

一‐

」
‐

||「蔦曜菖喜天凛健Ⅲ設 ||
―
‐―――ユ

|

IF~訴喜轟藝面覇轟「
ち
~轟
薙要葛蔦蒟薦

1丁
戸慕再:   

「

~ ′」ヽ言十

|イ 訪問入浴介護 (介護予防含む)

|

一　　一‐　
一一“

ウ
~蘭
醸罫罫爾護爾琵百戸

~1~~~~

L_(任 設重固重董スニニ2旦ンを室重壼塾)_
1工 訪問リハビリテーション (介護予防2む )

|オ 通所介護 (介護予防含む)

|力 通所リハビリテーシヨン (介護予防含む)

| ‐キ 福祉用具貸与 (介護予防含む)

.| |ク 短期入所療養介護 (介護予防含む)

.ケ 居宅療養管理指導 (介護予防含む)

.  |コ 夜間対応型訪間介護

| | :サ  認知症対応型通所介護 (倉護予防含む)

||「デi轟槙募薦亜藤罫ぎあ塞事腱れ
'~

二監識「l⑮嬰 1ゴ弘:

15 その他の事業収益              小言十

1 1(1)ホームヘルプサービス収益 (障害者等)

|(2)介護予防事業者からの委託に係る収入

|(3)特定老人保健施設療養費

|(4)介護報酬‖査定減
トーー
ーーーーー

|(5)介護職員‐攣遇改善交付金受入額
L二_________― ――――――――――――一三二=________――――=__‐ ――――――

―

|(6)その他

|

一　

一　

一　

一

一　
一　
一

一　

　

　

一

|

ト  ー

」‐‐」
一　

一

一
　

一
　

一

‐‐　・・一‐一　
「‐‐一．．

一

一
|

ト ー

|

|

|

|

|

|

|

収益計 (医業収益+介護報酬‖収益) L |   |

| |

―

―

L
※ 1事 業 ら1年に満たない場合には、事業開始から し に ケ

しヽ 。

12/14



※ 記入にあたつては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準する (半期 。四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12に する等)に改めてご記入下さい。
※ 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ

い 。

※ 各支出費目において消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式 (各支出費目に消費税額を

算入した値)で記入して下さい。

(2)医 業・介護費用

成23年3月

13/14



(前頁からの続き)

委託費         ‐
|■  ■‐‐| 1  計

|イ 送迎委託費
|

(病衣除く)

オ 各種器械保守委託費

|力 その他の委託費 (ア～オに該当しないもの)
Ⅱ

医
業

介
言蓄

費
用

減価償却費 言十

ア 建物及び建物付属設備減価朧 β費

イ 医療用器械設備減価償却費

特殊浴槽減価償却費

|オ その他の減価償去0費 (ア～工に該当しないもの )

9 その他 (1～8に該当しないもの )

医業・介護費用計 (1～9の合計 )

Ⅲ 医業・介護外 ll■盃

1 受取不」息・配当金

2 その他の医業・介護外収益 (1に該当しないもの )

Ⅳ 医業・介護外費用

うち支払禾」息

V 特別損益

牛寺局」禾」益

2 特周」損失

Ⅵ 税金 (年額)
※ 1 事業開始から 1年に満たない場合には、事業開始から
しヽ。

※ 2 記入にあたつては、平成23年 3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準する (半期・四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。



下記図の流れに従い、記入した質問にチェックし、記入漏れがないか確認して下さい。

電話番号、活動状況 等  □

間 1(1)

単独」と回答

1■:三二」Li■■上
=間3□
:

==↑
11■■■■|■■●■■■■■■1,II'1

間 5(¬ )

問 5(2)

間は以上です。後日、調査事務局より、記入内容について確認させていただく場合もあり

ので、お手数ですが記入の終った調査票はコピニをとり、控えとして9月までお持ち下さい。

入の終つた調査票は、同封の返信用封筒に入れ、4月 30日までにポストに投函して下さい

(切手は不要です)。

一体Ｊ□

■
一一一一
一■
●
証

□
一

間1(2)



(案 )

平成 23年渡
議 業
介濯
縦
事業実態調査
実 態調査 )

( )

( )

お名前‐ (役職 )

⑤ 4月 1日時点の調査対象サービスの活動状況

有のいずれゎヽこ  □ 活動中
チェックロを
お願し`します   □ 体止 "=

□ 廃止

4月 30日までにご投函をお願いします

返信いただく際には、調査票の裏表紙にあるチェックリストで
記載内容をこ確認の上、こ返送下さい。

(介

<居宅サニビス・地域密着型サービス事業所調査票>
(介護予防含む)(福祉関係 )

平成 23年4月調査

右に印字してある3つの項目は
必ずこ確認下さい。

誤りや訂正がこざいましたら、
恐れ入りますが朱書きで修正を
お願いいたします。

①電話番号  :

② FAX番号  い

③:Eメニルアドレス

④ 回答担当者

お手数をおかけしますが、下の①～⑤にこ記入をお願いいたしますも

―……"内側へお進み下さい ――↑…・・‐
,'~・・~

・"今回の調査にこ回答いただく必要はこざいません。
お手数ですがこのまま調査票をこ返送下さい。

@

厚 生 労 働 省 老 健 局



【調査票にご記入いただ<前に】

本調査票のご記入に当たつてはt表紙に記載されている調査対象サービスについてご記入下さい。な
お、表紙に記載されている調査対象サービス以外のサービスも行つている場合は、それらの会計を「単
独」で行つているか「一体Jで行っているかによつて、ご記入いただ<項目が異なりますので、以下に
お示しする内容をお読みいただいた上で、ご言己入下さいますよう、お願い申し上げます。

○表紙に記載されているご住所、事業所名等に誤りや訂正がございましたら、失書きで修正をお
願いいたします。

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行つている場合 (他の介護
保険サービスを実施していない場合を含む)はt(4)(5)|に ついてご記入いただ<必要はあ
りません。ただし、複数の介護保険サービスの会計を「一体」で行うている場合は、 (4)
(5)についてご記入をお願いします。     ′

○「会計を単独で行つている」とは、複数の介護保険サービスを行つている場合に、それぞれの介
護保険サービスの会計を区分していることをいいます。   .  I

○表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行っている場合 (他の介護
保険サ■ビスを実施していない場合を含む)は、ご記入いただく必要はありません。ただし、複
数の介護保険サービスの会計を「一体」で行つている場合は、お手数ですが、ご言己入をお願いし
ます。

○ 表紙に記載されている調査対象サ‐ビスについて、会計を「単独」で行ってしヽる場合 (他の介護
保険サービスを実施していない場合を含む)は、ご言己入いただく必要はありません。ただし、複
数の介護保険サービスの会計を「一体」で行つている場合は、ご記入をお願いします。

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについてご記入下さい。なお、調査対象サービスと会計
を「一体」で行つているサービスがある場合は、それらについてもご記入をお願いします。

○ なお、「 (2)事業支出等」につきましては、貴施設で使用している会計基準、指針に該当する
箇所についてご記入下さい。なお、該当する会計基準等が無い場合は、「 (2)一A 事業支出
等 :指定介護者人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」に沿ってご記入をお願いします。

口「指定介護老人福祉施設等会計処理等取扱指導指針」に基づいた会計を行っている場合 '

間5(1)事 業収入
間5(2)一 A事業支出等 :指定介護者人福祉施設等会計処理等取扱指導指針

■「社会福祉法人会計基準」に基づいた会計を行っている場合

間 5(1)事 業収入
間5(2)一 B事業支出等 :社会福祉法人会計基準

５

５

間

間

(1)事業収入
(2)一 C事業支出等 :企業会計

へのご記入を
お願いします

べのご記入を
お願しヽします

へのご記入を
お願いします

■「企業会計」に基づいた会計を行っている場合



表紙

簡1111L・ |ス提供あ躾1墓

問21居案|‐設備等の状況

問3:職
‐
員配置

Fn541職員給与

間01J又支の状況

記入の流れ

問1(2)

「2.一体」と回答

電話番号、活動状況 等

間 1(1)

問1(3)狂、「1単独」1回窒

社会福祉法人会計基準指定介護老人福祉施設等

問1(4)



(1)事業所の開設年月を西暦で記入して下さい。

西暦 l   l年  11   月

(2)経営主体として該当するものを、下記よリーつ選んで番号を記入して下さい。

(3)表紙に記入されている調査対象サービスにおける会計の区分状況について
下記より選び、番号を記入して下さい。

1.調査対象サービス単独 (調査対象サービスの収入 。支出を把握)で会計を行つている

2.調査対象サービス以外のサービス等とT体的に会計を行つている     |

(4)下記の該当する項目の□にチェック (図 )し、それぞれ指示に従つて下さい。

ヨ

1.都道府県        6。 医療法人

2.市区町村        7.社 団・財団法人

3.広域連合 。一部事務組合  8。 震業協同組合及び連合会
4.・ 社会福祉協議会     9。 消費生活協同組合及び連合会
5.社会福祉法人 (社会福祉協議会以外)

10.:営利法人

11.特定非営不」活動法人(NPO)
12。 その他の法人

43.1～ 12以外

サービスの種類 事業所番号

(居宅サービス )

ア 介護予防訪問介護
イ 訪問介護
ウ 介護予防訪間入浴介護
工 訪問入浴介護
オ 介護予防訪間香護
力 訪問看護
キ 介護予防訪間リハビリテーション
ク 訪問リハビリテーション
ケ 介護予防通所介護
コ 通所介護
サ 介護予防通所リハビリテーション
シ 通所リハビリテーション
ス 介護予:防福祉用具貸与
セ 福祉用具貸与
ソ 介護予防短期入所生活介護
夕 短期入所生活介護
チ 介護予防短期入所療養介護
ツ 短期入所療養介護
テ 介護予防特定施設入居者生活介護

}⇒ (o醗訊卜 特定施設入居者生活介護

(5)⑤も記入
す 介護予防支援
二 居宅介護支援

(5)①も記入
|

|

(5)②も記入

≫
⇒(5)oも記入



(4)の 続き

(地 1或密着型サニビス)

ヌ 夜間対応型訪間介護 ⇒(5)⑦も記入
ネ 介護予防認知症対応型通所介護
ノ 認矢0症対応型通所介護
ハ 介護予防小規模多機能型居宅介護
ヒ 小規模多機能型居宅介護
フ 介護予防認矢□症対応型共同生活介護
へ 認知症文」応型共同生活介護
ホ 地域蜻 型特定施設入居者生活介護
マ  地上或密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 ⇒(5)⑥も記入

(施設サービス)

三ヽ

ム

一メ

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設
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(5)下記の該当する項目の国にチェック (図 )し、指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ 調査対象サービスにチェック (И )し、それぞれの太枠内lc
記入し、Fo5 2(6頁 )に進んで下さい。

介護予防訪間介護】/【イ 訪間介護】

【ア 介護予防訪間介護】

サービス提供延べ時間数 (3月申)l   l時 商

〔イ 訪間介護】

介護保険利用者へのサ =ビス (3月中)

身体介護 身体生活 生活援助 1 躊 含計

類型別延べ訪問回数 回 回 回
|

回 回

類型別延べ訪間 B寺間数 日寺「:] 時間 時間 |
時間 曰寺F09

その他の利用者 (障害者等)へのサービス (3月 中)

間 1(4)(1～ 2頁)で事業所番号を記入したサービスの□に
チェック (図 )し、それぞれの太枠内に記入して下さい:

吻
② 【ケ 介護予防通所介護】/【コ 通所介護】

送迎の状況
(3月中)

【ケ 介護予防通所介護/コ 通所介護〕をあわ″オサービスの提供状況       |

食事延べ提供数 (3月 中) |  1食

送迎延べ実施回数 |  1回 ※繁唇粘蘭鼎鷺疑行
つた

うち通常の事業実施地
t或以外の送迎延べ実施

回数
〔産窪金各普鍋ΞξЪま」。〕

③ 【ソ 介護予防短期入所生活介護】/【夕 短期入所生活介護】
【ソ 介護予防短期入所生活介護/夕 短期入所生活介護】をあわ″庁サービスの提供状況

うち通常の事業実施地
域以外の送迎延べ実施

回数

□ :基   
‐※琶辱雫響試iビ
スも含めて言3入食事延べ提供数 (3月 中)

送迎延べ実施回数 挙蕩禁利よ[墓薩課昇翼凱飛行
つた

〔蓬合2企基選発、こ意もます。〕
送迎の状況
(3月 中)



④ 【テ
【ホ
介護予防特定施設入居者生活介護】/【 卜 特定施設入居者生活介護】/
地域密着型特定施設入居者生活介護】

⑤ 【す 介護予防支援】/【二 居宅介護支援】
【す 介護予防支援】

実利用者数 (3月中)

うち新規の実利用者数

「

百
1に委託している実利用者
| ~「頚こ月1う

要支援 1

|  1人

要支援 2 その他 (認定申請中)|

【テ 介護予防特定施設入居者生活介護】

その他 (認定申請中)

巡【卜渠,定施設入居者生活介護】
要介護 1 1要介護2 要介護 3 要介護4 要介護5 その他

(

延べ利用者数
(3月中)

人1    人 人 人 人 人

【ホ 地域密着型特定施設入居者生活介護】

|、
要倉金 1 要介護 2 要介護31 要介護4 要介護51(縣21払

延べ利用者数
(3月中)

人 人  本1 頂 人1  人

人

一
人

実利用者数 (3月中 )

ち新規の実利用者数

介護予防支援事業所から受託
している実利用者数 (3月

中)

要介護認定調査の受託
件数 (3月 中)

【二 居宅介護支援】

住宅改修理由書の作成
件数 (3月 中)

要介護 1 1要介護2 要介護 3

l  ll牛

|  1人

※1:その他にはケアプランの依頼を受けたが給付管理に至らなかった利用者の人数を記入して下さい。



⑥ 【ミ 介護老人福祉施設】/【マ 地1或密着型介護者人福祉施設入所者生活介護】
憔

機 【ミ 介護者人福祉施設】

施設サービス利用者数 ※短期入所生活介護 (空床型)の利用者については、ここに含めず
に 、

次ページ「④ 〔ソ.'介護予防短期入所生活介護/夕.短期入所生活
介護111「含めて記入 tノて下さしヽ

^

要介護 1 要介護2 要介護 3 要介護 4 要介護 5 その他※1
延べ在所者数
(3月 中)

人 人 人 人 人 人

延べ入院、外 )白者数

(3月 中)
※ 1 非該当の人であつて し い 計 て 下

【マ 地1或密着型介護者人福祉施設入所者生活倉護】

施設サービス利用者数 ※短期入所生活介護 (空床型)の利用者については、 ここに言めす
|こ (

次ページ「④ 【ソ.介護予防短期入所生活介護/夕.短期入所生活
介護]|に 含めて言Rtt tノて下さいぃ

要介護 1 要介護 2 要介護 3 要介護4 要介護 5 その他※ 1
延べ在所者数
(3月 中)

人 人 人 人 人 人

延べ入院、外泊者数

(3月 中)
人 人 人 人 人 人

※1:非該当の人であつて目買でサービスを利用してい の人を計上 して下さい。

祗呵蜃0こ董≧藝基三歪亘三霊誕至墓浜絆
早寧
着
]介琴考今福

祉施設入所煮生活介護】

施設サービス提供数  ※短期入所生活介護 (空床型)の利用者については、ここに含めずに、

食事

次ページ「④ 【ソ.介護予防短期入所生活介護/夕.短期入所生活
介護】」に言めて記入して下さい。

■■=
⑦ 【ヌ 夜間対応型訪Po3介護】

【ヌ 夜間対応型訪間介護】

1琴介護1 1 要介護21 |

要介護3 要介護4 要介尋 の他※ 1

実利用者数
(3月 中)

人 人 人
、

人 人 人

『
…
|う
ち陣時訪問

回 回 回 回 回 回

回 回 回 回 1   回 1   回

回 回 回 | 口  回  回

1 人であつて自費でサービスを利用してい 言1上ユIンて 卜さい
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【ネ 介護予防認矢0症対応型通所介護/ノ 認知症対応型通所介護】
をあわせたサービスの提供状況

※鵬合髪珊き[習拶諄琴翼員1行す
|一人の人を迎えに行き、
送つた場合は2回になります。

食事延べ提供数 (3月中)

送迎の状況
(3月 中)

送迎延べ実施回数

諸室面積 合計
医療等の介護保険
以タトの事業

介護保険事業

合計
うち、調査対象
サービス

建物床面積
専用 ２ｍ ，ｍ

『

２ｍ

共 用 rn ●ｍ ２ｍ ２ｍ



下記に該当する場合は、国にチェック (図)し、指示に従つて下さいる

単独会計 ⇒ 本F05(間 3)は記入不要です。 間4(8頁 )へ進んで下さい。

こ従事 している複数の職種に従事している場合は、主として従事している職種のいずれか 1つに分類して記入して下さいも
介護支援専門員として従事している者は、 1～20のいずれかに分類して記入して下さい。主として従事している職種
を決めがたい場合は、 1～20の数字の若い順で優先して記入して下さい。

‐体会計 ⇒ 下記の計算式に従い、調査対象サービスに従事する職員数 (平成23年 3月
末日B寺点)を常勤換算人数で記入して下さい。

職員配置  (平成23年3月末日現在)
常勤

(小数点1位まで)

非常勤

(小数点1位まで)

1 特定施設入居者生活介護 (介護予防含む)の管理者 人 人

2 地域密彗型特定施設入居者生活介護の管理者 人 人

3 その他介護保険事業の管理者 人 人

4‐ 医師 人
一

人

5 看護師 人 人

6 准看護師 人 人

7 介護職員 人 人

|
8 うち介護福祉土 人 人

9 理学療法土 人 人

10 作業療法土 人 人

11 言語聴覚土 人 人

12 柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師 人 人

13 生活相談員 人 人

114 うち社会福祉士 人 人

15 福祉用具専門相談員 人 人

16 栄養土 人 人

117 うち管理栄養士 人 人

18 調理員 人 人

19 事務職員 人 人

20 その他 人 人

21 上記1～20のうち介護支援専門員 (再掲) 人 人

22 上記 1～20のうち訪Fo5介護のサービス提供責任者 (再掲) 人 人

【換算数の計算式】

職員の 1週間の勤務時間

施設が定めている1週間の勤務時間

く※lヶ月に数回の勤務である場合〉

職員のlヶ月の勤務時間

施設が定めている1週間の勤務時間×4(週 )

職員の勤務時間は実態に応じて、算
出して下さい。管理者等の職種で、
事業別に従事した時FB5を把握するこ
とが困難である場合には、おおよそ
の時間によって算出して下さい。

上記計算式によつて得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第1位まで計上し
て下さい。得られた結果が0.1に満たない場合は、「O.1」 と計上して下さいょ
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下記に該当する場合は、□にチェック (図)し、指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ 調査対象サニビスに従事する職員の換算人員
平成23年3月のlヶ月分の給与額等について、

里響罹τttXE釉駁屋b誌桑炉麗 |(響力獣櫻配淵 短愁5ご
さい。

(平成23年3月末日時点)と
それぞれ記入して下さい。

※

※

会計を一体的に行っている介護保険サービス等も含めた全体の、
職員の換算人員 (平成23年3月末日時点)と平成23年3月のlヶ
月分の給与額等について、それぞれ記入して下さい。

職 種

常 勤 常 勤
算
員
換
人

人

給  料
百 万    手    「Il

実人員

人

算
員
換
人

人

給  料
百 百    手 ` 四

1 特定施設入居者生活介護 (介護予防言む)の管理者

2地 域密着型特定施設入居者生活介護の管理者

3その他介護保険事業の管理者
4医師
5i彗言隻自市

6准看護師
7介護職員

|

8うち介護福祉士
9理学療法士
10作業療法士
11言語聴覚土
12柔道整復師・あん摩マッサージ指圧師
13生活相談員

114うち社会福祉士
15福祉用具専門相談員
16栄養士

18調理員
19事務職員
20そ の他
21介護支援専門員 (再掲)

22通勤手当 (再掲 )
| 
・

23着護・介護職員に係る夜勤手当 (再掲)
I L

24賞与 (年間支給額の1/12の額)
換算人昌  1  営     与

人
| 

十
| 
・

25退職給与弓1当
金の実施、
退職金に関わ
る共済等への
加入
(複数回答可 )

(1)71会福祉施設退職手当等
職員共済に加入

→ 掛け金額
(平成22年度実績の¬/12)

(2)逼
日苫重魯橿釜[≧奮理昂入

→ 掛け金額
(平成22年度実績の1/12)

[3) 中′」ヽ企業退職金共済制度
に加入

→ 掛け金額
(平成22年度実績の4/12)

(4) その他共済制度に加入
→ 掛け金額  _
(平成22年度実績の1/12)

(5)退 職給与引当金繰入の実施
(上記 (1)～ (4)以外)

→ 退職給与弓1当金
(平成22年度実績の1/12)

(6)退 職金として支出 (平成22年度実績の1/12)

26法定福利費 (事業主負担 。平成22年度実績の1/12)
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単独会計 ⇒ 調査対象サービスに関する、 (1)
(2)事業支出等 (11頁)について、
1か月分の額を記入して下さい。

事業収入 (本頁)および
それぞれ平成23年3月の

一体会計 ⇒ 会計を一体的に行つている介護保険サービス等も含めた全体の、
(1)事業収入 (本頁)および (2)事業支出等 (11頁)について、
それぞれ平成23年3月の 1か月分の額を記入して下さい。

※1 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を
算出して下さい。

1)事 業収入
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(前頁からの続き)

科 目 金   額
百万     干 円

Ｉ
事
業
活
動
収
入

4保 険外の利用料による収入
計

)介護老人福祉施設介護サ_ビス収入

,ア 介護者人福祉施設

|イ 地域密着型介護者人福祉施設
(2)居宅介護サ‐ビス利用料収入

:ア 訪間介護 (介護予防を含む)
|イ  訪問入浴介護 (介護予防を含む) ,

:ウ 通所介護 (介護予防を含む)

工 福祉用具貸与 (介護予防を含む)

|オ 短期入所生活介護 (介護予防を含む)

|力 特定施設入居者生活介護 (介護予防を含む)
|キ 夜間対応型訪間介護
ク 認知症文」応型通所介護 (介護予防を含む )

ケ 小規模多機能型居宅介護 (介護予防を含む)
コ 認知症対応型共同生活介護 (介護予防を含む)
サ 地域密着型特定施設入居者生活介護
|シ その他の居宅介護サービス利用料収入

(3)管理費収入

:うち特定施設入居者生活介護 (介護予防を含む)の保険
:外の利用料に係る収入

(4)その他の利用料収入

5その他の事業収入
計

(1 )補助金収入

(2)市町村特別事業収入

(3)受託収入

(4)介護職員処遇改善交付金受入額

(5)その他

6その他の収入 ■
―

)入居金収入

うち特定施設入居者生活介護 (介護予防を含む)の保険
外の利用料に係る収入

(2)介護予防支援事業者からの委託に係る収入

|(3)障害者等のホームヘルプサービス収入

:(4)その他

7国庫補助金等特別積立金取崩額

8介護報酬‖査定減 ▲ |

事業活動収入計
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(2)事業支出等

表紙宛名ラベルの調査対象サービス及びそれと一体的に経営 ,

ついて、使用している会計基準、指針に該当する□にチェック

紙に記入して下さい。|

会計を行つているサービスに
(図)し、それぞれ指定の用

指定介護者人福祉施設等会計処理等取扱指導指針 ⇒ (2)=A(11頁 )に記入

※

　

※

　

※

社会福祉法人会計基準 (2)― B(13百 )に 記入

企業会計 (2)一 C(15百 )に 記 入 |

記入にあたつては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期・四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。
事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ

い 。          .  :

各支出費目において消費税等が尾」途計上されている場合でも、税込み方式 (各支出費目に消費税額

を算入した値)で記入して下さい。
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(前頁からの続き)

科 目 金 額

干百万 円

Ⅱ
事
業

活
動

支
出

コ 賃借料

l①土地

:②建物及び建物付属設備

計
一

ガ

一

‐

i~~~~|~~ 一

一　
一

一

: :

l i

:   :
:  |

・二・・一
一・・・一

一
　

一
　

一
　

　

一
　

　

一

　

¨

一　
　
一　
　
二

l③設備器械            ,
:④その他の賃借料 (①～③に該当しないもの)

サ
1堡険料  __|_1 _二|.        」計

:   :

:①自動車保険料 (自動車損害賠償責任保険料含む)

l②その他の保険料 (①に該当しないもの)

シ 租税公課
スー調諏弓1 __:  ‐1 ______1_■ Jl計

'①

給食委託費     ‐
:②送迎委託費

l③清掃委託費

l④その他の委話章 (①～③に該当しないもの)

セ 雑費
ソ その他の一般管理支出 (ア～セに該当しないもの )

3 減価償却費     ´
計

|ア 建物及び建物付属設備減価償却費

イ 車両船舶設備減価償却費

|ウ 特殊浴槽減価償却費
|工 その他の減価償却費 (ア～ウに該当しないもの)
4 徴収不能額

5 その他 (1～ 4に該当しなOlもの)

事業活動支出計 (1～5の合計)

Ⅲ 事業活動外IIP入
計

一
うち借入金利息補助金収入

Ⅳ .事業活動外支出
| :  :1_  __  __ :  1_ _:_____ .I

:うち借入金利息

V 寺別収入

Ⅵ 寺別支出
計

うち会計区分外繰入金支出:

:うち法人本部に帰属する経費 :役員報酬1等

うち法人税等

イス あ η 力二″ う

「

7影 〕手 /″

溺査婁の里表離左Z`ゴ 士 Jノク〃灰ηに■年看 力容芥,■脇認め千― ず万ギFT太ん■
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※

　

※

　

※

記入にあたっては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期 。四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい6
事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ
い 。       .

各支出費目において消費税等が局」途計上されている場合でも、税込み方式 (各支出費目に消費税額
を算入した値)で記入して下さい。
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(前頁からの続き)

科 目 金 額

干百 万 円

Ⅱ
事
業
活
動
支
出

（
続
き
）

3 事業費支出
計

:ア 給食費
イ 保健衛生費
ウ 水道光熱費
工 燃料費    ,′   ―――― ――  ― ―  ―    ―   ―                       t｀                 プJヽ言十

l①車輌分

②その他

オ

一カ

消耗品費

器具什器費

キ 賃借料
小 計

l①土地                 i′
:②建物及び建物付属設備

l③設備器械

:④その他 (①～③に該当しないもの)

ク 教育指導費
ケ 就職支度費
コ 雑費
サ その他経費 (ア～コに該当しないもの )
4 減価償去l費 計

一ア

一
イ 車輌船舶設備減価償却費

特殊浴槽減価償却費ウ

工 その他の減価償却費 (ア～ウに該当しないもの)
5 徴収不能額
6 引当金繰入 (退職給与弓1当貪!す墜≦_2X_1_li_|: 11。 f
ア 徴収不能引当金繰入
イ 修繕引当金繰入
ウ その他引当金繰入 (ア、イに該当しないもの)
事業活動支出計 (1～6の合計 )

Ⅲ 事業活動外収入_  十一__ _,一  一   ――  二____二   。l
lうち借入金利息補助金収入

V 事業活動外支出
:うち借入金利息 |

_:__ ______一 :― Ol

V 寺別収入

Ⅵ 寺別支出        i三′」UスLLJ              _     計

うち会計区分夕ヽ繰入金支出

うち法人本部に帰属する経費 :役員報酉り‖等
※¬ 退職綸与 51当金は「 6 弓1当金繰入」には含めないで下さし

14/16

五五五笠あの力牲 う
「
}観ι,月F//″ _



※ 記入にあたつては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期・四    ｀
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。      _ |
※ 事業開始から1年に満たない場合には(事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ

い 。

※ 各支出費目において消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式 (各支出費目に消費税額を
算入した値)で記入して下さい。

科 目 金 額
¨

百万 干 円

Ⅱ
売
上
原
価

1 人件費

2 経費 計

ア 給食材料費

イ 車輌費

ウ 光熱水費

工 福利厚生費

オ 旅費交通費

力 研修費

|キ 通信運搬費

|ク 修繕費

iケ 賃借料 小計

| l①土地

| l②雫物及び建物付属諄備

③設備器械

④その他の賃借料 (①～③に該当しないもの)

コ 保険料
小計

①自動車保険料 (自動車損害賠償責任保険料含む)

②その他の保険料 (①に該当しないもの)

サ 租税公課

シ 委託費 小計

①給食委託費

②送迎委託費

③清掃委託費

④その他の委託費 (①γ③に該当しないもの)

ス その他の経費 (ア～シに該当しないもの)

15/16



(前頁からの続き)

金   額
百万    千

3 減価償却費

ア 建物及び建物付属設備減価償却費

イ 車両船舶設備減価償却費
ウ 特殊浴槽減価償却費

工 消毒設備減価償却費

オ 福祉用具減価償却費

力 その他の減価償却費 (ア～オに該当しないもの)
4 その他の売上原価 (1～3に該当しないもの)
売上原価計 (1～4の合計 )

Ⅲ 本部経費配賦額 (事業所におぃて負担している本部経費)
Ⅳ 営業外収益

1 受取利息

2 受取配当金

3 補助金収入

4 その他の営業外収益 (1～ 3に該当しないもの)
V 営業外費用

2 徴収不能額

3 その他の営業外費用 (1、 2に該当しないもの)

Ⅵ 特別利益

Ⅶ 特別損失

Ⅷ 法人税、住民税及び事業税

※2記入にあたうては、平成23年 3月分の値をご記入下さい。
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)

一
クカ牲 うごバι)オノ/″ ^

なお、年額又はそれに準ずる (半期・四
に改めてご記入下さしヽ:
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下記図の流れに従い、記入した質問にチェックし、記入漏れがないか確認して下さい。

表紙

F・71111サ■ビスli供の1状況等

「1_単独」と回答

問1(1)

問5(1)

一

雌 j     l

間21居1室1設備等|の状況

商|:1職員壺置
■ 11. :11 ■ ■  

‐■

間41職員給与

問51収支の状況

Ffi:r (5) tr

璽

電話番号、活動状況 等  Eコ

問 1(2)

指定介護老人福祉施設等

(2) -c fl

質問は以上です。後日、調査事務局より、記入内容について確認させていただく場合もあリ

で、お手数ですが記入の終つた調査票はコピーをとり、控えとして9月までお持ち下さい:

入の終つた調査票は、同封の返信用封筒に入れ、4月 30日 までにポストに投函して下さい(切

手は不要です)。



tJ討 替IF基
づく一
豪≡
計調
≡ )

(,蒙ミ)

平成 23年度 介護事業実態調査
(介護 事 業 経 営 実 態 調査 )

<居宅サービス・地域密着型サービス事業所調査票>
(介護予防含む)(医療関係)

平成 23年4月調査

′
√

/

ミ_

右に印字してある3つの項目は
必ずこ確認下さい。

誤りや訂正がこざいましたら、

恐れ入りますが朱書きで修正を

お願いいたします。

お手数をおかけしますが、下の①～⑤にこ記入をお願いいたします。

① 電話番号

② FAX番号

③ Eメールアドレス

④ 回答担当者

ヨ

⑤ 4月 1日時点の調査対象サービスの活動状況

落読催ξ  □体止一
口 廃止 …

」
一

ヽ

内側へお進み下さい

4滝 30日までにこ投函をお願いします

返信いただく際には、調査票の裏表紙にあるチェックリストで

記載内容をこ確認の上、こ返送下さい。

要

こ錫勲雌雛
答

ま

回

の

こ

こ

に

が

査

す

調

で

の
数
回
手
〈フイ
いの

@

お名前 (役職

厚生労働 1省1老燿局



【調査票にご記入いただ<前に】

本調査票のご記入に当たつては、表紙に記載されている調査対象サービスについてご記入下さい。な

お、表紙に記載されている調査対象サービス以外のサTビスも行つている場合は、それらの会計を「学
独」で行つているか「二体」で行つているかによって、ご言己入いただ<項目が異なりますので、以下に
お示しする内容をお読みいただいた上で、ご記入下さいますよう、お願い申し上げます。

○ 表紙に記載されているご住所、事業所名等に誤りや訂正がございましたら、失書きで修正をお

願いいたします。

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行っている場合 (他の介護

保険サービスを実施していない場合を含む)は、 (4)(6)に ついてご記入いただ<必要はあ
りません。ただし、複数の介護保険サービスの会計を「一体」で行つている場合は、 (4)
(6)についてご記入をお願いします。

○ 「会計を単独で行つている」とは、複数の介護保la~サービスを行つている場合に、それぞれの介

護保険サービスの会計を区分していることをいいます。

○ 貴施設 。事業所が保険医療機関である場合は (5)についてご記入をお願いします。該当しない
場合は、 (5)ご記入いただく必要はありません。

〇 表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行っている場合 (他の介護

保険サービスを実施していない場合を含む)は、ご記入いただ<必要はありません。ただし、複
数の介護保険サービスの会計を「一体」で行つている場合は、お手数ですが、ご記入をお願いし

ます。

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについて、会計を「単独」で行っている場合 (他の介護

保険サービスを実施していない場合を含む)は、ご記入いただく必要はありません。ただし、複
数の介護保険サービスの会計を「一体」で行つている場合は、ご記入をお願いします。

○ 表紙に記載されている調査対象サービスについてご記入下さい。なお、調査対象サービスと会計

を「一体Jで行つているサービスがある場合は、それらについてもご記入をお願いします。

○ なお、「 (2)費用等」につきましては、貴施設で使用している会計基準、指針に該当する箇所
についてご記入下さしゝ

■「病院会計準貝」」に基づいた会計を行つている場合

間5(1)収 益
間5(2)一 A費用等 :病院会計準貝」

■「介護老人保健施設会計 。経理準則」に基づいた会計を行つている場合

間5(1)収 益
間5(2)一 B費用等 :介護者人保健施設会計 。経理準則

■「指定老人訪問看護の事業及び指定訪間香護の事業の会計経理準貝」」に基づいた会計を行つている場合

へのご記入を
お願い します

へのご記入を
お願いします

へのご記入を
お願いします

間5(1)IIX益

間5(2)一 C費用等 :指定老人訪間看護の事業及び指定訪間看護の事業の会計経理準則



i=

一貝職・ａ一問

1間21居室1設備等の彗1滉

IFp14'‐職員絵海

:|||||11111

問|●撃
=|の
轡

|

:,,IIIII=Fiギ
=・
:TT:■ :

止■1二上二上iへ|

電話番号、活動状況 等

「1単 独」と回答
サ キ
「
子:一
体
生
回答

1  介護老人保健施設

間 5(2)

病院会計準則

t:lilili::::li:::言 ::::::言 :::::

巨憂EE正三



(1)事業所の開設年月を西暦で記入して下さい。

西暦 |   1年  |   1月

(2)経営主体として該当するものを、下記よリーつ選んで番号を記入′して下さい。

1.国・都道府県       6。 社会福祉協議会          9.営 利法人

2.市区町村         7。 社会福祉法人 (社会福祉協議会以外)10。 その他の法人

3.広 1或連合・一部事務組合  8.社 団・財団法人          11.個 人

4.日本赤十字社・社会保険関係団体
5。 医療法人

(3)表紙に記入されている調査対象サービスにおける会計の区分状況について
下記より選び、番号を記入して下さい。

1.調査対象サービス単独 (調査対象サービスの収入 。支出を把握)で会計を行つている

2.調査対象サービス以外のサービス等と一体的に会計を行つている

(4)下 記の該当する項目の□にチェック (図 )し、それぞれ指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ Po5 1(4)は 記入不要です。間 1(5)に 記入後、問 1(5)の うち
調査対象サービスの欄に記入し、間2(8頁 )へ進んで下さい。

| |

一体会計 ⇒ 下記表に、調査対象サービスと一体的に会計を行 つてしヽるサービスの
事業所番号を記入 して下さい。

(5)①も記入

(5)②も記入

⇒(5)③も記入 |
|

|

―

¬

|

⇒(5)④も記入 |
J

⇒(5)⑤も記入 |

一」

サービスの種類

(居宅サービス )

ア 介護予防訪間介護
ィ 訪間介護
ウ 介護予防訪間入浴介護
工 訪問入浴介護
オ
一カ
一キ
一ク

介護予防訪Po3看護

介護予防訪Fo5リ ハビリテーション

訪間 リハビリテーション

介護予防通所介護

介護予防通所リハビリテ■ション

通所リハビリテーション

ス 介護予防福祉用具貸与
セ

一ソ

〓夕

一チ

〓
ツ
・・一テ

福祉用具貸与

介護予防短期入所生活介護

短1期入所生活介護

介護予防短期入所療養介護

短期 1入所療養介護

介護予防特定施設入居者生活介護

|卜‐

す

特定施設入居1者生活介護

介護予防支援 ⇒(5)(3も記入



(4)の 続き

(地 i或密着型サービス)
⇒(5)①も記入

ヌ 夜間対応型訪PcD3倉護
ネ 介護1予房語知症対‐応1型通所介‐護
ノ 認矢]症対応型通所介護
介護予防小規模多機‐能型居宅‐倉諄
小規模多機能型居宅介護

介護宇防認矢j症対応型共同生活倉護

認矢]症対応型共同生活介護

杢_型堕塑警饗竺旦墜奎聾菱塾茎塗重
マ  地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

(施設サービス)

ミ 介護老人福祉施設
ム 介護者人保健施設

一

―
―
―
ユ
ー
ー
‐
―
「

~~1
‐一‐‐

|
一
‐
「
‐

‐一‐‐‐
「メ 介護療養型医療施設 1

保険医療機関の状況
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(6)下記の該当する項目の□にチェック (図 )し、指示に従つて下さい。

猾    互買盤匙
一体会計 ⇒ 間 1

チェ
(4)(1～ 2頁)で事業所番号を記入したサービスの□に
ック (図 )し、それぞれの太枠内に記入して下さい。

理理■垂亜
=憂
こ二 11~~~~~~¬

一

一
二
― ― ― ―

  |

【ア 介護予防訪間介護】

② 【オ 介護予防訪間看護】/【力 訪間看護】

実利角者数 (3月中)

|(再掲)健康保険法

y猾憂萎1菱髪 三|:I「
一
―
‐

‐
―
‐

一

要支援 1 要支援 2   1 その他 (認定申請中)|

人 人
|

人

1国 人 → うち老川果じ却こ調 鶏合者数
国

人

1 延べ訪 Po5回数 |

深夜 (再掲 )

延べ訪間回数 |

深夜 (再掲)

E==コ 回→うち老

E==コ 回
→ うち老人保健法  E==コ  回

最| にl lXァ言婚

'3
月

中

―̈
鷹

① l【ア |‐

‐
介護予防訪Fo5‐介護】‐/1(ィ |1訪 PcD3介護】

:ヽ書T獅 l判亀「 菖再
|

i又|一L尚― i 「ヽ――話|

饉平墨二l三二二I撞

※介護保険法の詰商著護あり」どズを百百軍卍TLtt11

3月 中 )

!康保険法

給者数
※1

要介護 1 要介護21要介護3 要介護 4 要
^護

51 漏9翼青
人 人 | 人 人 人 人

□ 人 → うち老人保健法による併給者数 | | 人

3/,8



※介護保険法による訪間看護 (介護予防含む)を一
度も利用せず、健康保険法等のみによる訪PoO看護を【その他の訪問看護のサービスの提供状況】

健康保険法等

実利用者数 (3月 中)

rlj用する者について計上して下さい。

|1延
べ言″間回数(3月中)

【ク 訪間リハビリテーシヨン】

1  ~~―
――、 _、

1延べ訪間回数 (3月 中

要介護 1

利用する者の状況について記入して下さい。

うち老人保健法
その他 (自由契約等)

饉雪1藝亜匡璽回
→うち老人保健法[コ 回

鯰橙了賽贅
→ね離法□ 回

獲 肩雨百悪罹彊悪専あ画面で確戻戻蕨班薯雇よる訪両詈護を

※介護保険法の訪問リハビリテーシヨンのサービス

を3月中に1度以上利用した者の状況について記入し

て下さい。

要介華2 要介護3 1要介護4 1要介護 5

【その他の訪間リハビリテーシヨン】

||  ~‐

~‐

―
‐
‐
、
― ‐

_ヽ

■実禾」用者数 (3月中)

1 延べ訪問回数 (3月中 )

④ 【ケ 介護予防通所介護】/【コ 通所倉護】

【ケ 介護予防通所介護/コ 通所介護】を傘 サービスの提供状況

1食事延
べ提供数 (3月 中 )

週 べ実施回数  |! l

※介護保険法による訪問リハリハビリテーシヨン

サービス (介護予防含む)を ,度も利用せず、健康
保険法等のみによる訪問リハビリテーシヨンサービ

スを利用する者の状況について記入して下さい。

＼
＼
＼

_ 11ヽ、」

1送迎延べ実施回数 魃禁
=盃
靭 滋
ラつた

|

|

〔産窪企茎ぽ錯鴨ま司

回

送迎の状況

(3月中 ) 3日昴房窪露荘秦聖罷||   | 回
■    回数

⑤ 【サ 介護予防通所リハビリテーシ∃ン/シ 通所リハビリテーシヨン】
財爾町爾可百
「
シ奮蟹覇耐言ヽ覇T¬バィ|`リテーション/シ 涌所リハビリテーシヨン】を      |

躙 屹璽竪 1馨置
シヨンィシ酬タビリテーシヨル  |

食誕罐堅r聖2__~丁
~Ⅵ

=面
ξ
~~~~~― ―

]

健康保険法等

うち老人保健法



赫 商

星壁卜顧櫻鰊汁譲分夢一
豪| _信号署命届晟

回」_聖 輩型[
※ 1:要介護認定を受けて

01【チ■介護予防短期1入所1療1養介護)1/1(ツ■‐1短期入所療養介1護】

EE嗅雲〒
1↓薮1__亘する診療亜__

短期入所療養介護】

人 人 | 人 人| 人 人

人

人

人

人

人     人

人     人

1    人

人

人

人

人
一人
一以
一人

人

人

人

人

人

一
人

一

人     人

人 1    人

人 |

人 :

人

一
人
一

人

人

人 人 人 人
|

人 人

【チ 介護予防短期入所療養介護/ツ 短期入所療養介護】雇雄 サービスの提供
]

状況

※1:要介護認定を受けて非該当・要支援と半」定された人t要介護申請中の人を計上して下さい。

要介護 1 1要介護 2
|

要介護31要介護4 要 一ω
‐

介護51 厄※」

1塀鵠 顔こL5~~~匡 ● IIII―
=_:J

I亀Lふ IR賣鼻:|⊆要:壁‖罐[=綬戦翠乱¬
L_翌二ず●三二I亘 旱轟到



⑦ :〔介護1予1防居宅療養管理指導】/【居宅療‐養‐管理指導】

【介護予防居宅療養管理指導】

l  l人

延べ利用者数

(3月中)

l  i人

|  1人

l  !人

③ 【す 介護予防支援】/【二 居宅介護支援】

1 
管理栄養主

【す 介護予防支援〕

実利用者数 (3月 中)

うち薪赫 」雇雇諏
(3月中)

用者数 (3月 中) |~

(認定申請中)

罐切ン寿| |

居宅介護支援〕

要介護 11要介護 2 要介護 3 要介護41要 介護 5

実禾」用者数 (3月 中)
~35薪
顧 輌
(3月中)

l   
ζiliF二]]』吾tが離 画こ至らなか‐ 喘爾著の入痴 幕 下さぃ」

介護予防支援/二 居宅介護支援〕を″ サービスの提供状況
「
‐「
‐
‐「
‐
ヨ



◎:〔ム■1介1護者人保健施設】

【ム 介護者人保健施設】

「
~~~T｀ミ
===三IIIII

南
=刃
L

及
`1
※2

食事 (3月 中 )

|う時 延べ電 l r _二 ______二 _______――上L_____一 二――― 一
要介護認定を受けて非該当・要支援と半J定された人、要介護認定申請中の人を計上して下
さい。
特定老人保健施設入所者 (平成12年3月以前から入所している要介護者でない入所者)
を計上して下さしヽ。

⑩ 〔メ 介言隻療養型医療施設】
【メ 介護療養型医療施設】

要介護2 1要 介護 3 1要 介護4 要介護5
1 延べ在院者数
| (3月 中 )
1 延べ外泊者数
| (3月 中 )
※1:要介護認定を受けて非該当・要支援と判定された人、要介護認定申請中の人を計上して下さい

① 【ヌ 夜間対応型訪間介護】

【ヌ 夜間対応型訪間介護】

1要介護 1 要介護 2 要介護 4 要介護 51そ の他※ 1

1  実利用者数
| (3月 中 )

※ 1:非該当の人であっ

⑫ 【ネ 介護1予防認知症‐対応型通所介護】/〔ノ 認知症対応型通所介護】
【ネ 介護予防認矢0症対応型通所介護/ノ  認知症文」応型通所介護】
をあわ″′サービスの提供状況

食事延べ提供数 (3月中) l  l食

送迎延べ実施回数 |   1回
送迎の状況

|   (3月

中)__
うち通常の事業実施地
域以外の送迎延べ実施

回数

来蕩△駈il当番豪渠θ苺当1行つた

〔 理合2企塞ぽ砧ifξ まヽす]|   1回



諸室面積 合計
医療等の介護保険
以外の事業

介護保険事業

合計
うち、調査対象
サービス

建物床面積
専用 m ２ｍ

２ｍ
２ｍ

共用 m ２ｍ m
２ｍ



下言己に該当

蒻
する場合は、□にチェック (図 )し、指示に従つて下さい。

単独会計 ⇒ 本問 (Po5 3)は記入不要です。 Po54(10頁)へ進んで下さい。■三∃

魏 紆 鼈      
雇 習 評

面
~T萌 ~~¬

一

一

※ 介護支援専門員として従事している者は、 1～ 19のいずれかに分類して記入して下さい。主として従事している職種
を決めがたい場合は、 1～ 19の数字の若い順で優先して記入して下さい。  ,

職員配置  (平成23年 3月末日現在 )
常勤   1  非常勤

(小数点 1位まで)|(小数点1位まで)

1 病院・診療所の管理者 人 | 人

2 その他介護保険事業の管理者
3 医師

人 | 人

人 人

4 薔 思隻じ印 人
一
人Ｔ一

一

一人

人5 准看護師
6 介護職員
1 7 うち介護福祉士
8 理学療法士

人 | 人

人  | 人

人 | 人

9 作業療法士
10 言語聴覚士
11 柔道整復師 。あん摩マッサージ指圧師
12 生活相談員
13 うち社会福祉士

14 福祉用具専P3相談員

人 人

人
一
人

一
人

人

人 | 人

人 人

人 | 人

15 栄養士
116 うち管理栄養土

人 人

人 | 人

17 調理員 三二二 _ 人J 。 人

_人人 |18 事務職員
19 その他 人 | 人

20 上記 1～ 19のうち介護支援専門員 (再掲 ) 人 人

21 上記 1～ 19のうち訪間介護のサ■ビス提供責任者 (再掲) 人 人

【換算数の計算式】

職員の1週間の勤務時 Fo5

施設が定めている1週間の勤務時間

〈※lヶ月に数回の勤務である場合〉

職員のlヶ月の勤務時間

施設が定めている1週間の勤務時間×4(週 )

※ 職員の勤務時間は実態に応 じて、算
出して下さい。管理者等の職種で、
事業別に従事 した時 Fo5を把握するこ
とが困難である場合には、おおよそ
の3昔間によつて算出して下さい。

上記計算式によって得られた数値を、小数点以下第2位を四捨五入して、小数点第1位まで計上し
て下さい。得られた結果が01に満たない場合は、「O.1」 と計上して下さい。
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下記に該当する場合は、日にチェック (図 )し、指示に従つて下さい8

単独会計 ⇒ 調査対象サービスに従事する職員の換算人員
平成23年3月の1ケ月分の給与額等について、

(平成23年3月末日B寺点)と
それぞれ記入して下さい。 |

´
―
」

⇒ 会計を一体的に行つている介護保険サービス等も含めた全体の、
職員の換算人員 (平成23年3月末日B寺点)と平成23年3月のlヶ
月分の給与額等について、それぞれ記入して下さい。

「ヨ
複数の職種に従事している場合は、主として従事しているFel種のいずれか 1つに分類して記入して下さ

い。

主として従事している職種を決めがたい場合は、 1～ 19の数字の若い順で優先して記入して下さい。

21通勤手当 (再 lED) |

|  |■
|  |

22看護・介護職員に係る夜勤手当 (再掲 )

23賞与 (年間支給額の1/12の額)
換算人員 5

人 lη ll¬ ||・

24退職糸3与 31当
金の実施、

退職金に関わ

る共済等への

力0入

(複数回答可 )

(1)~社 会福祉施設退職手当等
職員共済に加入

(2)~雨 覆麗蚤霜罰正冠頭禾雇薩壽
退職手当積立基金に力0入

ての
~        

度

|マ革鯛房墨畜貢の1/15

L趣選普ωl二2_
|→ 掛け金額

に力0入           |(平 成22年度実績の1/12)

あL冠 真間 三L顔 1需嘔 璃 あ
3-―臨 葛百画面蕊商5戻而 |百

~R蘊
百畜金
――

囁躙誌鴫駄ア
リ夫馳
J垂ぽ躍良諦122

(6)退 職金として支出 (平成22年度実績の1/12)

|

一
　

一

25法定福不」費 (事業主負担・ |

10/18



単独会計 ⇒ 調査対象サービスに関する、 (1)収益 (本頁)および
(2)費用等 (13頁)について、それぞれ平成23年3月の
1か月分の額を記入して下さい。

会計を一体的に行つている介護保険サービス等も含めた全体の、

(1)収益 (本頁)および (2)費用等 (13頁)について、  ‐
それぞれ平成23年 3月の 1か月分の額を記入して下さい。

※1 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を
算出して下さい。

(1)施設運営事業収益

目科 金   額

百万     千     円

Ｉ
　
施
設
運
営
事
業
収
益

医業収 1益
‐

計

介護報酬‖収益 言十

1 施設介護料収入

「 百
下
~不

菖薯天藻薩
=~~~~下

~

|(2)介護療養型医療施設

12居宅介護料収益

」ヽ言十
| |
L_..1_

| |

|

| ト
|

|
|

|

| |
|

| |(1)訪 間介護 (介護予防含む )

| |(2)訪 Fo3入浴介護 (介護予防含む)

■
‐下
‐ト

一　

　

　

一

|

| 1丁で3)可読醍覇彗雇罫て          ~~~~~~  ~~~~
| |≦壁殻重固亘諄ステTシ三2二宣童壼い)  _
|  |(4)言

方Fo3リ ハビリラ・―
ン
ョ〕ン (介護予防含む )

|

|

|

|

下一‐卜一‐

一
　

　

　

一

| |(5)通所介護 (介護宇防
‐

=む
)

| |(6)通所リハビリテ
ーショ〕ノ(ヂ)言隻

=ラ

[方垂きζ3) |

|(7)福 祉用
1具貸与 い 金1防含む)

|―
一
――
―
=―

― ―
― ―
一
―
―
―

―

――
― ― 一 一

二
―
―― ―

―
―   ―     ―

―
―

―

|(8)短期入所療養介護 (介護予防含む)
■車_

||∞)詫簾 雫 砦

`着

菫事防8の |

|

|  |(10)夜
間文施 型訪問介言隻

| ||
|(11)認知垢

=文
,応塾1通所

'針

言隻 (介言隻し防含 :基 )  ~~~「

~|

|                      
‐ ||

⑫ 醐 模多機能型居
マ
界塞

~編
含③

一

|

⑬ 調 国 応数 眸 |か→ ■ 芋予1亭→ ‐1

ぉ,4)そ
の1也 J又入 ((1)～ (13)|「言率当し′アましヽt l

|1中讐 料Ⅲ
～
‐丁丁丁丁

'「

蔦|
|1鉢≧拿語霊距肇墨響惹轡努嚢託料は含まない)
||ど五,崖老

^1轟

豊艦芥金轟厳‐蓋
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金   額

千

+二|||
1上」__1_

1lL:[11

]車||=111
[__こ _L_1_二 |

||||「す1-11-
三
==「==:土ニトJi

I

施
652

運
営
事
業
11P

益

4保険外の利用料による収益

巨亜憂艶亘:III

|(2)居宅介護サービス不」用料収益

F~褥 k界轟薦≡戸丁
イ 訪問入浴介護 (介護予防含む)

|オ 通所介護 (介護予防含む)

1カ  通所リハビリテーシヨン (介護予防含む)

|キ 福祉用具貸与 (介護予防含む)

ク 短期入所療養介護 (介護予防含む )

|ケ  居宅療養管理指導 (介護予防含む )

|コ  夜間対応型訪問介護

|サ 認矢]症対応型通所介護 (介護予防含む)
―
シ 小規模多機能型居宅介護 (介護予防含む)

|ス 認知症対応型共同生活介護 (介護予防含む)

IV妥効 而蘇 輛 栗鞭 疋 σ可 薫 彰 輌 平」

J二 _」 Dと ______ ___―
― 一 一 ―

―

―

―

―
一 ― 一 一

5 その他の事業lll益

1介護予防事業者からの委託
に係る収入

L_________一 ― ―
―

―
―
―  

―
一

― ―
一 ― ―

―
― ―

―
―

― ― 一 ― 一
― ―

―
― ― 一 ― 一

 
一 ―

~―
― ―

―

1特定老人保健施設療養費

隔墓覇5薩定赫
~~~~

その他

一十一丁|~

1」

_二_L_
|   |

III

1__I II

I:「

=三

~1~~1 ~

1]III三
|   |
|   |

|す
~

| |
|  |

¬IT
II'I

施設運営事業IIX益計 (医業収益+介護報 glll収益)

(前頁からの続き)

事業
い 。
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(2)費用等

表紙宛名ラベルの調査対象サービス及びそれと一体的に経営・

ついて、使用 している会計基準、指針に該当する□にチェック
紙に言]入 して下さい。

会計を行つているサービスに
(図 )し、それぞれ指定の用

※

　

※

介護老人保健施設会計 。経理準則

病院会計準則

指定老人訪FcD5看護の事業及び指定訪FoO看護の事業の
会計経理準貝」

記入にあたつては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期 。四半
期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。
事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ 月分を算出して下さい。
各支出費目において消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式 (各支出費目に)肖費税額を

算入した値)で記入して下さい。

科 日 金 額

干百万 円

Ⅱ
　
施
設
運
営
事
業
等
詈
一用

1 給与費

2 医薬品費

3 給食用材料費

4 施設療養材料費 ・ 施設療養消耗器具備品費

5 その他の材料費

6 経費 計

|ア 福利厚生費

イ 消耗品費

|ウ 消耗器具備品費
|

輌醸讐・
|

1カ 修繕費

賃借料 ′Jヽ計|キ

|

lottu |

|

|

| l②建物及び建物付属設備

| l③設備器械
|  |

|

|

l④その他の賃借料 (①～③に該当しないもの)

レ
~藻
農再
~「「「丁TI‐|      ‐        ‐ ||■ ‐小計

| l①
自動車保険料 (占動

雫
損害賠償責任保険料

言
む)

| IQ子の

“

の1険,
「ラ=~発着汀ZI罰桑
徴収不倉ヒ損失
「
百戸琵甍雁蓬羅薩夜ラ死コ|ご該当しないもの
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金   額
百万     千

イ 送迎委託費

ウ 寝具類洗濯・賃貸委託費 (病衣除く)

清掃委託費

各種器械保守委託費

力 その他の委託資 (ア～オに該当しないもの)
Ⅱ

施
552

運
営
事
業
等
費
用

―トートニ
__|_ トー

_■ _■__

~I丁

一二十
二
|

|

:II:三

|

|

9 減価償去0費                         計

|ア 建物及び建物付属設備減価償去0費

|イ  医療用器械設備減価償却費

|ウ 車両船30設備減価償却費

「

再薦覇涙轟
|オ その他の減価償去8費 (ア～工に該当しないもの)

10 本部費

11 その他 (1～ 10に該当しないもの )

施設運営事業等費用計 (1～ 11の合計 )

Ⅲ 施設運営事業外llk益

1 受取利息 。配当金

2 その他の施設運営事業外収益 (1に該当しないもの )

Ⅳ 施設運営事業外費用

V 特別損益

特局」利益

|うち法人税等

(前頁からの続き)

ら1年に満たない場合には、 開始から

しヽ。
※2記 入にあたつては、平成23年3月分の値をご記入下さい。
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等 )

なお、年額又はそれに準ずる (半期
。四

に改めてご記入下さい。



※ 記入にあたつては、平成23年 3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期 。四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。
※ 事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ

い 。

※ 各支出費目において消費税等が別途計上されている場合でも、税込み方式 (各支出費目に消費税額を

算入した値)で記入して下さい。

科 目 金   額
百万     千 円

Ⅱ
　
医
業

・
介
護
費
用

l

1 給与費 |   |
|   |

2 医‐薬品費 |

|

3 給食用材料費 |

4 診療材料費 ・ 医療消耗器具備品費

5 経費                      計
I

F百画面雪璽讐 「
~「
T「 「~~~丁

|イ  通信費

|う 消耗品費 |  |
| |

1工 消耗器具備品費

|オ  車両費

|力 光熱水費

|ク 賃借料 ′」ヽ言十

1 1①土地
一
　

一

可―
―
一

〓‐「

| l②建物及び建物付属設備

1轟薦銅 「 T 可―
| l④その他の賃借料 (①～③に該当しないもの)

‐
　

Ｌ

Ｉ

Ｉ
」

|   |

|ケ 堡険料‐   ‐  .        ‐ 」NoI | |
l①自動車保険料(自動車損害賠償責任保険料含む)

l②その他の保険料 (①に該当しないもの) | |
|   |

|コ 租税公課

F~雨不要

「

丁
「~~=T  I

|

|

|シ をめ他の経費(ア～サ|と言,当しないもの)   |
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金   額
千

6●委託費    1                 計

力 その他の委託費 (アんオに該当しないもの)
Ⅱ

医
業

介
言隻
費
用

|

7 減価償却費                    計

|ア 建物及び建物付属設備減価償却費

|■:5質甲1輩塑翌里■里皇型霊
|ウ 車両船舶設備減価償却費

| |
一|―斗―
|   |

| |_~■~「 ~
| |

――――トーーー~

|
|  |

|    |~~¬~~~「
千
~~~

: |
:   |

9 その他 (1～8に該当しないもの)

医業・介護費用計 (1～9の合計 )

Ⅲ 医業・介護外 llk益

1 受取利息・配当金

2 その他の医業 介護外収益 (1に該当しないもの)

Ⅳ 医業・介護外費用

うち支払利患

V 特別損益

特月」利益

2 特別損失

Ⅵ I税金 (年額)

(前頁からの続き)

始から1年に満たない場合には、事業 らの経過月数に

い 。

※2記入にあたつては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準する (半期・四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12に する等)に改めてご記入下さい。
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※

　

※

　

※

記入にあたつては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準ずる (半期 。四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。
事業開始から1年に満たない場合には、事業開始からの経過月数に応じてlヶ月分を算出して下さ
い 。

各支出費自において消費税等が別途計上されている場合でもt税込み方式 (各支出費目に消費税額を
算入した値)で記入して下さい。

事
業
費
用
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(前頁からの続き)

科 目 金 額
　
千百万 円

Ⅱ
　
事
業
費
用

4 覇モ費        | ‐        ‐ ‐.     計
ア 清掃委託費

イ その他の委託費 (フに該当しないもの)
5 減価償却費                   計

|ア  車両船舶設備減価償却費

イ その他の減価償却費 (アに該当しないもの)

6 本部費

7 その他 (1～6に該当しないもの )

事業費用計 (1～7の合計)

Ill 目業外収益                     計

1 受取利息・配当金

2 その他の事業外収益 (1に該当しないもの )

Ⅳ 事業外費用 計

うち支払不J息

「ヽ  牛寺別損益                      計

1 特別利益

2 特別損失 ′Jヽ言十

|

|

|うち法人税等
|

※ 業 始から1年1こ濡だ薫し場 合には、事業開始からの経過 シて ケ 下〈1事 業開
しヽ。

※2記入にあたっては、平成23年3月分の値をご記入下さい。なお、年額又はそれに準する (半期・四
半期など)支払い額の場合には、月額 (1/12にする等)に改めてご記入下さい。
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下記図の流れに従い、記入した質問にチェックし、記入漏れがないか確認して下さい。

電話番号、活動状況 等

間 1(1)

間1(2)

「1単独 Jと回答
問 1(3)

●:二言塾1弓誓寵
占丼甚雲1薮轟ら

'課

十
‐′
一 ―

一―

問 2

,一
¬

1

― .―― ― ― す 十 ギ

間は以上です。後日、調査事務局より、記入内容について確認させていただく場合もあり

すので、お手数ですが記入の終つた調査票はコピーをとり、控えとして9月 までお持ち下さ

ヽ

の終つた調査票は、同封の返信用封筒に入れ、4月 30日 までにポストに投函して下さい

□

■
●
●
■
一〓
ｒ
●
■
■

■
●

■
■
．一●
■
“

問5(1)

「

界墓麒
~

病院会計準則

巨 週



介護保険制度の見直しに関する意見 【概要版】
社1果審― /「護給付費分科会

第70口1(1122.12.21)l 資料 51

◎見直しの基本的考え方 平成22年 11月 30日 社会保障審議会介護保険部会

○地域包括ケアシステムの実現   :医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスを切れ目なく、有機的かつ一体的に提供
○持続可能な介護保険制度の構築 :給付の効率化・重点化などを進め、給付と負担のバランスを図る

◎見直しの方向

○単身・重度の要介護者等に対応しうるサービスの整備
・24時間対応の定期巡回・随時対応サービスの創設
口複合型サービスの導入 (′1ヽ規模多機能型居宅介護と訪問看護等 )
・介護福祉士等の介護職員による日常の医療的ケアの実施を可能に

○要支援者・軽度の要介護者へのサービス
・給付の効率化・重点化と自立支援の観点からの検討(※ )

○地域支援事業
・保険者判断による予防給付と生活支援サービスの総合化

○住まいの整備
・一定の基準を満たした有料老人ホームと高専賃を、サービス付

高齢者住宅として高齢者住まい法に位置づけ

○施設サービスのあり方
口社会医療法人が特養を開設することを可能とする
・介護療養病床の廃止を一定の期間に限り猶予 (※ )

○認知症を有する人への対応
・認知症のケアモデル構築と地域の実情に応じたケアパスの作成
・市民後見人活用による支援のための体制整備
・認知症の人や家族への支援について地域支援事業の活用検討

○家族支援のあり方
・仕事と介護の両立支援 (介護休暇制度の利用促進等 )
ロデイサービス利用者の宿泊ニーズヘの対応を慎重に検討
・地域支援事業における家族支援事業の推進

○地域包括支援センターの運営の円滑化

※ ):異なる意見や

〇ケアマネジメント
ロケアプラン、ケアマネジャーの資質向上の推進

○要介護認定
・認定の有効期間の延長などの事務の簡素化

○情報公表制度と指導監督
・手数料によらず、利用しやすい情報公表制度への変更
・都道府県における指導監督体制

○介護人材の確保と資質の向上
口介護報酬改定による処遇改善の取組の継続 (※ )
・労働法規遵守、キャリアアップの取組の推進

○給付と負担のバランス
・処遇改善継続と給付拡充のための財源確保 (へ

゜
イアス
゛
ユーゴー原則 )

・被用者保険間の負担の公平性を図るため総報酬割導入の検討(※ )
・財政安定化基金の取り崩しによる保険料の軽減の検討 (※ )
・ケアプランに係る利用者負担の導入の検討 (※ )
・一定以上所得者の利用者負担の引き上げの検討 (※ )
・家族の負担能力等を考慮した補足給付の支給の検討 (※ )
・多床室における給付範囲の見直し(低所得者は維持)(※ )
・被保険者範囲の見直しの検討 (※ )

○地域包括ケアシステムの構築に向けた保険者の役割
・介護保険事業計画策定の際の地域ニーズの的確な把握
口医療サービスや高齢者の住まいに関する計画との調和
・地域密着型サービスの提供事業者の適正な公募を通じた選考

○低所得者への配慮
・低所得者に対する保険料負担の配慮、ユニット型個室の負担軽減

己書
一ロ



介護保険制度の見直しに関する意見

平 成 22年 11月 30日

社会保障審議会介護保険部会
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(1)単身・重度の要介護者等にも対応しうるサービスの整備
(2)要支援者・軽度の要介護者へのサービス
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はじめに

○ 本部会は、介護保険法等の一部を改正する法律 (平成 17年法律第77
号)附則第2条の規定等を踏まえ、介護保険制度全般に関して検討を行う
ため、本年5月以来 13回にわたって審議を行った。
はじめに介護保険制度の施行後の 10年 PBDの経過、現在の施行状況等に
ついて議論を行い、その後、給付、負担などの論点ごとに審議を重ねてき
た。

○ 介護が必要になつても、①住み慣れた地域や住まいで、②自らサービス
を選択し、③自らの能力を最大限発揮して、尊厳ある自立した生活をお<
りたい。介護保険制度は、このような高齢者の希望を叶える制度として、
2000年に倉」設された。

○ 介護サービスを受ける高齢者の数も着実に増加し、また、平成 17年に
行われた改正などを経てきたところである。しかし、高齢化の急速な進展

や、地域社会・家族関係が大きく変容していく中で、介護保険制度が目指

す高齢者の尊厳を保持し、自立支援を一層進めていくためには、さらに制
度の見直し等が必要なことが明らかになってきた。

○ 以下、これまでの当部会における審議を整理し、平成 24年度から始ま
る第5期介護保険事業計画に向けて、当面必要となる法改正事項を中心に、
意見書としてとりまとめる。

I 介護保険制度の現状と課題

(介護保険制度の定着)

○ 介護サービスを受ける高齢者の数は、2000年の制度倉」設当初と比較し
て、149万人から2009年の 384万人へと約 26倍となった。このFB3、
訪間介護事業所が 2000年の 9,833事業所から2008年は 20,885事
業所に、介護者人福祉施設が 2000年の 4,463施設から 2008年には
6,015施設に増加するなど介護サービスの基盤の整備も進んでいる。

○ 本年 2月から 3月に厚生労働省が実施した「介護保険制度に関する国民
の皆様からのご意見募集」に寄せられた意見によれば、60%の者が介護
保険を「大いに評価している」「多少は評価している」と回答している。ま

た、本年 11月に内閣府が/AN表した「介護保険制度に関する世論調査」で



は、制度導入による効果として、「良くなつたと思わない」者が 29%だ っ
たのに対し、「良<なつたと思う」者が 51%であった。
介護保険制度は高齢期の暮らしを支える社会保障制度の中核として着実

に機能しており、少子高齢社会の日本において必要不可欠な制度となつて

いるといえる。

(前回の改正)

○ 平成 17年に行われた介護保険制度の改正においては、市町村単位でサ
ービスの充実とコーディネートが図られるよう、地域密着型サービスと地

域包括支援センターが創設された。これにより地域包括ケアシステムの確

立に向け第一歩を踏み出したといえる。

○ また、介護保険制度においては、高齢者自らが要介護状態とならないよ
う、自発的に健康の保持増進に努め、できる限り自立した生活を送れるよ

う高齢者を支援することを目指して、その体制を整備することを、制度倉」

設当初より保険者に求めてきた。前回の改正においては、このような「自

立支援」の視点に立って、新予防給付が創設された。

(介護保険制度の課題)

○ このように、介護保険は制度が始まって 10年が経過し、都市部を中′b
とする急速な高齢化が進展し、単身・高齢者のみの世帯の急増など地域社

会 。家族関係が大き<変容していく中で、介護保険制度が目指す、高齢者
の尊厳を保持し、自立支援を一層進めていくための課題が明らかになって

きた。

(地域における介護の課題)

○ 現在直面している大きな課題の 1つは、地域全体で介護を支える体制が
なお不十分であるということである。介護保険制度の導入により、介護の

負担は確実に軽減されてきているが、特に、医療ニーズの高い者や重度の

要介護者を地域で介護しようとする場合、専P目的なケアや夜FB3を含めた頻

回のケアなどが必要となることから、単身・高齢者のみ世帯では自宅での

生活をあきらめざるを得ない、或いは介護する家族の負担が重<なってい
る状況がみられる。

○ 現在、在宅生活を望む多<の要介護高齢者及びその家族が、施設への入
所を選択せざるを得ないというケースの背景には、このような重度の要介

護者を地1或で適切に支えられないという事情があると考えられる。高齢者

本人及びその家族にとって、何かあつた8寺に対応して<れる人がいないこ



とへの不安は大きい。

○ 昨今、介護を苦にした介護殺人や介護自殺といった事件など、家庭内で
介護のFo3題を抱え込み、介護のリスクを地域で支えられていないと考えら
れる事例が報道されている。さらに介護者自身が高齢である「老老介護」、
介護者も認知症を患っている「認認介護」や高齢者が一人で亡<なる「孤
独死」等の問題も生じており、単身・高齢者のみの世帯に対する地域の支
援の必要性も高まっている。

○ また、市町村 (保険者)が地域における介護ニーズを的確に把握できて
いないことに起因するサービスの需給のミスマッチも指摘されている。市
町村 (保険者)は地域における三―ズを把握し、介護サービスを適切に提
供しなければならない。さらに、当該地域の特性にあった見守り。配食等の
生活支援サービスを提供したり、認知症の人や虐待を受けている人への体
制の整備や、様皮な主体により提供される介護保険制度外のサービスを含
めた包括的な地1或づくりが必要である。

○ さらには、高齢者が要介護状態になつた場合に、住居の中にバリアー (障
壁)があったり、適切な在宅サービスや緊急時の見守リサービスが提供さ
れていないといった理由から、自宅に住み続けることが困難なケースがみ
られる。介護や医療が必要になった8寺や要介護度が進んだ場合でも住み続
けることができる、高齢者に配慮された住宅の整備は喫緊の課題である。

(地 i或包括ケアシステムの必要性)

○ これらの状況を解決するため、介護保険制度のさらなる改革を進め、前
回の改正でその一歩を踏み出した地域包括ケアシステムの確立を目指して
いかなければならない。

○ い<つかの調査でも明らかなように、人は年をとって介護が必要な状態
になつたとしても、自分が住みl慣れた地域で生活を続けたいという希望を

持っている。また、認矢□症を有する人については、急激な環境の変化はそ
の症状に負の彩響を与えるおそれがある。

○ 要介護度が重<なつていったとしても、できる限り生活の場を変えるこ
となく、高齢者が自ら選択した場所で介護サービスを受け続けることがで

きるようにすることが求められている。

○ そのため、日常生活圏域内において、医療、介護、予防、住まい、生活
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支援サービスが切れ目なく、有機的かつ一体的に提供される体制の整備、

すなわち地域包括ケアシステムを確立してい<ことが急務である。
※  「地域包括ケアシステム」は、ニーズに応じた住宅が提供されることを基本と
した上で、生活上の安全・安心・健康を確保するために、医療や介護、予防のみ

ならず、福祉サービスを含めた様友な生活支援サービスが日常生活の場 (日常生

活圏域)で適切に提供できるような地1或での体制と定義する。その際、地域包括

ケア圏1或については、「おおむね 30分以内に駆けつけられる圏域」を理想的な
圏域として定義し、具体的には、中学校区を基本とする。(「地1或包括ケア研究会

報告書」より)

(介護職員の人材確保と処遇の向上 )

○ 制度創設以来、サービス供給が大幅に増加 し、今後も着実に1曽大 してい
く中で、サービスを支える質の高い介護職員の確保が大きな課題である。

2007年 には 120万 人だった介護職員数は、2025年 には 210～ 250
万人必要となるとの見込みも示されている。しかし現状では、介護人材の

不足が指摘されており、介護の現場をより魅力あるものとするための処遇

の改善や人材確保策を積極的に請じてい<ことが必要である。

○ 平成 21年度の介護報酬改定では、介護職員の処遇を改善するため、3%
のプラス改定が行われた。さらに、平成 21年度補正予算では、介護職員
一人当たり月額平均 1.5万円の賃上げに相当する支援を行うため、介護職
員処遇改善交付金が倉」設された。この処遇改善交付金に基づ<取組は平成
23年度末で終了するため、処遇改善の実態を検証しつつ、平成 24年度
以降も必要な財源を確保し、処遇改善の取組を継続してい<ことが求めら
れている。

(給付と負担のバランス)

○ 介護保険制度が直面するもう一つの大きな課題が、高齢化が急速に進展
する中にあつても、サービスの質の確保・向上を図りながら、給付と負担

のバランスを確保していくことである。

○ 団塊の世代が 65歳以上の高齢者世代にさしかかっている現状において、
平成 12年度には 3.6兆円であった介護費用は平成 22年度には 7.9兆円
と2倍以上の水準になつており、介護費用は今後も上昇が見込まれている。

○ このような介護費用の増大とともに、介護保険料も上昇を続けており、
全国平均の高齢者一人当たりの月額の保険料は、第 4期介護保険事業計画
(平成 21～23年度)で 4,160円であるのに対し、第 5期 (平成 24～



26年度)には月額 5,OOO円を超える見込みも示されている。
さらにこのまま高齢イヒが進展し、団塊の世代が 75歳以上となる 2025
年には、介護費用は 19～23兆円に膨張すると推計 (平成 20年社会保障
国民会議推計)されており、高齢者が負担する介護保険料は名目値で現在
の倍程度からそれ以上になる見込みである。

○ 給付と負担の関係が明確である社会保険制度においては、サービス量が
拡大することに伴い、保険料が一定程度上昇することは当然であるとも言

える。サービス量の拡大に応じて保険料を引上げなければ、その分は公費
負担を増やすなどしなければ、給付の拡充は困難となる。さらには、/AN費

負担害」合が増えれば、社会保険方式とする現行制度の当初の姿から大き<
乖離してゆくことともなる。

また、月額 5,OOO円の介護保険料は、あくまでも全国の平均額であっ
て、市町村によって差があるところであるが、仮にその額が 5,○OO円を
超えることになつても、低所得者の負担をlfOえつつ、高所得者の負担をヨ|

き上げることにより対応することができることに留意すべきだとする意見
もある。

しかし、高齢者の所得は/AN的年金が中lbであり、高齢者の医療保険料に
ついても同様に上昇が見込まれることから、介護保険料の水準が過重なも
のとならないよう配慮するという観点も必要である。

○ このような状況を踏まえると、地域包括ケアシステムの確立など介護保
険制度の充実や介護職員の処遇改善に取り組む一方で、現在の保険給付の

内容について、必要性、優先性や自立支援の観点から見直しを行い、限ら

れた財源の中で効率的かつ重点的にサービスを提供する仕組みとしていく

ことが必要である。そうすることにより初めて、介護保険制度を将来にわ

たつて持続可能で安定的なものとすることが可能となる。

なお、その際、現行制度の当初の姿から大き<乖離しないよう配慮する
必要があるとの意見があった。

Ⅱ 見直しの基本的者え方

○ 上記のような介護保険制度の現状と課題を踏まえ、第 5期介護保険事業
計画に向けた制度の見直しに当たっては、

① 日常生活圏1或内において、医療、介護、予防、住まい、生活支援サ
ービスが切れ目なく、有機的かつ一体的に提供される「地域包括ケア
システム」の実現に向けた取組を進めること、



② 給付の効率イじ・重点イしなどを進め、給付と負担のバランスを図るこ
とで、1晋来にわたつて安定した持続可能な介護保険制度を構築するこ

と

を基本的考え方とすべきである。

Ⅲ 介護保険制度の見直しについて

|。 要介護高齢者を地域全体で支えるための体制の整備 (地域包括ケアシステ

ムの構築)

(1)単身 。重度の要介護者等にも対応しうるサービスの整備

(24時 F85対応の定期巡回・随8寺対応サービスの倉」設)
○ 現在の訪Fo5介護は、受給者一人、一日当たりの平均訪間回数が O.6回
(要介護 5でも 11回 )、 訪PD5-回当たりのサービス提供時FB5は 30分
以上が 7害」を占めている。

しかしながら、要介護度が高くなつた場合、夜FB3・ 早朝の時FB3帯を含

め、水分補給や排泄介助等の介護が複数回必要となる。このような二T
ズに応えるため、前回改正においては夜FB5対応型訪Fo3介護事業が倉」設さ

れたが、夜PB3のみのサービス類型であることなどが支障となって普及が

進んでおらず、現在の訪間介護サービスでは、このようなニーズに十分

応えることができていない状況にある。

○ また、特に、医療ニーズが高い要介護者については、医療 。看護サー
ビスと介護サービスの連携不足などのPo3題から、緊急B寺の対応を含め、

安心して在宅生活を送ることが困難な状況にあるとの指摘もある。

○ 単身・重度の要介護者などが、できる限り在宅生活を継続できるよう、
訪Po5介護と訪間看護の連携の下で、適切なアセスメントとマネジメント

に基づき、短時間の定期巡回型訪間と通報システムによる随時の対応等

を適宜・適切に組み合わせて提供する 24時 FB5対応の定期巡回・随時対応
サービスを新たに倉」設すべきである。

一方、要介護度 1を含めた様々な状態の要介護者に対応できるよう、
既存のサービスの連携・組合せで対応すべきではないかとの意見があっ

た。

○ この 24時間対応の定期巡回・随時対応サービスにより、看護と介護の
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一体的な提供が可能となることで、医療・看護ニーズの高い者や看取りと
いつた対応も可能となることが期待される。

なお、認知症を有する人については、その症状によっては、必ずしも
有効なサービスとはいえないのではないかとの指摘があった。

(複含型のサービス)

〇 小規模多機能型サービスは、平成 18年度に創設されて以来、日長状
態が変化する認知症を有する人に対応して、多様なサービスを柔軟に提
供できるサービス類型として評価されている。

○ 一方で、その整備量は全国約 2300箇所 (2009年 3月時点)であ
り、さらなる整備を推進するためには、在宅サービスをより柔軟な形態
で提供できる仕組みを設けるべきとの要望もある。特に、重度になるほ
ど看護サービスなどの医療サービスに対する三―ズが高まっていること
から、例えば小規模多機能型居宅介護と訪Po5看護を組み合わせるなど複
数のサービスを一体的に提供する複含型のサービスを導入してい<必要
がある。なお、関連して、グループホーム等への訪Fo3看護サービスの提

供のあり方や、訪間看護ステーシ∃ンの規模拡大のための支援について

も検討していく必要がある。特に、訪Fo3者護ステーションについては、
小規模な事業所ほど経営状況が悪 <、 夜間・緊急時等の対応ができない、
サービスを安定的に提供できないなど、課題が多いため、規模拡大に向
けた取組を推進するべきである。

○ また、有床診療所や老人保健施設 (以下「老健施設」という)を活用
し、訪 Fo5、 通所などのサービスとの組合せについて、今後推進していく
べきであるとの意見があった。

(介護福祉士等によるたんの吸引などの実施)

○ 特別養護老人ホーム (以下「特養」という。)や居宅において、たんの
吸弓|や経管栄養などの医療的ケアを必要とする者については、これまで

当面のやむを得ず必要な措置 (実質的違法性阻却)と して、介護職員が
一定の行為を実施することを運用によって認めてきたところである。

今後、さらに医療ニーズが高い者が1曽加すると見込まれることや、よ

り安全なケアを実施するため、たんの吸引等を介護福祉士や一定の研修
を修了した介護職員等が行えるよう、介護保険制度の改正と併せて法整

備を行うべきである。

(リハビリテーションの推進)



○ リハビリテーションについては、高齢者の心身の機能が低下したとき
に、まずリハビリテーションの適切な提供によつてその機能や日常生活

における様反な活動の自立度をより高めるというリハビリ前置の考え万

に立って提供すべきである。

○ しかしながら、訪問リハビリテーシ∃ンの利用率が低い地域もあるこ
と、通所介護類似の通所リハビリテーションが提供されていることなど、

十分にリハビリテーシ∃ンが提供されていない状況にある。

そのため、現存するサービスを効率的に活用するとともに、質の向上

について検討すべきである。併せてリハビリテーション専Pヨ職の果たす
べき役割や他職種とのかかわり方などについても検討していく必要があ

る。

○ さらに、地域の在宅復帰支援機能を有する者健施設のさらなる活用な
ども含めて、訪Fo3・ 通所 。短期入所 。入所等によるリハビリテーシ∃ン

を包括的に提供できる地域のリハビリ拠点の整備を推進し、サービスの

充実を図ってい<ことが求められている。

(2)要支援者 。軽度の要介護者へのサービス

○ 医療ニーズの高い要介護者など重度の要介護者向けのサービスの充実
を図る一方で、要支援者・軽度の要介護者に対する介護サービスについ

ては、その状態等を踏まえた検証が必要である。

平成 18年度より、要支援 1、 2の要支援者には予防給付が提供され
ているが、本人の能力をできる限り活用して自立を目指すという制度の

趣旨が必ずしも徹底されていない状況も見られる。そのため、予防給付

の効果を更に高めるプログラムが求められている。

また、軽度の要介護者に対するサービスについて、例えば訪間介護を

みると、多くのBttF83が生活援助に割かれている現状が指摘されている。

○ 今後さらなる高齢化の進展とともに、介護給付が大幅に増加していく
ことが見込まれており、重度者や医療ニーズの高い高齢者に対して給付

を重点的に行い、要支援者・軽度の要介護者に対する給付の効率化と効

果の向上を図ることが適当か否かを検討する必要がある。

○ 要支援者・軽度の要介護者にかかる給付については、次のような二つ
の意見があつた。
・ 生活援助などは要支援者・軽度の要介護者の生活に必要なものであ
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り、加齢に伴う重度化を予防する観点からも、その給付を削減するこ
とは反対である。
・ 介護保険制度の給付の対象タトとすることや、その保険給付割合を引
き下げ、利用者負担を、例えば2害」に引き上げるなどの方策を考える
べきである。

○ 要支援者・軽度の要介護者へのサービス提供のあり方については、保
険給付の効率化 。重点化の観点のみならず、重度化の防止、本人の自立
を支援するという観点から、その状態にあつた保険給付のあり方につい

て、今後、さらに検討することが必要である。

(3)地域支援事業

○ 地域支援事業については、平成 17年の改正で倉」設され、介護予防事
業、包括的支援事業、任意事業の三種類の事業がある。このうち、介護
予防事業については、本年 8月に、対象者の選定方法の効率化や事業内
容の充実等を内容とする介護予防事業の見直しが行われたところである
が、B乍年及び今年の行政刷新会議の事業仕分けにおける指摘も踏まえ、

事業の効果の検証等に31き続き取り組むべきである。

積極的に取り組んでいる自治体においては、要介護認定率の低下など
の効果が報告されており、今後、さらに介護予防事業の効果的実施を図
つていくことが必要である。なお、地域支援事業における介護予防事業
は、多くの参加が見込める弾力的な事業展開が求められるとの意見があ
つた。

○ また、地域支援事業については、第 2号被保険者が活用できるサービ
スメニューを1曽やして、現行の介護予防事業と包括的支援事業及び任意
事業の財源構成を一括し、保険料のあり方を見直すべきという意見があ
つた一方、事業目的を踏まえて第 2号保険料の縮減など財源構成を見直
す必要があるのではないかとの意見があつた。

○ 単身・高齢者のみの世帯など地域で孤立するおそれのある高齢者にと
つては、介護保険サービスのみならず、配食や見守りといつた生活支援
サービスが必要である。これらのサービスと介護保険サービスを組み含

わせれば自宅で生活を継続することが可能となる。

特に、要支援 1、 2と非該当を行き来する人については、これらのサ
ービスを切れ目な<提供するという観点から、予防給付と生活支援サー
ビスを一体化し、利用者の視点に立って市町村がサービスをコーディネ



―卜することが効果的なのではないかと考えられる。このため、保険者

の判断により、サービスを総合化した介護予防・生活支援サービスを地域

支援事業に導入し、配食サービス、在宅の高齢者への特養等の食堂での

食事の提供等が効率的に実施されるような仕組みを検討する必要がある。

なお、この場合、十分な財源確保と一定のサービス水準が維持される

よう留意すべきであるとの指摘があつた。

○ また、後述するように、地域支援事業を活用して、市町村が地域で暮
らす認矢□症を有する人やその家族を積極的に支援してい<ことができる
仕組みを検討すべきである。

(4)住まいの整備

○ 緊急時の見守りがないことやバリアフリーでないために自宅で介護を
受けることが困難なケースに対応するために、これまで述べたような在

宅を支えるサービスの充実と併せて、住まいの確保が大きな課題となつ

ている。我が国は諸外国と比較して、要介護者に対する施設 (介護保険 3
施設)の害」合は同程度であるがt高齢者に配慮された住宅の害」合は少ない。
(なお、国際比較にあたっては、平均在所日数の長さも勘案すべきであ

る。)

○ 国主交通省が本年 5月 17日に公表した「国土交通省成長戦略」にお
いても、「急速に少子高齢化が進展する我が国において、高齢者が住み慣

れた地1或で安′かして暮らすことができる住まいを確保する」としている。

さらに 2020年度を目途に、「高齢者人□に対する高齢者向けの住まい
の割合を欧米並み(3～5%)とする」とされている。

○ このような住まいが足りないために、高齢者が安lbして生活できる場
としての全てのニーズが施設、特に特養に集中している現状があること

から、国主交通省と連携しながら、高齢者向けの住宅を計画的に整備し、

介護サービスや生活支援サービスと連携を図っていくことが必要である。

具体的には、高齢者住宅について、24時間対応の定期巡回 。随時対
応サービス、訪問看護、デイサービス等の介護サービスを組み合わせた

仕組みを広く普及することで、中重度の要介護者であっても、特養など

の施設への入所ではなく、住み慣れた地域で安心して暮らすことを可能

とし、居宅介護の限界点を高めていくことが望ましい。

○ 高齢者の住まいについては、老人福祉法と高齢者の居住の安定確保に
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関する法律 (以下「高齢者住まい法」という。)という 2本の法律が存在
している状況であるが、利用者にとって分かりやすい体系とすることが
望ましい。一定の基準を満たした有料老人ホームと高齢者専用賃貸住宅
を、サービス付高齢者住宅として高齢者住まい法に位置付け、これらの
住宅について、サービス内容の1情報開示や入居一時金の保全強化等を図
ってい<必要がある。
一応、老人福祉法における有料老人ホームに対する規制については、
この新たなサービス付高齢者住宅の基準等との整合性も考慮しつつ、さ
らに、近年発生した火災事故の教訓や高齢者虐待に対する懸念を指摘す
る声を踏まえ、防火対策・虐待防止等を徹底してい<べきである。

○ 養護老人ホーム及び軽費老人ホームについては、平成 16年度以降に、
地方分権推進の観点から、三位一体改革により運営費や施設整備費の税
源移譲による一般財源化が行われたところであり、各自治体が計画的な
整備を含めた事業の実施を行う必要がある。国においても各自治体に対
し、適切な事業の実施を継続的に0平びかけてい<必要がある。

○ 特養等の介護基盤の整備をさらに一層進めるとともに、以上述べた取
り組みを進めることにより、高齢期においても安心して住み続けること
ができる住宅が整備され、施設に入所しな<とも必要なサービスが外部
(住宅の近隣又は住宅との含築)から提供される形態の選択肢を増やし
ていく応向を目指すべきである。

(5)施設サービス

(介護基盤の整備)

○ 特養の入所申込者は 42.1万人 (平成 21年 12月現在、都道府県か
らの報告を集計したもの)となっている。そのうち要介護4,5で 在宅
にいる者は 67万人である。まずは特養をはじめとする介護基盤につい
て平成 21年度～平成 23年度の 3年 FB3で 16万床を目標に整備を推進
するとともに、高齢者の住まいの確保についても推進していくことが求
められる。

○ また、特養の入所申込者の 42.1万人という調査については、その調
査の意義、実態把握のあり方について議論があつたところである。今後
の施設の整備のあり方など、政策判断に資するよう、実際の待機者数 (優
先入所申込者数)及び施設における判断基準等について調査を実施する
必要がある。
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○ 現在、特養の設置者は社会福祉法人に限られているところであるが、
社会福祉法人と同等の/AN益性を有する社会医療法人については、特養を

開設することを可能とするべきである。

○ また、入所者の高齢化が進んできている。このため、老健施設につい
ては、在宅復帰支援を担つている者健施設がある一方、入所期PB5が長期

化している老健施設もあり、十分にその機能が発揮されていない状況も

ある。

○ そのため、次期介護報酬改定においては、終の棲家としての機能や在
宅復帰支援機能などといつた施設の機能に着目した評価を検討する必要

がある。

0 1晋来的には、施設サービスについては、状態の変化によって、入所し
ている施設を移ることのないよう、利用者の状態に応じた適切なサービ

スが提供される体系を目指すべきであるとの意見があつた。

(介護療養病床の取扱い)

○ 介護療養病床については、本年 9月に公表された調査によれば、医療
ニーズの低い者 (医療区分 1)の害」合が7害」を超えており、 5年前の調
査と比較しても、医療療養病床との機能分化が着実に進んでいる。さら

に人工呼吸器、中心静脈栄養など、一定の危険性を伴つた医療処置を必

要とする者の害」含|ま低い。

○ 一方で、医療療養病床または介護療養病床から老健施設等への転換は
7000床にとどまっており、平成 24年 3月末までに介護療養病床を廃
止することとなっているが、再編は進んでいないのが実態である。社会

的入院という課題に対し、医療と介護の機能分化をより進め、利用者に

相応しいサービスを提供する観点から、現在、介護療養病床を有する施

設における円滑な転換を支援しているが、現在の転換の状況を踏まえ、

新規の指定は行わず、一定の期PB3に限つて猶予することが必要である。

○ なお、この点について、介護療養病床の廃止方針を撤回すべきではな
いかとの意見があつた。

○ 一方、現在ある介護療贅病床については、長期的に運営を継続し、新
規の介護療養病床の指定を行わず、療養型老健施設の増設や、介護施設
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における医療的ケアを伴う要介護者の受入体制を強化・整備してい<ベ
きとの意見があつた。

(6)認知症を有する人への対応

(現状とこれまでの対応)

○ 平成 20年の「認知症の医療と生活の質を高める緊急プロジェクト」
において、認知症施策については、早期の確定診断を出発点とした適切

な対応を促進することを基本方針とすることとされた。

○ 認知症を早期に発見し、早期の診断と早期の対応につなげることで、
認知症の中核症状の進行をllllえ、行動・山理症状の予防や緩和を図って
い<ことができるようになっている。

○ 認矢□症医療の分野に関しては、診療技術の向上、根本的治療薬等につ
いての研究・開発が進められており、その一方において、認矢□症疾患医療
センターの整備や、地域における認知症医療体制構築の中核となる認矢□

症サポート医養成研修 。かかりつけ医に対する認知症対応力向上研修が

進められている。また、地域における認矢□症ケアとEII療との連携体制の

強化を図るため、地域包括支援センターヘの認知症連携担当者の配置が

進められている。

○ 地域においては、認知症に関する正しい理解と知識の普及を図り、認
知症を有する人や家族を見守る認知症サポーターの養成をはじめ、認矢□

症を有する人や家族に対する相談支援体制の充実や地域支援体制の構築
のための事業が展開されている。

○ さらに、平成 21年度の介護報酬‖改定においては、認矢□症ケアの向上
を図るため、専門的なケア提供体制に対する評価、認矢□症行動・lb理症

状への緊急対応や若年性認知症の受入への評価等が行われてきたところ

である。

○ 若年性認矢□症については、相談から医療・福祉・就労にかかる総合的
な支援を図るため、若年性認矢B症相談コールセンターの設置、若年性認
矢□症就労支援ネットワークの構築及び若年性認知症ケアのモデル事業の

実施が行われているところである。

○ 高齢者の権利擁護に関しては、家族や介護サービス従事者等による虐
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待防止等の取組の推進、地域包括支援センターによる権利擁護事業の推

進、都道府県による権利擁護相談・支援体制の構築が図られるとともに、

成年後見制度の利用に関する支援の実施が行われてきたところである。

○ 認知症を有する人を支援するための国の補助金事業に関しては、自治
体が可能な限り裁量をもちつつ事業を実施できるようにすべきとの意見

がある一方、自治体間で取組の差が大きいとの指摘がある。

(今後の対応)

○ 認矢□症を有する人は、今後高齢化のさらなる進展に伴い、急速に増加
してい<ことが見込まれている。住み慣れた地1或で、介護、医療及び地
域 (行政)が緊密に連携していく重要性は一層高まってい<。

○ 当事者の意見を聞きつつ、認知症を有する人についてのケアモデルの
構築を図った上で、早期の発見と治療、在宅サービスの利用、施設への

入所、在宅復帰、家族への相談・支援などを継続的・包括的に実施するた

め、地域の実情に応じてケアパス (認知症の状態経過等に応じた適切な

サービスの選択・提供に資する道筋)の作成を進めてい<ことが重要であ
る。また、認矢□症の BPSDの症状に薬剤も影響を与えている面があるこ
とから、認知症を有する人に対する薬剤の管理について、関係者FB5にお

けるl情報共有を進めることが重要である。

○ 認矢□症に関する研修を受けたかかりつけ医、認知症サポート医を生活
圏域で確保し、よリー層の活用を図るとともに、認知症疾患医療センタ
ーの整備を進めることが重要である。その際、認矢□症サポート医につい

て、適切に評価すべきとの意見があつた。

○ 具体的な認矢□症ケアのニーズ把握と計画的なサービスの確保を図るた
め、介護保険事業計画において認矢□症に関する事項を盛り込むことが必

要である。

○ また、認知症ケアに必要な知識や技能を身につけるため、認知症対応
に関する研1多を一層充実させ、認知症に対応できる人材を確保するため

の方策について検討すべきである。

○ こうして整備された様夜な関係機関の調整役として認矢□症ケアのサポ
ートをするために、必要に応じて地域包括支援センター等に専門的な矢□

識を有するコーディネーター (連携担当者)を配置し、認矢□症サポート
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医等との連携を図りつつ、医療と介護の切れ目ない支援体制を構築して
い<ことについて検討すべきである。

○ 若年性認知症を有する人への支援については、まずは市町村における
実態の把握を行うとともに、社会参加への意欲に応えるための対策につ

いて、介護報酬上の評価を含め、検討することが望ましいと考える。さ
らに、就労サービスを促進している障害者施策との連携も重要である。

○ 認矢□症高齢者や独居高齢者の増加を踏まえると、日常の生活に関わり
の深い身上監護 (介護サービスの利用契約の手助け等)に 1系る成年後見
の必要性が高まることが予想されるが、平成 21年における成年後見関
係事件の申立件数は約 27,OOO件にとどまつている。今後は弁護士など
の専Pヨ職後見、社会福祉協議会などの法人後見、日常生活自立支援事業
に加え、身上監護を中心に、研修を受けた市民後見人が高齢者を支援で

きるよう、総合的な権利擁護の体制整備を支援してい<ことが必要であ
る。

○ 上記のとおり、地域で暮らす認矢□症を有する人やその家族に対する支
援は、これまでも多岐にわたり、取り組まれてきたところであるが、認
矢□症を有する人が急速に増加する中で、地上或での暮らしを適切に支えて
いく施策の重要性を考えれば、市町村が地i或支援事業を活用して積極的
に取組を進めることができる仕組みを検討すべきである。

(7)家族支援のあり応

○ 介護保険制度の導入の目的の一つは、介護の社会化である。家族介護
を当てにせずに在宅介護が遂行できる支援体制を整えることが望ましい

が、家族によって介護が行われる場合であっても、介護保険により提供
される様皮なサービス、地域における支援などを組み合わせて、家族の

負担を少しでも軽減し、仕事と介護の両立ができるよう支援を行ってい

<必要がある。

○ 現行の介護体業制度の取得率は平成 20年度で O.06%に過ぎない。ま
た、本年 6月より、育児 。介護体業法の改正により、新たに介護体暇制
度が倉」設されたばかりである。このため、これらの制度の利用促進を図
つていくことが求められる。

○ 家族介護者支援 (レスパイト)などの観点から、緊急時に迅速に対応
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できるような仕組みを含めて、ショートステイの活用を図るとともに、

デイサービス利用者の緊急的・短期P83の宿泊ニーズヘの対応のあり方に

ついては、利用者の処遇や安全面に配慮しつつ、認知症の要介護者等を

対象とした先行事例なども参考にして、慎重に検討を行うべきである。

○ 地域支援事業における家族支援事業については、現在 911市町村で実
施されている。今後、モデル的な市町村の取組について、他の市町村に

おいても情報を共有する仕組みを設けることなどにより、さらに事業を

推進してい<ことが必要である。

(8)地域包括支援センターの運営の円滑化

○ 地域包括支援センターは、4056箇所設置され、プランチ等を合わせ
ると7003箇所が整備されているが、今後、全中学校区 (1万箇所)を
目指して拠点整備を進めていくことが必要である。

○ 地域包括支援センターの総合相談、包括的・継続的ケアマネジメント、
虐待防止、権利擁護等の機能が最大限に発揮できるような機能強化が求

められている。

○ 地域包括支援センターは、介護保険サービスのみならず、インフォー
マルサービスとの連携や、介護サービス担当者、医療関係者、民生委員

など地域資源や人材をコーディネートする役害」を担ってい<必要がある。
しかしながら、地域での役害」が不明確であったり、介護予防事業に忙殺

されているため、十分その役害」を果たせていないとの指摘がある。

○ このため、当該市釘村 (保険者)が地域包括支援センターに期待する役害」
が明確となるよう、委託型のセンターについては、市町村が包括的支援

事業の実施に係る方針を示すこととすべきである。また、関係者間のネ

ットワークの構築について、地上或包括支援センターが責任をもつて進め

ていくことを改めて徹底すべきである。

○ このような地域包括支援センターの機能強化と併せて、要支援者に対
するケアプラン作成業務については、居宅介護支援事業所に移管すべき

との意見があつたが、一方、地域の実情に応じて柔軟に業務委託できる

ようにした上で、利用者の状態変更 (要支援・要介護)に対応した連携方
策を工夫することにより対応すべきであるとの意見があつた。
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2 サービスの質の確保・向上

(1)ケアマネジメントについて

(ケアプラン、ケアマネジャーの質の向上)

○ 地域包括ケアの実現を図るためには、介護保険のサービスやそれ以外
のサービスとのコーディネートや関係職種との調整が欠かせない。特に、

重度者については、医療サービスを通切に組み込むことが重要となって
いる。さらに、利用者の意向を踏まえつつ、そのニーズを的確に反映し

た、より自立促進型、機能向上型のケアプランの推進が求められている。

○ また、ケアマネジャーの独立性、中立性を担保する仕組みを強化して
い<必要がある。

○ こうした状況において、まずは、ケアプランの様式変更やケアプラン
チェックなど可能なものから取り組んでいくこととし、さらに、より良

質で効果的なケアマネジメントができるケアマネジャーの資格のあり方
や研修カリキュラムの見直し、ケアプランの標準化等の課題について、
別途の検討の場を設けて議論を進めることが必要である。

○ なお、複雑なサービスをコーディネートする必要がない場合などは、
要介護者及び要支援者が各種の介護サービスを自ら選択・調整する居宅
サービス計画 (セルフケアプラン)の活用支援なども検討することが必
要である。

(利用者負担の導入)

○ 居宅におけるケアプランの作成等のケアマネジメントについては、現
在、全て介護保険給付で賄われており、利用者負担が求められていない。
これは、要介護者等の相談に応じ、その1出身の状態等に応じた適切なサ
ービスを利用できるよう支援する新しいサービスの導入にあたり、要介

護者等が積極的に本サービスを利用できるよう、制度倉」設時に特に10
害」給付のサービスと位置づけたものである。

○ 利用者負担の導入については、ケアマネジャーによるケアプランの作
成等のサービスは介護保険制度の根幹であり、制度の基本を揺るがしか

ねないこと、必要なサービス利用の抑制により、重度イじにつながりかね
ないことなど、利用者や事業者への影響を危惧する強い反対意見があつ

た。さらに、セルフケアプランが増加すれば、市町村の事務処理負担が
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増大することなどから、慎重に対応すべきであるとの指摘があつた。

○ 一方、制度創設から 10年を経過し、ケアマネジメント制度がすでに
普及・定着していると考えられること、小規模多機能サービスや施設サ
ービスなどケアマネジメントが包含されているサービスでは利用者が必

要な負担をしていること等も考慮し、居宅介護支援サービス及び介護予

防支援サービスに利用者負担を導入することを検討すべきであるとの意

見があつた。これにより、利用者自身のケアプランの内容に対する関lb

を高め、自立支援型のケアマネジメントが推進されるのではないかとの

考え方もある。

なお、その際には、適切なサービスの利用を阻害しないよう配慮する

ことが必要である。

(施設のケアマネジャーの役害」)

○ 施設におけるケアマネジャーについては、支援相談員等との役害」分担
が不明確であることから、その位置づけを明確化すべきであるとの意見
があった。

(2)要介護認定について

○ 要介護認定は、介護保険市」度において、客観的にサービス供給量を決
定し、介護サービスの受給者の公平性を確保するために不可欠な仕組み

である。利用者が必要とするサービスが提供されるよう、要介護度区分

の見直しや要介護認定を廃止し、利用者に必要なサービス量については、

ケアマネジャー、利用者、家族、主治医、事業者、保険者による会議に

おいて決定すべきとの意見もある。

○ しかしながら、要介護認定の廃止は、
・ 要介護度区分を減らすような見直しは要介護度の改善により突然支

給限度額が大き<減少することとなる
。 また、一次判定から二次判定に至る要介護認定のプロセスに変更が

なければ、保険者の要介護認定に係る事務の簡素イしにはつながらない
。 要介護認定の廃止は、介護が必要な度合いが同程度であっても、提

供されるサービスに大きな差が生じるなど、ばらつきの大きい仕組み
となる
。 要介護認定を廃止すれば、給付を受けない健常な被保険者からみれ

ば、節度な<給付を行つているかのように誤解されるおそれがある
といつた問題があり、去口って受給者FB3の不公平を生み出すおそれもある。



○ 当面、要介護認定に係る市町村の事務負担が大きいとの指摘があるこ
とから、要介護、要支援をまたぐ際などの認定の有効期間の延長を求め
る保険者の意見などを踏まえて、事務の簡素イヒを速やかに実施すべきで

ある。

○ 要介護認定については、認知症の要介護度を適切に評価できているか
など、引き続き適切な仕組みとなるよう継続的に評価・検討してい<ベ
きであり、これについては、必要に応じて介護給付費分科会などにおい

て十分議論されることが望ましいと考える。なお、この点について、要
介護認定制度そのものについて、別途議論の場を設けるべきとの意見が

あった。

(区分支給限度基準額)

○ 区分支給限度基準額については、その引き上げ等を求める意見があり、
まず、現在、限度額を超えてサービスを利用している人の状態や利用の

状況等の実態を把握、分析することが必要である。

○ その上で、区分支給限度基準額を超えているケースについては、
・ ケアプランの見直しにより対応が可能なのか
。 加算等の仕組みがあることによるものか
。 今後の新たなサービスの導入等による影響をどう考えるか

などについて、次期介護報酬改定に向け検証を行い、介護給付費分科会
において必要な対応を図ることが望ましい。

○ なお、現行の制度では、要介護度が軽度の場合も重度の場合も、区分
支給限度基準額やケアプランなどの関連で、特に訪間看護やリハビリテ
ーションについて利用抑制が働き、本来訪Fo5看護やリハビリテーション

の必要な利用者にサービスが提供できないケースがあるとの指摘があっ

た。

(3)情報/AN表制度と指導監督
○ 介護保険制度は、様友な事業主体の参入を認め、利用者の適切な選択
と事業者FB3の競争によリサービスの質を確保する仕組みである。このよ

うな仕組みの下では、各事業者が提供する介護サービスの内容 。質に関
して客観的で適切な情報が、サービスを選択する利用者や家族に提供さ

れることが不可欠である。現行の情報/AN表制度は、このような観点から、

不」用者によるサービスの選択を実効あるものとするために設けられてい
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る。

○ 情報公表制度については、都道府県知事又は指定調査機関による介護
サービス事業者・施設に対する調査が義務付けられているが、事業者にと

つてこうした調査等の負担が大きいという指摘がある。このため、利用

者にとって活用しやすいものとなるよう、検索機能や画面表示などを工

夫するとともに、調査については、都道府県矢□事が必要と認める場合に、

適切に実施することとするなど、事務の軽減を図り、手数料によらずに

運営できる制度へと変更するべきである。その際は、費用負担を含めて、

都道府県の負担等に配慮すべきとの意見があった。

○ また、公表される情報については、都道府県の判断により、事業者が
任意でサービスの質や雇用等に関するデータを追加できることとし、公

表される情報の充実を図っていくべきである。

○ 平成 17年の改正により、市町村は、①介護サービス事業所に対する
文書の提出の依頼、質Fo5、 照会等、②要介護認定等の認定調査 (新規、

更新)の 2つの事務について、当該事務を適正に実施することができる
と認められるものとして、都道府県矢□事が指定する法人に事務の一部を

委託することが可能とされたところである。これに加え、今後、都道府

県においても、公平性の確保に留意しつつ、指導監督体制を整備する観

点から、指導の一部を指定法人に委託できるようにするべきである。

事業者への実地指導や監査については、制度や現場に精通した担当者

があたることなどとし、不正が疑われる事業者に対しては厳しいチェッ

ク機能が求められる。一方で、一部の自治体において、必ずしも実地指

導や監査が十分な効果を上げていなかったり、自治体F83で指導内容に不

整合があったりするとの意見があり、サービスの質の確保・向上につなが

るよう、その標準化や、公正性を確保するとともに、事業者を育む姿勢

が必要である。

3 介護人材の確保と資質の向上

0 2007年 には 120万人だった介護職員数は、2025年には 210～
250万人必要となることを考えると、介護の現場をより魅力あるものと
するための処遇の改善や人材確保策を講じていく必要がある。

(処遇改善の取組について)

○ 現在実施している介護職員処遇改善交付金は平成 23年度末で終了す
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ることから、継続して処遇改善を行うためには、当該交付金を継続する

か、平成 24年度の介護報酬‖改定において当該交付金に相当する規模の
プラス改定が必要となつて<る。しかしながら、当該交付金については、
・ 給与等の労働条件については労使が自律的に決定してい<ことが適
当であること
。 交付金の対象者が介護職員に限定されていること
・ 現在の国の財政が厳しい状況にあること

などを考えれば、本来的には、介護職員の処遇改善が継続できるよう、

介護報酬改定により対応する方向で検討してい<べきである。

○ この点に関し、処遇改善交付金を廃止し、介護報Ollll改定により対応す
る場合には、保険料の引き上げとなることから、介護職員処遇改善の趣

旨の理解を進めるため、事業所の管理者を含め、その給与水準の/AN表制

度を設けるべきであるとの意見があった。

○ なお、平成 24年度以降については、当該交付金を継続すべきである
との意見や、すべて介護報酬‖改定で対応するのではなく、公費財源も活

用しながら、徐及に制度内に取り込んでい<べきとの意見があった。

○ また、介護労働市場をみると、
・有効求人倍率や離職率といった指標は改善しつつある一方、
・事業所やその経営主体によって離職率や賃金が大きく異なっている
ことから、処遇の改善や人材確保のための施策として、どのような対策
が相応しいか、介護給付費分科会における議論も含め、さらに検討が必

要である。

○ 特に、介護職員の処遇改善は単に賃金水準のみならず、労働者の能力
に基づ<評価、働きやすい職場環境の整備などの対策を総合的に講じる
必要がある。

○ また、潜在的な介護福祉主等が、再度、介護現場で働いてもらえるよ
うな環境整備も重要である。

(雇用管理)

○ 労働基準法違反事業者比率は、全産業平均が 68.5%であるのに対し、
社会福祉は 77.5%と高い水準にあり、介護サービス事業者による雇用管
理の取組を促進するという観点から、その労働法規遵守のための具体的
な取組を検討する必要がある。



○ 労働法規に違反して罰金刑を受けている事業者や労働保険料を滞納し
ている事業者についてば介護保険法上の指定拒否を行うようにするとと

もに、指定事業者が労働法規に違反して罰金刑を受けた場合は指定を取

り消すことができるようにすることを検討すべきである。その際、介護

サービスの提供方法が夜間を通じて行われたり、利用者宅を移動して行

われたりする形態であるために、労働基準法等の遵守が強<求められて
いる事業であることや、他の制度との関係に十分留意して、介護保険法

にこのような規定を設ける理由について、十分な説明が必要である。

また、介護職員等の多様な働き方に対応する労働法規等のあり方も検

討する必要があるとの意見があつた。

(キャリアアップの取組)

○ 事業者による介護職員のキャリアアップの取組の充実。強化を推進す
る必要がある。まずは、本年 10月に始めた介護職員処遇改善交付金の
キャリアパス要件を定着させることが必要であるが、さらに1晋来におい

て介護人材の不足が見込まれる中で、より質の高い介護人材を育成する

ために、ホームヘルパーの研修体系と介護福祉士の養成課程との整合性

の確保を図ってい<べきである。

(医療的ケア)

○ 前述のとおり、今後、さらに医療ニーズが高い者が増加することや、
より安全なケアを実施するため、たんの吸31等を介護福祉土や一定の研

修を修了した介護職員等が行えるよう、介護保険制度の改正と併せて法

整備を行うべきである。

○ こうした医療的ケアが実現可能となれば、たんの吸引等が必要な要介
護者が在宅、特養、グループホーム等で生活を継続することが可能とな

り、効率的なサービス提供体制の構築にも資すると考えられる。

なお、これによって、介護職員の処遇の改善にもつなげていくことが

期待されるとの意見があつた。

4 給付と負担のバランス

(給付と負担の見直し)

○ 現在 65歳以上の介護保険料は一人当たり平均月 4,160円であるが、
これは保険料上昇を抑制するための特例交付金や市町村準備基金の取崩

によつて約 400円程度抑制された結果であり、さらに介護職員処遇改善
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交付金や 16万床の緊急基盤整備の効果、高齢化に伴う給付費の増加を
踏まえると、平成 24年度には全国平均で 5,OOO円を超えることが見込
まれている。

サービスの提供に伴う必要な負担については被保険者に求めざるを得
ないとしても、保険料は月 5,000円が限界との意見もあり、次期介護保
険事業計画が始まる平成 24年度において、介護保険料の伸びをできる
限り抑制するよう配慮することも必要である。

○ 将来にわたって安定的に制度を運営し、また、高齢者の暮らしを支え
るために必要な給付の拡充をする際には、平成22年 6月 22日に閣議
決定された「財政運営戦略」に記されたペイアズユーゴー (pay as you
go)原則に貝」って、必要な負担増に見含った財源を確保することが求め
られる。

※「ペイアズユーゴー原則」とは、歳出増又は歳入減を伴う施策の新たな導入。拡

充を行う際は、原則として、恒久的な財源を確保するものとする考え方。

○ なお、ペイアズユーゴー原貝」の下では、現場ニーズに見合つた給付の
議論が難しい等の意見もあった。

○ このように、今後も給付の充実やそれに伴う保険料の上昇が見込まれ
ることにな0えて、とりわけ、第 5期介護保険事業計画期間に向け、介護
職員の処遇改善の継続と地域包括ケアシステムの確立等のための給付の

充実等を図る要請に応えるためには、介護保険制度の中で、給付の効率
化・重点化及び財源の確1呆を進めていくことが必要である。その際、今後
とも給付の増加に対応したさらなる負担を、制度を支えるそれぞれの方
にお願いせざるを得ない以上、より/AN平、/AN正な負担制度の下で、第 1

号被保険者、第 2号被保険者それぞれが応分の負担を行つてい<ことが
必要である。

(総報Blll害」)

○ 現在の 40～64歳が負担する第 2号保険料は、その加入する医療保険
の加入者数に応じて負担金が決められている。このため、総所得の高い

医療保険者は低い保険者と比較して、総所得に対する介護保険料の害」合
が低率となっている。

○ 介護保険制度において、被用者保険の第 2号被保険者の保険料につい
て、被用者保険FB3の負担の/AN平性を図る観点から総報酬‖割を導入する必

要があるとの意見があつた。



また、現在の介護報酬‖における地域係数は、都市部の賃金水準を反映

していないという意見もあり、比較的所得の高い都市部の第 2号被保険
者に負担能力に応じた保険料負担を求めることにより、地域係数を見直

し、都市部の介護従事者の賃金ヨ|き上げに充当することが必要であると

の意見があつた。

一方で、総報酬‖割の導入については、従来の保険料負担の基本的な者

え方と仕組みを大きく変更するものであり、十分な議論な <、 財源捻出

の手段として導入しようとすることに対して、強い反対意見があつた。

また、利用者負担の見直し等の必要な見直しを行うことなく、これを導

入することについて慎重な対応を求める意見があった。

(財政安定イヒ基金)

○ 都道府県に設置されている財政安定化基金については、都道府県が基
金の一部を拠出者に返還することが適切と半」断した場合に、基金規模を

縮小できるような見直しを行うよう会計検査院から平成 20年に指摘さ
れている。制度倉」設当初においては、介護給付費の推移を予沢」すること

が困難であつたが、 8乍今給付費の推移が安定していることを踏まえ、本

来の基金の目的に支障を来すことのないよう、必要な額を確保した上で、

基金の取り崩しを行い、保険料の軽減に活用できるようにするなどの法

整備を検討すべきとの意見があつた。一方、財政安定化基金を保険料の

軽減に活用することに対し、慎重に対応すべきとの意見があつた。

(公費負担のあり方)

○ 介護保険告」度は、その半分を保険料により賄い、給付と負担の関係が
明確な社会保険方式を採用してきた。介護保険料収入はこの 10年 FB3で
約 120%上昇しており、これは住民が地域の介護サービスの拡大のため
に給付に相応する保険料を負担することを選択してきた結果である。

○ 今回の部会の議論においては、今後の保険料の上昇を懸念して、公費
負担害」含を増加させるべきであるとの意見や調整交付金を国庫負担

25%と別のものとして外枠化すべきとの意見があった。

○ しかし、一方ではt
。 公費負担害」合が増えれば増えるほど、財政事情の影響を制度が受け

やすくなり、住民の納得の下で、必要なサービスを整備し、またそれ

に見合った負担を行うという社会保険制度の利点を失うのではないか、
。 公費負担を引き上げることで一時的に保険料の上昇を抑制できても、

今後要介護者のさらなる増加等によって給付が増加すれば、やはり保



険料の上昇は避けることはできないので根本的な問題の解決にならな
いのではないか、

との意見もあった。

○ 今回の改正においては、安定した財源が確保されない以上、公費負担
害」合を見直すことは困難であるが、今後、公費負担のあり方を議論する
に当たっては、こうした社会保険方式によるメリットや被保険者の負担

能力といった点を考慮して検討を行うべきである。さらに、
・ 単に公費負担害」合を増加させるべきなのか、低所得者への負担軽減

策として活用すべきなのか、さらに、保険給付の範囲を限定した上で

福祉施策として公費によるサービスを拡充すべきか
。 よリー層地方が主体的に介護保険制度を運営するために、その権限
と財政負担の分担をどのように考えるのか

といつた視点からも議論を行うべきである。いずれにしても、こうした

議論は単に介護保険制度にとどまらず、社会保障と財政のあり方全体の

中でも議論してい<べき課題である。
社会保障と財政のあり方全体の検討を行う際には、社会保障制度にお
ける給付と負担のあり方を総合的に考える視点が必要であり、年金 。医

療等においてもさらなる負担が求められる中で、介護保険においても現
役世代の社会保険料負担が過重になれば、その働<意欲・活力を肖」ぐ上、
雇用にも悪影響を及ぼすとの意見があつた。

○ なお、公費負担害」合の見直しに際しては、施設、居宅・地域密着型の
類型による国と都道府県の負担害」合を同じ扱いとすべきであるという意
見があった。

(給付の見直し)

○ 医療保険においては、現役並み所得の高齢者については利用者負担が
3害」となっている。介護保険制度においても、限られた財源の中で、高
齢者の負担能力を勘案し、所得に応じた負担を求めることが適当であり、
一定以上の所得がある者については利用者負担を、例えば 2害」に弓|き上
げることを検討すべきである。

一方、介護保険は区分支給限度基準額が設けられているなど、医療保
険とは異なる仕組みであり、負担増を求めることには慎重であるべきと
の意見があった。

※ 居宅介護支援・介護予防支援 (ケアプランの作成等)及び要支援者・
軽度の要介護者にかかる給付の利用者負担については既述のとおり。
※ 補足給付については後述のとおり。



(被保険者範囲)

○ 被保険者範囲については、今後被保険者の保険料負担が重くなる中で、
被保険者年齢を引き下げ、一人当たり保険料の負担を軽減すべきではな

いかとの意見があった。

一方で、被保険者範囲の拡大は、若年者の理解を得ることが困難であ

り、慎重な検討が必要との意見もあつた。

被保険者範囲のあり方については、これまでも介護保険制度の骨格を

維持した上で被保険者の年齢を弓|き下げる方法と、介護を必要とするす
べての人にサービスを給付する制度の普遍化の観点から若年障害者に対

する給付も統合して行う方法について検討が行われてきたところである。

現在、障害者施策については、内閣府の「:章がい者制度改革推進本部」

において、議論が行われているところであり、今後は、介護保険制度の

骨格を維持した上で、被保険者年齢を引き下げることについて、十分な

議論を行い結論を得るべきである。

なお、現行の第 2号被保険者に対する給付に関し、特定疾病による条
件の緩和を検討すべきとの意見があつた。

5 地域包括ケアシステムの構築等に向けて保険者が果たすべき役害」

(介護保険事業計画)

○ 従来、介護保険事業計画を策定する際は、主として、当該市町村にお
ける高齢者数の伸び等を考慮して将来のサービス量を見込んでいたとこ

ろである。地域包括ケアの実現のためには、各地域における介護サービ

スやこれに付随するサービスのニーズを的確に把握し、介護保険事業計

画を策定することが求められる。

○ 今後、保険者(市町村)は、日常生活圏域ごとのニーズ調査に基づき、必
要となるサービスごとの見込みを積み上げて、より精緻な事業計画を作

成することが求められている。

○ 次期介護保険事業計画を策定する際には、喫緊の課題である認矢□症に
ついて対策の充実を図るため、地域における的確なニーズの把握と対応、

サポート体制の整備などについて、地域の実情を踏まえ記載していくこ

ととすべきである。また、医療サービスや高齢者の住まいに関する計画

と調禾日の取れたものとし、在宅医療の推進や高齢者に相応しい住まいの

計画的な整備に関する事項等について、地域の実情に応じ記載していく

ことが求められている。



○ また、介護保険制度は、国民の理解と納得があってはじめて成り立つも
のであり、介護保険制度の理念とルールについて、利用者やその家族だけ

でな <、 広<住民に周知・定着されるよう国や自治体が積極的な取組を進
めてい<べきである。

(地域ニーズに応じた事業者の指定)

0 24時 間対応の定期巡回・随時対応サービスや小規模多機能型居宅介護
は、夜PB5における対応が必要となることや、事業規模がある程度限られ
ていることから、経営基盤が不安定となるおそれがある。地域に根ざし

て安定的にサービス提供を行うことを促進する観点から、その普及促進

策を積極的に講じる必要がある。

○ このため、市町村の日常生活圏域ごとのニーズ調査に基づき、当該国
域内で必要なサービス量を踏まえた事業者の指定を行う裁量を保険者に

付与し、事業者にとつても安定的にサービス提供できる体制を構築する
べきである。

○ このような観点に立って、地域密着型サービスについては、市町村が
安定的なサービスの提供を確保できるよう、サービスの質の確保など一

定の条件を課した上で、申請に基づく指定に代えて、公募を通じた選者
により、事業者の指定を行えるよう検討する必要がある。

○ また、都道府県指定の居宅サービス等と市町村指定の地域密着型サー
ビスが、地上或でそれぞれ整備され、サービスを提供することとなるため、

市 F」J村が希望する場合には、居宅サービス等の指定に際し、都道府県が

関係市町村に協議を行うこととし、都道府県は、市町村との協議内容を

踏まえて、指定の是非を半」断し、市町村の介護保険事業計画の策定 。達

成に当たり支障があると判断した場合は、指定を拒否できる仕組みを導

入することを検討すべきである。

こうした制度を導入する際、事業者の指定にあたっての調整事項や事

務負担の上曽大も見込まれることから、事業者の指定事務を含め、都道府

県と市町村の権限の見直しも併せて検討してい<必要があるとの意見が
あった。

○ なお、現行の施設・居住系サービスの定員設定と指定拒否の仕組み (い
わゆる「総量規制」)については、保険者が地域の高齢者のニーズを踏ま
えて施設・居住系サービスの基盤を一体的かつ計画的に整備するために



有効に機能している重要な制度であり、今後も現行制度の規制の内容や

対象をそのまま維持する必要がある。

また、地域密着型サービスについて、市町村の境界付近にある事業所

を、隣接する市町村の住民も活用できるよう、指定事務の簡素化等近隣

市町村の協力・連携を図る方策を推進すべきである。

(保険者独自の介護報酬の設定)

○ 平成 18年度より、地域密着型サービスについては、介護報酬‖を減額
する仕組みが導入されるとともに、平成 19年 10月から、厚生労働大
臣の許可を得て報酬‖を増額できる仕組みが導入されたところである。市

町村の独自の取組をさらに推進するため、独自報酬‖の設定について、一

定の範囲内で厚生労働大臣の許可を得ることな<、 増額報酬‖を認めるな

ど、財源負担に配慮しつつ、保険者の裁量をより拡大することを検討す
べきである。

(地域主権)

○ 介護保険制度については、制度倉」設以来「地方分権の試金石」として
市町村自ら保険者となり保険制度を運営するなど地んが主体的な役害」を

果たしてきた。また、平成 22年 6月 22日に閣議決定された地域主権
戦略大綱に基づき、指定都市及び中核市に介護保険事業者の指定権限を

移譲することとしている。さらに、今回の改正においても、上述のとお

り地i或密着型サービスに係る市町村の権限を拡大する方向で検討するよ

う提言している。地方分権改革推進委員会第一次勧告 (平成 20年 5月
28日 )において指摘されたすべての介護保険サービスの事業者の指定
の市への移譲については、提言を踏まえた見直しの実施状況を踏まえつ

つ、引き続き検討すべきである。

6 低所得者への配慮

(補足給付)

○ 前回改正において、施設と在宅の間の利用者負担の不均衡是正の観点
から、施設における食費・居住費は介護保険給付の対象外としたところで

ある。上記の見直しに当たっては、補足給付が導入され、低所得者の負

担が軽減されている。

○ 補足給付については、低所得者に対する食費・居住費の補助は、要介護・
要支援状態の発生という保険事故に対する給付ではな<、 あ<まで低所
得者対策であるとの観点から、金額/AN費負担の福祉的な制度とすべきと



の意見があった。現在の国及び地方の財政状況を踏まえると、ただちに
金額/AN費により補足給付を賄うことは困難であるが、1晋来的な補足給付
のあり方について、社会保障と財政のあり方全体の議論と併せて、引き
続き検討することが必要である。

○ こうした中、今回の介護保険制度改革においては、前回改正の趣旨や
低所得者対策としての補足給付の趣旨に即した見直しを行つてい<べき
である。

(家族の負担能力の勘案)

○ 特養の入所者については、現在、入所者の約 4分の 3が補足給付を受
給している。しかし、これらの者の中には、入所前に同居していた家族
に負担能力がある場合や、入所者自身が資産を保有しているケースがあ

る。このため、補足給付の低所得者対策としての趣旨を徹底する観点か

ら、保険者の判断により、施設入所者について可能な範囲で家族の負担

能力等を把握し、それを勘案して補足給付の支給を判断することができ
る仕組みとすべきである。

一万、保険者によって取扱いに違いが生じることが想定されることや、
正確な資産把握が困難と考えられることから、慎重な検討が必要である
との意見があつた。

(ユニット型個室の負担軽減等)

○ ユニット型個室については、低所得者の負担が大き<入所が困難であ
るとの指摘があることから、社会福祉法人による利用者負担軽減や補足

給付の拡充により、その一部を軽減すべきである。その際、生活保護受

給者もユニット型個室へ入所が可能となるよう検討すべきである。

養護老人ホームについても、個室化の推進のため、自治体の状況を踏
まえて検討を行う必要がある。

○ グループホームについては、補足給付の対象ではないが、地域によっ
ては利用者負担が著し<高 <、 低所得者の利用を妨げていることから、
地域で暮らす認矢□症を有する人を支援する視点に立って、何らかの利用

者負担軽減措置を検討すべきではないかとの意見があつた。

なお、介護保険施設と同様に介護保険給付としてグループホーム利用

者に文」する補足給付を行うべきとの意見もあった。

(多床室の給付範囲の見直し)

○ ―ん、前回の改正において、個室については、居住部分の減価償却費
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相当額と光熱水費が保険給付の対象外となつたが、多床室については光

熱水費のみが保険給付の対象外とされた。この結果、多床室の介護報酔‖

が、従来型個室の報酬よりも高い設定となつている。今後、利用者負担

について、さらなる在宅との均衡を図るため、多床室についても、低所

得者の利用に配慮しつつ、減価償却費相当額を保険給付対象タトとする見

直しが必要である。

○ 多床室の減価償却費相当額を利用者負担とすることについては、その
居住環境を考慮し、居住費については現状の光熱水費相当を維持すべき

であるとの意見があつた。

(高齢者の保険料負担の軽減)

0 65歳 以上の第 1号保険料については、これまで課税対象者について
は、保険者の判断により、被保険者の所得状況に応じ、きめ細かな保険

料段階を設定することが可能となつている。一方、住民税世帯非課税の

低所得者に対する保険料については、段階設定が固定されているところ

である。これを地域の実情に応じ低所得者に対するきめ細やかな配慮を

行う観点から、弾力的に段階設定を行うことができるよう見直しを行う

必要がある。

○ 今後、介護基盤の整備や介護職員の処遇改善により、保険料の急激な
上昇が見込まれるところである。市町村においては、第 4期介護保険事
業計画の策定の際と同様に、準備基金の取り崩しなどの取組も講じるこ

ととなると想定されるが、これらに加え、保険料の急激な上昇に対応す

るため、財政安定イヒ基金の取り崩しにより、財源の範囲内で保険料の軽

減を図ることを検討すべきとの意見があつた。一方、財政安定化基金の

適正規模や保険料の軽減に活用することについて、慎重に検討すべきと

の意見があつた。

Ⅳ 今後に向けて

○ 今回の介護保険制度改革においては、第 5期に向けて、
・ 訪間介護と訪Fo5看護の連携の下で行う 24時 FB5対応の定期巡回・随時
対応サービスの倉」設、
・ 介護保険事業計画における医療サービスや住まいに関する計画とのさ

らなる連携
・ 利用者負担や保険料の見直し

32



などを盛り込んだところである。これらの施策に加え、医療と介護の連携
を一層実効あるものにしてい<ためには、平成 24年度施行の診療報酬と
介護報酬の同時改定に向けてさらにそれぞれの役害」分担や関係職種の連携、
サービスの調整などについて、今後さらに議論を進める必要がある。

○ 公費負担害」合の見直し、地域支援事業の財源構成、補足給付の公費化な
ど介護保険制度と公費のあり方については、社会保障と財政のあり方全体
の中での課題として、引き続き検討を行つてい<必要がある。

○ さらに、本部会では、主として当面の法改正事項を中心に議論が進めら
れてきたことから、今後、「社会保険」「保健制度」「福祉制度」といった視
点で、介護保険制度の機能・役害」について議論するべきとの指摘があった。

○ また、介護保険制度が創設されて 10年が過ぎ、制度自体が複雑化され、
不」用者や家族にとって分かりに<いシステムとなっているとの指摘もあ
り、今後、制度改正を進めていく際は、できるだけ利用者や家族に分かり
やすく、利用しやすい制度となるよう、配慮していくべきである。
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社保審一介護給付費分科会

第70回 (H22.12.24): 資料 6

『介護保険制度に関する世論調査』について

■調査対象 全国20歳以上の者 5,000人
有効回収数 3,272人 (回収率 65.4%)

調査期間 平成22年 9月 16日 ～10月 3日 (調査員による個別面接聴取)

■調査項目 1 高齢者介護に対する不安感等について
2 在宅介護,施設介護に関する意識について
3 介護保険制度について
4 行政に対する要望について

■調査結果の主な特徴

> 介護保険制度導入による効果については、「良くなったと思う」と回答した者
が過半数 (51.3%)を超えた。

> 自分自身に介護が必要となったときに困る点としては、「家族に肉体的・精
神的負担をかけること」(7&0%)とする意見が一番多く、次に「介護に要

する経済的負担が大きいこと」(60.1%)が挙げられている。

> 介護を受けたい場所については、「現在の住まいで介護を受けたい」と考えて
いるものが最も多くなっており (37.3%)、 その理由として「現在の住まいで

生活を続けたいから」を挙げる者が一番多い (82.8%)。 なお、この際の介護

の形態については、家族介護と外部の介護サービスの組み合わせを望むもの

が 73.9%と なっている。

> 介護サービスを充実させた際の費用負担について、公費 (税金)負担の引き
上げを挙げる者が 41.3%、 負担割合は変えず公費・保険料・利用者負担のそ

れぞれの負担を引き上げるとする者が 21.9%と なっている。

> 今後の行政に対する要望としては、「介護人材確保のために、賃金アシプなど
の処遇改善」(52.0%)、 「認知症の人が利用できるサービスの充実」(48.3%)、

「24時間対応の在宅サ∵ビスの充実」(47.7%)に対する意見が多い。

※ 当該世論調査は、内閣府において実施 口公表されたものである。

… 1-



1 高齢者介護に対する不安感等について

(1)超高齢社会到来への関心
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(2)自分自身が要介護者になる不安の有無
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(注 1)平 成 15年 7月 調 査では ,「 あなた 自身 が老 後に寝 た き りや痴果 になるか も しれ ない と,不 安 に思 うことが

あ りますか。 この中か ら 1つ お答 え くだ さい。 」 と聞いている。

(注 2)平 成 7年 9月 調 査では ,「 あなた 自身 が老後に寝 たき りや痴呆症 になるか もしれ ない と,不 安 に 思 うこ と
が あ りますか。 この中 で は ど うで しょ うか。」 と聞いてい る。

コ

性

性

コ

歳

齢
　
　
２９

性

年
　
　
”

亡

男

女

‥

２０

歳 5 4
:::1:::::麗

1 5

-3-



(3)家族が要介護者になる不安の有無

。あ る (小計 )
。よくある

・時々ある
。な い (小計 )
。`あまりない
。まうたくない

平成 15年 7月

73.5%
26.5%
46.9%
25.3%
17.8%
7.5%

平成 22年 9月
→   77.6%
→   34.2%
→   43.4%
→   18.0%
→   13.0%
→   5.0%

よ く あ る   時 々 あ る

現 在 ,寝 た き りや
認 知 症 の 家 族 が い

る

家 族 は い な い わからない

(該 当者 数 )

今 回 調  査 (3,272人 )

平成 15年 7月 調 査 (3,567人 )

平 成 7年 9月 調 査 (3,596人 )

(1,493人 )

性 (1,779人 )

(286人 )

歳 (529人 )

歳  (495人 )

歳 (531人 )

歳  (702人 )

上 (729人 )

(注 1)
(注 2)

(注 3 )

24 1406

よ く ある 時 々 あ る わからなし あまりない まったくない

現 在 ,寝 た き りや
認 知 症 の家 族 が い

る

年

亡
　
　
男

　

　

女
　
　
亡

コ
　
　
性

性

コ

　

　

歳

齢

以歳

92

０　湘
橘
　
隣

一　̈一」一る。

７
　
巧
り
い
り
い

６０　̈
ぃ。ｊと問い一

」
彰
部
雑
。ｊ

５０　るヽＪが
α
かか

れ
家
え
家
よ

２０　］一一一一

‐０　　にい一一

ｏ　̈
」̈
」思ぅこと
ぃ』一査で，ま，一
れり̈
『̈

調

‐５

し

７
し

回

成

も

成

も

今

平

か

平

か

まったくない

47 6 『‐３‐
瀬

-4-
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(4)自 分自身に介護が必要となつた場合に困る点

・家族に肉体的 。精神的負担をかけること
。介護に要する経済的負担が大きいこと
。収入がなくなること  、
。人生の楽しみが感 じられなくなること

家族に肉体的・精神的負担をかけること

介護 に要す る経済的負担が大 きい こと

収 入 が な く な る こ

人生の楽 しみが感 じられ な くなること

介護 を して くれ る家族が いない こ

介護のための部屋がない,入浴 しにく
など住宅の構造に問題があること

現在 の住まいで生活できな くなること
(注 1)

介護サービスについての情報が少ないこ
と

緊急の場合に対応できる病院や診療所が
近くにないこと

0 2

06

17

に ら

(複数回答、上位 4項 目)
月  平成 22年 9月
→   73.0%
→   60.1%
→   32.2%
→   29.5%

f Fx, r5'+ (

68. I%
53.6%
27. e%

27.6%

32

27.9

29 5

27 6

24.5

23 1

223

233

216

21.8

3

16.7

15 4

128

■今 回 調 査  (N〒 3,272人 ,

□平成15年 7月 調査 (N=3,567人 ,

19

(複数回答)

70      80(%)

=301.0%)

=280.8%)

な

な

の

困

か

そ

特

わ ら

33

1.2

20

(注 1)平成15年 7月 調査では,「住みなれた自宅で生活できなくなること」となっている。

(注 2)平成15年 7月 調査では,「仮にあなたが,老後に寝たきりや痴呆になり,介護が必要となった場合,
どんなことに困ると思いますか。この中からいくつでもあげてください。」と聞いている。

-5-



(5)塚族に介護が必要になった場合に困る点

・食事や排泄,入浴など世話の負担が重く,十分な睡眠が取れないなど
肉体的負担が大きいこと

・ス トレスや精神的負担が大きいこと

・家を留守にできない, 自由に行動できないこと
。介護に要する経済的負担が大きいこと

食事や排泄,入浴など世話の負担が重く,十分
な睡眠が取れないなど肉体的負担が大きいこと

ス トレ ス や 精 神 的 負 担 が 大 き い こ と

家を留守にできない, 自由に行動できないこと

介護 に要 す る経 済 的負 担 が大 き い こ と

仕事に出られない,仕事を辞めなければならな
いこと

適切な介護の仕方がわからないなど,必要な知
識がないこと

介護のための部屋がない,入浴 しにくいなど住
宅の構造に問題があること

介護サー ビスについての情報が少 ない こと

介護が必要になつた家族が現在の住まいで生活
できなくなること

緊急の場合に対応できる病院や診療所が近くに
ないこと

そ         の         他

い

ら

ら

な

な

な

は族家

特

(複数回答、上位 4項目)
平成 22年 9月

62.6%
62.2%

55.2%
54‐ 5%

(複数回答 )

わ

に

か

困

-6-
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2 在宅介護,施設介護に関する意識について

(1)自 宅で受ける介護保険サニビスの周知度

・デイサービス (施設に通つて入浴や日常生活動作の訓練を受ける)
・ホームヘルプサービス (ホ ームヘルパーの訪問)
。訪問入浴介護 (入浴車の巡回)
。訪問看護 (看護師などの訪問)
。デイケア (施設に通つてリハビリを受ける)

ディサ ニ ビス (施 設 に通つて入浴や 日常生活動作 の副1練
を受ける )

ホ ー ム ヘ ル プ サ ー ビス (ホ ー ム ヘ ル バ ー の 訪 問 )

訪 問 入 浴 介 護 (入 浴 車 の 巡 回 )

訪 問 看
―
護 (看 護 師 な ど の 訪 問 )

デ イ ケ ア (施 設 に 通 つ て リ ハ ビ リ を 受 け る )

福祉用 具 (ベ ッ ド・ 車いす・便座 な ど)の 貸与や購入費
の支給

短期入 所 (シ ヨー トステイ)サ ー ビス (介 護 が必要な高
齢者を施設に一日寺的に預かる )

住宅改 修費 (手 す りの取 り付けや段差の解消な ど)の 支
給

訪 問 ソハ ビ リテー シ ョン (ソ ハ ビ リの専門職 の訪 問 )

介護予 防サー ビス (日 常生活を営む上で支障のある高齢
者に対す るホームベルプサー ビスゃディサービスな ど )

地域包 括支援セ ンター (地 域住民の心身の健康 の保持 と
生活の安定のために ,総 合相談や虐待防止などの権利擁
護事業な どを実施す る施設 )

小規模 多機能型居宅 介護 (登 録型のホームヘル プサー ビ
ス,デ イサー ビス , ショー トステイ を組み合わせたサー
ビス )

居宅介護支援事業所 (常 に介護を必要 とす る在宅の高齢
者が,必 要な保健医療・福祉サー ビスの適切な利用がで
きるよ う援助する事業所 )

い ず れ も 聞 い た こ と が な い

(複数回答、上位 5項 目)
平成 22年 9月

89.3%
88.0%
81.9%
78.0%
76.0%

(複数回答 )

(N=3,272u\,

-7-



(2)自 宅から住み替えて受ける介護保険サービス施設の周知度 (複数回答、上位 4項 目)
平成 22年 9月

87.1%

61.8%

54.7%

51.5%

。特別養護老人ホーム (常に介護を必要とする高齢者を介護する施設)
・特定施設 (一定の設備・人員を有する介護付きめ有料老人ホームやケア
ハウス,養護老人ホーム,高齢者専用賃貸住宅)
・老人保健施設 (病状安定期にあり,入院による治療の必要はないが, リ
ハビリ,看護,介護を中心とした医療ケアが必要な高齢者向けの施設)
。認知症高齢者グループホーム (認知症の高齢者が共同生活を営む住居)

特別養護老人ホーム (常に介護を必要 とする
高齢者を介護する施設)

特定施設 (一定の設備 。人員を有する介護付
きの有料老人ホームやケアハウス,養護老人
ホーム,高齢者専用賃貸住宅 )

老人保健施設 (病状安定期にあり,入院によ
る治療の必要はないが, リハビリ,看護,介
護を中心とした医療ケアが必要な高齢者向け
の施設)

認知症高齢者グループホーム (認矢口症の高齢

者が共同生活を営む住居 )

介護療養型医療施設 (病状が安定している長
期療養患者が入院する病院・診療所 )

い ず れ も 問 い た こ と が な い

ら

(複数回答 )

100 (%)

なかわ

■総数 (N=3,272人, M.T.=292.2%)

…8-



(3)自 分自身が介護を受けたい場所

。現在の住まいで介護を受けたい
。介護付きの有料老人ホームや高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい
。特別養護老人ホームや老人保健施設などの介護保険施設に入所 して介

護を受けたい
。病院に入院して介護を受けたぃ

*n\zz+s F
tz. z%
ft.9%

26.3%
12. e%

介護付きの有料老
人ホームや高齢者

現在の住まいで 住宅に住み替えて
介護を受けたし` 介護を受けたい

特別養護老人ホー
ムや老人保健施設
などの介護保険施
設に入所して介護 病院に入院して
を受けたい   介護を受けたい

一概に言えない

わからない

総

(該当者数 )

数 (3,272人 )

性 〕

性 (1,

性 (1,

493人 )

779人 )

男

女

0.2  22

〔年 齢 〕

20ん 29歳 (286人 )

30～ 39歳 (529人 )

40～ 49歳 (495人 )

50～ 59歳  (531人 )

60～ 69歳 (702人 )

70歳 以 上 (729人 )

-9-
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(「現在の住まいで介護を受けたい」と答えた者

ア 自宅で介護を受けたい理由

。現在の住まいで生活を続けたいから
。施設では自由な生活ができないから
。他人との共同生活はしたくないから

・施設で他人の世話になるのはいやだから
。施設に入るだけの経済的余裕がないから

現 在 の 住 ま い で 生 活 を 続 け た

施 設 で は 自 由 な 生 活 が で き な

他 人 と の 共 同 生 活 は し た く な い か ら

施設 で他人 の世話になるのはいやだか ら

施設 に入 るだ けの経済的余裕 がないか ら

(注 2)

在 宅 で 十 分 な 介 護 が受 け られ る か ら

施設 を利用す ることに抵抗を感 じるから

(注 3)

具 体 的 に施 設 を知 らず ,不 安 だ か ら

(1,221人 )に )
(複数回答、上位 5項 目)

平成 15年 7月   平成 22年 9月
85.6%  →
21.3%  →
21.7%  →
21.8%  →
21.6%  →

82.8%
32.7%
29.o%
28.6%
27.5%

カ

ー

　

　

カ

い

注
　
　
い

(自分自身が「現在の住まいで介護を受けたい」と答えた者に,複数回答 )

80 e0 (%)

82 8

85 6

2】

18 8

155

14 6

127

129

=2478%)

=2080%)

な

の

らか

そ

わ

06

08

06

03

■今 回 調 査  (N=1,221人 ,

口平成 15年 7月 調査 (N=1,593人 ,

(注 1)平成15年 7月 調査では,「住みなれた自宅で生活を続けたいから」となつている。

(注 2)平成15年 7月 調査では,「施設に入るだけの金銭的余裕がないから」となっている。
(注 3)平成15年 7月 調査では,「福祉施設を利用することに抵抗を感じるから」となっている。

(注 4)平成15年 7月 調査では,「仮に,あなたが老後に寝たきりや痴呆になり,介護が必要となつた場合
に, どこで介護を受けたいと思うか」について,「可能な限り自宅で介護を受けたい」と答えた者
に,「それはなぜですか。この中からいくつでもあげてください。」と聞いている。

-1 0-



(「現在の住まいで介護を受けたい」と答えた者 (1,221人 )に )
イ 自宅で受けたい介護形態

・家族だけに介護 されたい
。家族の介護を中心に,ホームヘルパーなどの外部の介護も利用したい
。ホームヘルパーなどの外部の介護を中心に,家族による介護も受けたい
。ホームヘルパーなどの外部の介護だけを受けたい

平成 22年 9月

2o.2%

50.0%
23.8%
3.5%

総

(該当者数 )

数 (1,221人 )

(自 分自身が 「現在の住まいで介護を受けたい」と答えた者に)

家族の介護を中心 ホームヘルパーな

秀楚Fけに介護さ嬌鶉 i条菫]を,こ「 骨:書 ,なが墓繕  ゎからない

性 〕

性 (668人 )

性  (553人 )

齢 〕

男

女

〔年

20～ 29歳  (99人 )

30～ 39歳 (182人 )

40～ 49歳 (169人 )

50～ 59歳 (171人 )

60γ 69歳 (280人 )

:49 5 129 71
一一一一一一一一一一一一一一一一

70歳 以 上 (320人 )

-11-
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(「介護付きの有料老人ホームや高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい」,「特別養護老人ホーム

や老人保健施設などの介護保険施設に入所 して介護を受けたい」,「病院に入院して介護を受けた

い」と答えた者 (1,899人 )に )
ウ 介護施設等を利用したい理由 上位 4項 目)

22年 9月

76.7%
47.1%
39.4%

29.5%

家 族 に 迷 惑 を か け た く な い か ら

専 門 的 な 介 護 が 受 け ら れ る か ら

緊 急 時 の 対 応 の 面 で 安 心 だ か ら

家族 は仕 事 を してい るな ど,介 護 の時 間 が十
分に とれ ない か ら

介護 のた めの部 屋 が ない ,入 浴 しに くい な ど
住宅 の構 造 に 問題 が あ るか ら

家族 は高 齢や 体 が弱 いな ど,十 分 な介護 がで
きな いか ら

で受 け られ る介 護 サー ビス が不

(注 1)

家 族 は 介 護 す る 気 が な い か ら

■今 回 調  査  (N=1,899人 , M T =2507%)

□平成 15年 7月 調査 (N=1,511人 , M T =212.0%)

1)平 成 15年 7月 調査では ,「 自宅 で受 け られ る介護サー ビスが不十分だか ら」 となってい る。

2)平 成 15年 7月 調査では ,「 仮に ,あ なたが老後 に寝たき りや痴果 にな り,介 護 が必 要 となつた場 合 に ,

どこで介護 を受 けたい と思 うか」 について ,「 特別養護 老人ホームや 老 人保健施設 な どの介護保 険施設に
入所 したい」 ,「 介護 付 きの有料老人 ホームや 痴果性高齢者 グループホー ム (痴 果 の高齢者 が共 同生活を
営む住居 )な どに住み替 えて介護 を受 けたい」 と答えた者に ,「 それ は なぜですか。 この 中か らい くつで
もあげて くだ さい。」 と開いてい る。

。家族に迷惑をかけたくないから
:専門的な介護が受けられるから          ‐

・緊急時の対応の面で安心だから

・家族は仕事をしているなど,介護の時間が十分にとれ
ないから

(複数回答、

平成 15年 7月   平成
77.1%  →
35.9% →
24.4%  →

25.9%  →

「

副

を

に
た

護
設
え

介
施
答

て
険
と

え
保

１

替
護

い

み
介

た

住

の
け

に
ど
受

宅
な
を

住
設
護

者
施
介

齢
健

て

高
保
し

や
人
院

ム
老

入

一
や
に

ホ
ム
院

人

一
病

老

ホ
Ｆ

料
人

，

有
老

ｊ

の
護

い

き
養
た

付

別
け

護
特
受

介
Ｆ

を

Ｆ
　
，護
答

が

Ｊ
介
回

身

い
て
数

自
た
し
複

分
け
所

，

自
受

入
に

´
―
―
―
ヽ

ま
ら
住
か
の
だ
在
分
現
十

族家

な

注

　

注

12 0

他

0 8

い
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(「介護付きの有料老人ホームや高齢者住宅に住み替えて介護を受けたい」,「特別養護老人ホーム

や老人保健施設などの介護保険施設に入所 して介護を受けたい」,「病院に入院 して介護を受けた
い」と答えた者 (1,899人 )に )
工 介護施設等を選ぶ際に重視する点

・具合が悪くなった時にすぐに治療や看護を受けられ

ること
。設備が整っていること

・料金が安いこと
・職員からきめ細やかな介護をしてもらえること

具合が悪くなった時にす ぐに治療や看護を
受けられること

(複数回答,上位 4項目)
平成 15年 7月   平成 22年 9月

49.1%  →   63.7%
53.8%  →   59.0%
54.6%  →   58.2%
44.9%  →   52.3%

ａ

劉

リ

護
設
え

介
施
答

て
険
と

えヽ
保

Ｊ

替
護

い

み
介
た

住

の
け

に
ど
受

宅
な
を

住
設
護

者
施
介

齢
健

て

高
保
し

や
人
院

ム
老
入

一
や
に

ホ
ム
院

人

一
病

老

ホ
ｒ

料
人

，

有
老

Ｊ

の
護

い

き
養
た

付
別
け

護
特
受

介
Γ
を
答

ｒ
　
，護
回

が

ゴ
介
数

身

い
て
複

自
た
し

，

分
け
所
に

自
受
入
者

ｒ
ｌ
ｌ
ｌ
ｔ

設 備

料  金 い

職員からきめ細やかな介護をしてもらえる
こと

雰 囲 気 が 明 る い こ

個室が整備 され るなど,プ ライバシーが保
たれ ること

リ ハ ビ リ が 充 実 し て い る こ と

地 元 (近 所 )に あ る こ と

家 族

そ

特

わ

の 希 望 に 合 う

ら

整  つ て い る こ と

安

と

↓
　
他

こ
に

の

03
01

04
な

な

07

12
08

■今 回 調 査  (N=1,899人 ,

□平成15年 7月 調査 (N=1,511人 ,

M.T

M T

=4323%)

=3526%)

か

-13-



(4)家族に介護を受けさせたい場所         ヽ

。現在の住まいで介護を受けさせたい
。介護付きの有料老人ホームや高齢者住宅に住み替えて介護を受けさせ

たい
。特別養護老人ホームや老人保健施設などの介護保険施設に入所して介

護を受けさせたい

。病院に入院して介護を受けさせたい

平成 22年 9

38.6%

15.1%

24.3%

12.9%

[奮 8:こ[F介
護
』]:::「
業量:[i「景8:言i: 嚇い

御

し

た

院

せ

入

さ

院
受
病
を

言

ヽ
　
　
に

か

　

刊

族はし 滋
ノ
わ
　
　
な

‐
―
―

えヽ(該 当者数 )

総 数 (3:272人 )

〔 性  〕

性 (1,493人 )

性 (1,779人 )

〔年 齢 〕

20～ 29歳 (286人 )

30～ 39歳 (529人 )

40～ 49歳 (495人 )

50～ 59歳 (531人 )

60～ 69歳 (702人 )

70歳 以 上 (729人 )

02

男

女

1.4

7

1 5

19

1_2

2

0.6

1

1 1

…14-

100(%)



3 介護保険制度について

(1)介護職に対するイメージ

。夜勤などがあり,き つい仕事
。社会的に意義のある仕事
・給与水準が低い仕事  '
:や りがいのある仕事

夜 勤 な ど が あ り き つ い 仕 事

社 会 的 に 意 義 の あ る 仕 事

給 与 水 準 低  い  仕

自 分 自 身 も 成 長 で き る 仕 事

将 来 に 不 安 が あ る 仕 事

に

ら

(複数回答、上位 4項目)
平成 22年 9月

65,1%
58.2%
54.3%
29.0%

(複数回答)

70 (Oo)

仕や

な

のそ

特

なわ か

-15-

■総数 (N=3,272人 , M T.=241.0%)



(2)介護保険料負担の増加の抑制手段

・公費 (税金)負担割合の引き上げ
・保険料負担の増加は:やむを得ない
。40歳未満の若年層からも保険料を徴収
・利用料の自己負担割合の引き上げ

公 費 (税 金 )負 担 割 合 の 引 き 上 げ

保 険料 負 担 の増力日は ,や む を 得 な い

40歳 未満 の若年層 か らも保 険料 を徴収

利 用 料 の 自 己 負 担 割 合 の 引 き 上 げ

軽度 の人 は保 険 では な く全 額 自己負 担 化

1人あた りの利用回数などのサービス量を制限

(複数回答,上位 4項目)
平成 22年 9月

43.1%
35.7%
29.1%
20.1%

(複数回答)

50(%)

な

の

か

そ

わ

■総数 (N=3,272人 , M.T.=170.8%)
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(3) 介護サービスを充実させた際の費用負担

利用者負担割合の引き上げにより対応

保険料負担割合の引き上げにより対応

公費 (税金)負担割合の引き上げにより対応
負担割合は変えずに対応

平成 22年 9

13.4%
15.0%
41.3%
21.9%

是場鳳
合は変えず  ゎからない

利用者負担害1合 の 保険料負担割合の 公費 (税金)負担
引き上げにより対 引き上げにより対 割合の引き上げに
応        応        より対応

総

(該当者数 )

数 (3,272人 )

男

女 性 (1,779人 )

(1,493人 )

〔年 齢 〕

20～ 29歳 (286人 )

(529人 )

(495人 )

(531人 )50 ～ 59歳

60～ 69歳 (702人 )

70歳 以 上 (729人 )

Ｉ
　
　
性

性

30 -

40 -

歳

ヽ
　

　

歳

９

　

　

　

　

　

９

３

　

　

　

　

　

４

-17-

100(%)



(4)制度導入による効果

・良くなったと思 う (小計 )
:良 くなったと思 う
。どちらかといえば良くなったと思う

」良くなうたとは思わない (小計 )
。どちらかといえば良くなったとは思わない
。良くなったとは思わない

。わからない

良くならたと思う (小計)513

良くなったと思 う どちらか といえば   ゎからない
良くなったと思う

どちらとも わない

(該当者数 ) いえない

数 (3,272人 )

*nF.zz+s F
st. s%
13. r%
ze. z%
28.8%
17. 2o/.

rL.6%

13.2%

良くなうたとは

思わない (小計 ) 288

良くなった とは思 思わない

総

男

女

〔 年

性   〕

性 (1,493人 )

性 (1,779人 )

齢 〕

20～ 29歳 (286人 )

30～ 39歳 (529人 )

49 歳 (495人 )

歳 (531人 )

歳 (7o2人 )

上 (729人 )

５９
　
　
．

６９
　
　
　
以70   方曼

-1 8-

roo (%)



(「 良くなったと思う」,「 どちらかといえば良くなつたと思う」と答えた者 (1,678人 )に ,)
ア 制度導入により良くなった点              (複 数回答,上位 6項 目)

平成 22年 9月
。家族の負担が軽くなった                       54.8%
・介護サービスを選択しやすくなづた                  50.2%
。家族に介護が必要となった場合でも働き続けることができるように

なった                              33.8%
・介護サービスの質が良くなった                    33.4%
・介護が必要となっても現在の住まいで生活が続けられるようになった   32.5%
。介護サービス事業者を選択しやすくなった               32.4%

(介護の状況は「良くなったと思 う」,「 どちらかといえば良くなったと思う」と答えた者に,複数回答)

60(%)

家 族 の 負 担 が 軽 く な っ た

介護 サ ー ビス を選 択 しや す く な つ た

家族に介護が必要となった場合でも働き続け
ることができるようになった

介 護 サ ー ビ ス の 質 が 良 く な つ た

介護が必要となっても現在の住まいで生活が
続けられるようになつた

介護サービス事業者を選択しやすくなった

利用 料 な どの経 済 的な負 担 が減 つ た

社会的入院 (通院治療可能だが介護が必要な
ため継続 して入院す ること)が 減つた

ならかわ

-19-

■総数 (N=1,678人, M.T =2675%)



(「 どちらかといえば良くなったとは思わない」,「良くなったと

に,)

イ 制度導入後も良くなっていない点

は思わない」と答えた者 (942

(複数回答,上位 3項 目)
平成 22年 9月

53.7%
44.3%

ができる

40.4%

人 )

。利用料などの経済的な負担が減つていない
。家族の負担が軽くなっていない
。家族に介護が必要となった場合でも働き続けること

ようになっていない

利用料な どの経済的な負担が減つていない

家 族 の 負 担 が 軽 く な っ て い な い

家族に介護が必要となった場合でも働き続け
ることができるようになっていない

社会的入院 (通院治療可能だが介護が必要な
ため継続 して入院すること)が減つていない

介護サー ビスを選択 しやす くなっていない

介護が必要となっても現在の住まいで生活が
続けられるようになっていない

介護 サ Tビ ス の質 が 良 くなって いな い

介護サービス事業者を選択しやすくなつてい

ない

そ

介護の状況は「どちらかといえば良くなったとは思わない」 ,

「良くなったとは思わない」と答えた者にと答えた者に,複数回答

60(%)

ならわ か

=20-

■総数 (N=942人 , M T.=2566%)



4

(1)
行政に対する要望について

要望する重点事項        、

介護人材の確保のために,賃金アップなどの処遇改善
認知症の人が利用できるサービスの充実

24時間対応の在宅サービスの充実
施設待機解消のための施設整備

配食や送迎,見守り介護などの生活支援サービスの充実

(複数回答,上位 5項目)
平成 22年 9月

5210%
48.3%
47.7%
44.1%
42.1%

(複数回答 )

60(%)

介護人材 の確保のために ,
処遇改善

賃金アップなどの

認知症の人 が利 用で きるサー ビスの充実

24時 間 対 応 の 在 宅 サ ー ビ ス の 充 実

施 設 待 機 解 消 の た め の 施 設 整 備

配食や送迎,見守 り介護などの生活支援サー
ビスの充実

保険料や利用料 (1割 )の軽減措置のさらな
る充実

医療や介護サービス利用にかかる統一的な相
談窓口の設置,相談体制の強化

要介護認 定 な ど利用者の手続 きの簡素化

住 宅 の バ リ ア フ リ ー 化

介護従事者による,たんの吸引など基礎的な
医療的なケアの実施

生活動作の改善や栄養改善な どの介護予防
サービスの充実

そ

特

わ

に

なか

な

-21-

■総数 (N=3,272人 , M.T.=4227%)
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介護保険法等の一部を改正する法律案 (仮称)
のポイント

※内容については今後変更があり得る

1.医 療 と介護の連携強化等
○ 医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが連携した要介護者等
への包括的な支援 (地域包括ケア)の推進
○地域包括ケア実現のために、日常生活圏域ごとに地域ニーズを的確に

把握した事業計画を策定                '
○ 単身・重度の要介護者等に対応できるよう、24時間対応の定期巡回・

随時対応型サービスや複合型サービスを創設
○保険者判断による予防給付と生活支援サービスの総合化

○介護療養病床の廃上期限を猶予

2.高 齢者の住まいの整備や施設サー ビスの充実
○厚生労働省と国土交通省の連携による高齢者の住宅供給の促進

(高齢者住まい法の改正)

○社会医療法人による特別養護老人ホームの開設

3.認 知症対策
○市民後見人の活用など、高齢者の権利擁護の推進

○市町村における認知症対策の計画的な推進

4.保 険者が果たすべき役割の強化
○ 医療サービスや住まいに関する計画と介護保険事業計画の調和

○地域密着型サービスの提供事業者の適正な公募を通じた選考

5.介 護人材の確保 とサー ビスの質の向上
○介護福祉士等の介護職員による日常の「医療的ケア」の実施

○労働法規の遵守の徹底、雇用管理の取組の公表

○情報公表制度の見直し

6.介 護保険料の急激な上昇の緩和
○各都道府県に積み上げられた財政安定化基金を取り崩して保険料の軽

減に充てる法整備を行うことなどにより介護保険料を軽減




